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［ 論文 ］

〔フロンティア農業経済研究　第20巻第2号　2018.3〕

小麦遺伝的基盤の多様性と品種改良への貢献
―農業生物資源ジーンバンクデータの分析から―

Ⅰ. はじめに

農業生産の量的・質的拡大に品種改良が大きな
役割を果たしてきたことは言うまでもない。品種
改良では望ましい形質をもつ複数の個体を交配す
ることから、そうした形質を有する個体、すなわ
ち遺伝資源の利用可能性が、その効率性を大きく
左右する。そのため、現在、世界各地で遺伝資源
の探査収集・保存が活発に行われている。一方、
人類の活動範囲の地理的拡大は、生物多様性の喪
失をもたらすと危惧され、その維持や保全に向け
た取り組みが世界的に広がっている。例えば、一
定の生態系を保全することで固有種や絶滅危惧種
の保護に努める生息域内保全(in s i tuまたは
on-site conservation)は、国の内外を問わず幅広
く行われている。経済学分野においても、生物多

様性の喪失による経済的影響の分析や、維持・保
全へ向けた政策提言など、近年、その研究成果が
急速に増加している(吉田 [21]、大沼 [10])。

このようにバイオ関連分野では、有用な遺伝資
源の発見が経済的に大きな利潤につながるため、
遺伝資源を多く有する資源国は、他国からのアク
セスを制限するなどその主権を強めることで、得
られる利益配分を求めてきた。1992年に締結され
た生物多様性条約でも、こうした資源国の権利が
利益配分として配慮されている。

一方、資源国の多くが発展途上国であることか
ら、遺伝資源の円滑な取引によって実現される品
種改良の成果は、農業の生産性向上を通して、急
速な人口増大と食料危機に苦しむ資源国に還元さ
れるため、遺伝資源利用を積極的に進めるべきと
する意見もみられる(例えばWright [22]など)。ま
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た、資源国への過剰な権利付与による技術知識の
過少利用は、技術応用におけるアンチコモンズの
悲劇(Heller and Eisenberg [2])の一例としてとら
えられ、資源の利用国である先進国の研究開発に
悪影響をもたらすと危惧される。このような問題
提起がなされるものの、遺伝資源に対する資源国
と利用国の間の権利関係が大きく変化しない限
り、今後は、従来のような自由な育種材料の譲渡
は望めない。したがって、資源利用国は遺伝資源
に対する資源国の主権を認めつつ、今ある遺伝資
源の効率的な利用を促進していくことが求められ
る。

本稿では、遺伝資源の利用に関わるこうした問
題について、日本の小麦育種を事例にその課題を
検討する。小麦の在来種に乏しい日本では、もと
もと遺伝資源の多様性が低く、「ゆめちから」や
「ハルユタカ」、もち性小麦の作出にみられるよ
うに、画期的な小麦を作出するためには海外から
の遺伝資源の導入が欠かせない。パン用、菓子
用、パスタ用と消費者の需要がますます多様化す
る中、海外遺伝資源の重要性もさらに高まると予
想される。その一方で、遺伝資源へのアクセスが
制限され、譲渡においては手続きが煩雑化してい
ることは小麦も例外ではない。

こうした背景のもと、海外遺伝資源の取引費用
上昇が我が国の小麦育種に及ぼす影響を考察す
る。まず、農業生物資源ジーンバンクのデータを
もとに、我が国における小麦の遺伝資源の蓄積に
ついて時系列的にまとめる。

農業生物資源研究所に設置されている種子保存
庫をはじめ、遺伝資源の最終保存地として、遺伝
資源保存センターが設置されている(田中・鳥
山・芦澤[18]、pp.25-56.)。これらは生息域内保全
に対し、域外保全(ex situ)と呼ばれ、その維持費
用と価値評価について、議論されてきた。おもな
論点は、品種育成に供試された種子と育種成果の
関連を追跡し難いため、育種成果からみた種子保

存の価値を評価し難いこと、すなわちオプション
価値として定義される将来世代の需要を明示的に
示せないことがあげられる(Pardy et al. [11])。本
稿では、域外保全の重要性を育種成果から推測
し、取引費用の上昇からその導入が困難になりつ
つある現状を踏まえ、今後の小麦育種への影響に
ついて考察する。

遺伝資源保存センターは、世界各所に設立され
ているが、我が国でも1985年に農林水産省によっ
てジーンバンク事業が開始され、原産地や育成地
から採集される植物・作物を、採集地点の環境条
件などの情報とともに導入・保存する施設として
設置された。作物ごとに保存センターを持ち、植
物分類学にもとづいて同定、評価され、様々な特
性調査がパスポートデータとして整理、蓄積され
ている (田中ほか[18])。

本稿では、農業生物資源ジーンバンクに登録さ
れた小麦品種の特性に関するデータをもとに、遺
伝資源の多様性を一つの指数としてまとめる。そ
うして得られた多様性指数と品種改良の効率性の
関係を研究開発関数とし回帰分析により明らかに
することで、遺伝資源の多様性を高めることの重
要性について検討する。その上で、育種家に対し
てアンケート調査を実施し、多様化・細分化する
小麦への需要に対応する上で、我が国のジーンバ
ンク事業がどのような貢献をしてきたのか、ま
た、遺伝資源にアクセスする際、どのような課題
に直面しているのかといった問いについて育種家
の意見を整理することで、小麦の遺伝資源の維
持・拡大に必要な政策的課題を提言する。

本論文の構成は以下の通りである。第2節では
我が国のジーンバンク事業について説明し、小麦
の遺伝資源の蓄積がどのように進んできたのか定
量的に把握する。第3節では遺伝資源の多様性が
小麦育種の効率性に及ぼす影響について研究開発
関数の推計結果をもとに検討する。第4節では育
種家へのアンケート調査の結果を示し、育種にお

ける遺伝資源保存センターの重要性や海外の遺伝
資源にアクセスする際の課題について整理する。
第5節で結論とする．

Ⅱ. 農業生物資源ジーンバンクにおける小
麦遺伝資源の蓄積

1. ジーンバンク事業
農業生物資源ジーンバンクでは、種子更新とと

もに、作物に関する様々な特性データを評価・収
集している(田中ほか[18])。調査項目は、稈長や穂
長など植物の生態に関わる1次特性、脱粒性や耐
病性など収量に関係する2次特性、蛋白質含有率
や色相など品質に関わる3次特性に分かれる。具
体的な調査項目数(必須項目と選択項目を含む)
は、1次が28項目、2次が18項目、3次が19項目に
及ぶ。

農業生物資源ジーンバンクは小麦の新品種作出
に対して多大な貢献をしてきた。例えばモチ性小
麦は、農業生物資源ジーンバンクから供試された
1,960品種のなかから、もち性遺伝子をもつ中国
の在来品種(白火)がみつかったことで作出された
(白田ほか[15]、白田[14])。また、ハルユタカは、
農林10号など日本由来の半矮性遺伝子の国際トウ
モロコシ・小麦改良センター(以下、CIMMYT)か
らの逆輸入により、大幅な収量増加となったこと
が知られている(田中ほか[18]、p.69)。

このように遺伝資源保存センターに保存される
遺伝資源の多様性が高いことで、目的とする遺伝
子を探し出しやすく、結果、育種目標を早期に達
成し、また、画期的な新品種が誕生する。以下で
は、小麦を対象に、農業生物資源ジーンバンクに
登録された品種の特性を整理し、わが国が保有す
る小麦遺伝資源の多様性について検討する。

2. 農業生物資源ジーンバンクにおける小麦登録数
の推移
農業生物資源ジーンバンクでは小麦について4

万件近いデータが登録されているが、同一品種名
(JP番号)による重複登録を排除すると14,149件と
なる注1)。うち、普通小麦(Triticum aestivum (L.) 
Thell.)に該当する13,215件を本研究の分析対象と
した注2)。

国内産・外国産別の小麦の累積導入数の推移を
図1に示す。日本における遺伝資源保全の取り組
みは、20世紀初めの組織的な近代育種における素
材確保に始まり、作物別の育種材料研究室の設
立、種子貯蔵施設の建設を経て、1985年開始の
ジーンバンク事業につながる(白田ほか[15])。1988
年には遺伝資源保存管理施設が建設され、各研究
室から、パスポートデータとともに種子が農業生
物資源ジーンバンクに移管され、それ以降、登録
品種数が急速に増加した。

2013年度登録品種までのデータを山本[20]にし
たがって2期に分け、白田[14]や農業生物資源研究
所における聞き取り調査をもとに、導入数の推移
をみたい。具体的には、生物多様性条約(CBD)が
採択された1992年(日本は同年6月に署名)までをⅠ
期(1983-1992年、山本[20]のⅡ期に該当)とし、そ
れ以降をⅡ期とする。

Ⅰ期は、遺伝資源は人類共有の財産であり、自
由な交換・利用が可能であった時代で、遺伝資源
の利用から生じる利益を提供者と配分する、とい
う利益配分と農民の権利が認められる1992年の生
物多様性条約採択へ至る期間である(山本[20])。国
内では1985年、農林水産省によりジーンバンク事
業が開始され、国内外の遺伝資源保全と利用を促
進する機関として、遺伝資源探索を含め種子保存
の体制整備が進んだ時期でもある(白田[14])。この
間、稲類、麦類、豆類を中心に、国内外で積極的
な探索・収集活動も行われたことから、国内産・
外国産ともに小麦の登録数も増加し保存点数は倍
増した(白田ほか [15]、pp.16-21)。

しかし、Ⅱ期に入ると、1992年に生物多様性条
約が採択されたことで遺伝資源の海外探索が難し
くなり、それまでに登録された保存種子の特性調
査に重点が置かれるようになった。ただし小麦に
ついては、CIMMYTから国際現地試験を兼ねた
導入が続き、生物多様性条約の採択前後でも外国
産の小麦の導入は継続している。しかしながら、
2006年には新規導入数は60まで減少、CIMMYT
からの導入も2008年の14を最後に途絶え、2012年
には国内産、外国産ともに0となり、今後は、農

業生物資源ジーンバンクにおける多様性拡大は望
めそうもない。

3. 遺伝資源の多様性
2013年までに登録された小麦品種について、産

地別の品種数を表1にまとめた。登録品種数
13,215のうち、外国産は11,540(87.3%)、国内産は
1,675(12.7%)であり、外国を原産地とする品種が
大半を占め、うち約6割が中南米(おもにCIMMYT) 
から導入された育成種である注3)。

次に、農業生物資源ジーンバンクでの調査対象
となる項目のうち、定量的に把握することが可能
な稈長、穂長、登熟期間について、原産地の国内
外別にまとめた（表2）注4)。遺伝資源の多様性を
表す指標としては、これまで、品種数のほか、表
現型を利用した指標、近縁係数や来歴から作成す
る潜在指数などが提案されている(Meng et al.[8]、
Smale et al.[16])。日本でも農林登録品種を対象に
近縁係数をもちいた指標(水田・吉田[9]、小林・
吉田[3])が提示されているが、農業生物資源ジー
ンバンク登録品種は来歴不明の在来種も含まれ、
近縁係数を計算することができない。そこで本稿
では、上記3つの項目別に変動係数を計算し、遺

伝的多様性の指標とする。
表2は、ジーンバンク事業開始年の1985年から

2012年までに登録された品種のうち、稈長、穂
長、登熟期間について、平均値、標準偏差、変動
係数を示したものである。観測値数は、外国産が
国内産に比べて多く、また、特性によっても異な
る。稈長、穂長、登熟期間のいずれにおいても、
海外産全体の変動係数は、国内産のそれを上回る
結果となった。 

外国産品種は全登録数11,540に占める在来種の
割合が9.8％で、その地理的収集範囲も広い。一
方、国内産品種は、登録品種数1,675（表1）のう
ち在来種が約2％と少数である。実需や一定の社
会需要に応えようと品種改良された育成種に比
べ、長い伝播の過程で様々な地に適応した在来種
は多様性が大きいとされることから(ラディジン
スキー[7]、p.130)、とりわけ外国産小麦の場合、
在来品種の多さが遺伝資源の多様性に貢献してい
るものと考えられる。

次に、稈長、穂長、登熟日数のそれぞれについ
て、度数分布を示した（図2～4）。いずれも、外
国産が分布する範囲は国内産のそれに比べて広
く、また、度数も外国産の方が多いことから、外
国産の多様性が国内産の多様性を上回る。また、

外国産は収集範囲が広いことや、在来種の割合が
高いことが、多様性の拡大に貢献していると考え
られる。よって、農業生物資源ジーンバンクにお
いても外国産品種の導入が、遺伝的多様性の拡大
に重要な役割を果たすといえる。

4. 特性調査の対象品種数推移
次に、登録品種に占める調査済み特性項目の推

移をみてみよう。表2の観測値数をみると、登録
された13,215の小麦品種のうち、その特性が明ら
かになっている品種は多くても4,887(稈長と穂長)
で、全登録数の半数にも満たないことが分かる。
農業生物資源研究所では、栽培した全ての品種に
ついて、全項目を調査することは難しく、必要に
応じて調査項目を追加する。図5は1次から3次の
特性別に、特性が調査された品種数の累積推移を
示したものである注5)。1次特性は、農業生物資源
ジーンバンクへの登録と同時に調査も行われるた
め、特性が確認された品種数の累積推移は登録数
と一致する。一方、2次項目について調査された
品種の数はそれよりも遅れて推移し、3次項目の
品質特性は現在でも全登録品種の3分の1程度しか
調査されていないことが分かる。

育種家にとって、特性が明らかでない品種を育
種にもちいることは難しく、特性に関するデータ

CIMMYTと各国の研究開発投資の関係につい
てまとめたTraxler and Pingali [19]によると、
CIMMYTが遺伝的多様性を高めるような品種を
各国の育種機関に提供することで、各国の研究開
発投資1単位当たりの効率性が改善することを示
した。国際研究機関は、広範囲に適応可能な品種
を提供し、各国はそれを基に自国の気候条件に適
した品種を効率的に作出することができるためで
ある。これを一国が保有する遺伝資源の多様性
と、それを利用する育種機関として捉えると、育
種機関が利用可能な遺伝的多様性が増すことによ
り(G→G’)、研究開発投資の追加的な投入による
限界収量が増加するよう、研究開発関数は上方向
へシフトする。結果として、研究開発に対する投
資効果が改善し、より収量の高い小麦品種が作出
されると考えてよかろう。

本稿における研究開発関数の推定では、育種成
果として品種iの施肥反応実験j注7)における単位面
積当たり収量(Yij)をとり、以下の両対数線形型の
研究開発関数モデルを推定する。遺伝的多様性の
指標として、農業生物資源ジーンバンクに登録さ
れた小麦品種の変動係数を用いる。具体的には、
各品種の交配年に利用可能であったすべての農業
生物資源ジーンバンク登録品種(小麦)について、
特性(稈長(GLi)、穂長(GEi)、登熟日数(GFi))別に、
登録年毎に累積して変動係数を求めた。例えば、
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の蓄積と拡充は、既存の遺伝資源の有効活用を図
る上で解決されるべき課題の一つである。国外の
遺伝資源保存センターでも同様の課題に直面して
いるが、その原因についてKoo and Wright[6]は
次のようにまとめている。

遺伝資源保存センターは受け入れた品種につい
て、種子の更新をしながら、その特性をデータと
して蓄積する。一方、育種家からすると遺伝資源
保存センターに登録されている品種には特性の分
からないものが依然として多く、特性が明らかに
されたわずかな品種の中から適切な育種母材を見
つけることは困難である。したがって、育種家が
遺伝資源保存センターを積極的に利用するインセ
ンティブは弱く、センターとしても特性データの
整備を推進する必要性が薄れる、といった悪循環
に陥っている(Koo and Wright [6])。

図5に戻ろう。近年、品質に関わる3次特性につ
いて調査した品種の数が増えているが、これは、
育種目標が品質を重視する方向へシフトする中
（齋藤[13]）、登録品種を積極的に利用すること
で、そのシフトに対応しようとする動きとしてと
らえることができる注6)。遺伝資源の新規導入が望
めない現在、既存の登録品種の特性を明らかにす
ることは、遺伝資源の有効活用に向けた重要な課
題のひとつである。こうした中、次世代シーケン

サーの導入など、育種技術の進歩により、特性の
調査にかかる費用が大幅に低減することも予想さ
れ、今後はデータ蓄積も積極的に行われると期待
したい。

注１）小麦の種類別登録品種の内訳は、付表1を参
照されたい。

注２）重複登録の場合は、農業生物資源ジーンバン
クに初めて登録された年を登録年とし、特性調
査の結果については、調査最新年のものを採用
した。

注3）CIMMYTの国際分業体制については、
Traxler and Pingali [19]を参照のこと。

注４）他の調査項目は、多少や強弱、具体的な形状
で表示され定量的な把握は難しい。

注５）ここでは複数ある調査項目のうち、ひとつでも
調査されれば当該品種は調査済みとした。ただ
し表2でも示されているように、稈長や穂長と
いった基礎的な特性であっても調査された品
種は登録されたものの半数にも満たず、農業生
物資源ジーンバンク登録品種の特性調査が未
だ不十分であることが分かる。

注６）国内産の地方系統など育成品種は、育成地で
品質特性が調査され、それらのデータとともに
登録される場合も相当数ある。

Ⅲ. 研究開発関数の推定

前節では、農業生物資源ジーンバンクに登録さ
れた小麦について、特性別にその多様性を表す指
標を求めた。本節では、そのデータを利用して研
究開発関数を推定し、遺伝資源の多様性が育種成
果に及ぼす影響を定量的に把握する。研究開発関
数は小麦の収量(Y)を、小麦育種に関わる研究開
発投資(RD)と、小麦品種の遺伝的多様性(G)の関
数Y(RD, G)として表したものである（図6）。

品種iの交配年が2000年の場合、稈長、穂長、登
熟日数の各変動係数は、2000年を含むそれまでの
全ての（農業生物資源ジーンバンクの）登録品種
から求める。これを、育種家が交配計画を策定し
た時点で利用可能であった小麦遺伝資源の多様性
指標とし、数値に表すことで、研究開発の効率性
への影響を分析する。本分析では、研究開発投資
(RD)を研究員延べ人数(SYi , Scientist Year)で表す
こととし、それぞれの変動係数との交差項として
導入する。係数が正で有意であれば、研究開発投
資が一定のとき、交配年の変動係数が高いほど、
すなわち、育種家が利用可能な遺伝資源の多様性
が高いほど、より効率的に品種改良目標に到達す
ることを示す。

交差項以外の説明変数として、品種iの施肥反
応実験ｊにおける単位面積当たり窒素施肥量
(Nij)、秋播き品種との単収の差を考慮した春播き
品種ダミー(DSi)、育種に要した年数として、登
録年から交配年を引いた懐妊期間(Li)を推定式に
導入した。通常、研究開発投資の後、その成果の
結実には時間を要することから、技術知識ストッ
クの推計には、懐妊期間と呼ばれるタイムラグを
考慮する。本分析では、品種登録までに要した年
数を懐妊期間(Li)として導入した。εijは誤差項で
ある。

遺伝的多様性指標以外の変数は、交配年が1983
～2000年で、かつ品種登録済みの24品種を対象と
して、値は各品種の「小麦新品種決定に関する参
考成績書」記載のデータを利用した。表3は、以
上のとおり推計した被説明変数および説明変数
データである。研究開発関数モデルを最小2乗法
により推定した結果を表4に示す。

推定の結果、研究員延べ人数は正で有意とな
り、研究開発関数として定義できる。また、単位
当たり収量に及ぼす窒素施肥も正で有意に確認で
きた。ただし、懐妊期間として定義した登録に要
した年数は、有意な結果とはならなかった。

次に、研究員延べ人数との交差項は、稈長およ
び穂長の変動係数が正で有意な結果となった。す
なわち、研究員延べ人数を一定とし、遺伝的基盤
の多様性を高めることで、研究開発投資の効率性
が上昇し、収量の向上が促されることがわかる。

分析対象となった農林登録品種は、母本となる
育種材料を必ずしも農業生物資源ジーンバンクか
らえているとは限らないが、交配時に育種家が利
用可能な母材の遺伝的多様性が高いほど、選抜さ
れた品種は育種目標に近づくと結論できる。

本分析では、上述した3つの特性からえた変動
係数を遺伝的多様性の指標として捉え、多様性拡
大が研究開発投資の効率性を改善するのか分析し
た。育種母材の多様性拡大は研究開発の成果をよ
り効率的に達成することから、遺伝的多様性を高
く維持することが今後の小麦育種にとっても重要
な要素となる。

今回の分析は、データの利用可能性から品種数
が限られており、育種成果には収量のみを扱っ
た。育種成果に品質項目を取り入れることで、品
質データ蓄積の効果についても分析する必要があ
ることを指摘しておきたい。

注７）窒素施肥量Nijは、各品種の「小麦新品種決定
に関する参考成績書」の生育概況・耕種概要か
ら得た。基肥と追肥を合わせた施肥量である。
栽培実験では、収量に対する施肥反応を分析
するため、品種ごとに少肥、多肥など、異なる施
肥量毎に単位面積当たりの収量を得ている。

Ⅳ.　育種家へのアンケート調査

前節では、遺伝的基盤の多様性維持・拡大が、
研究開発の効率性を左右することが示され、その
重要性が明らかとなった。本節では、遺伝的基盤
の維持・拡大の可能性について、育種家へのアン
ケート結果から明らかにしていく。

近年、科学の経済学を中心に、研究者のもつ無
形知識を、有形化・明文化する試みが進んでいる
(ステファン [17])。サイエンスリンケージと呼ば
れる指標(文部科学省 [5])もそのひとつで、特許と
いう有形財を生み出すのに要した無形知識を、特
許に記載される科学論文から計測することで、特
許の生産に必要な投入要素としての無形知識を明
確に捉えようとする試みである注8)。無形知識を明
示的に考慮することで、技術革新がどういった経

路で進むのか、またその経路の中で技術革新の妨
げとなるものは何かを明らかにすることができ、
技術革新を促す上でより有効な政策の立案に寄与
する。

前節で提示した研究開発関数に当てはめて考え
ると、交配の際に候補となる母材をどのように選
択するか、適切な母本にどのようにたどり着くの
か、を育種家の無形知識とみなすことができる。
ただし、そうした無形知識を把握することは困難
なため、Ⅲ節ではそれを明示的に考慮せず研究開
発関数の推定を行った。これを補う目的で、育種
家が実際どのような経路で育種母材を入手してい
るのか、アンケート調査を行った。

アンケートでは、遺伝資源の照会先として重視
する機関について、国内外の遺伝資源保存セン
ター、国内外の研究機関や学会、研究者同士のつ
ながりの7つの選択肢から重要と思われる上位3項
目をあげてもらった。2016年7月から8月にかけ
て、グルテン研究会注9)を通してアンケートに対す
る回答を依頼したところ、国の研究機関から12
人、都道府県の育種担当者から8人、大学その他
から5人、合計25人の回答があった。

その結果を表5にまとめた。国内の遺伝資源保
存センターについては、いずれの研究機関におい

ても、今後も照会先として重要であると認識され
ていることがわかる。また、外国の遺伝資源保存
センターについても、特に多くの育種家を抱える
国や都道府県の研究機関では、上位にあげられて
いる。

アンケートでは、国外からの遺伝資源導入の現
状についても尋ねたが、国と都道府県の育種家20
人中13人が、国外からの遺伝資源導入が難しく
なっている(ほか、2名が難しくなっているとは思
わない、5名が分らない)と回答している。その要
因として、(1)生物多様性条約の批准や資源国の権
利意識の高まりと利益配分への期待、(2)民間企業
の参入による知財意識の高まりといった国際環境
の変化のほか、(3)所属機関における手続きが未整
備であること、具体的には植物検疫での手続きの
煩雑さとトラブル、仮にMTA(素材移転契約)注10)

の下で譲渡されても、権利や利益配分を求められ
ることなどをあげている。このことからも、従来
のような研究者間の自由なやりとりでの譲渡・導
入が認められない中、近年、遺伝資源の譲渡手続
きが煩雑になり、取引費用が高まっていることが
分かる。

一方で、育種家は多様化・細分化していく消費
者や実需者の要望に応えていかなければならな
い。例えば、新品種の導入を地域農業や地域経済
を活性化させる材料と位置づける動きや(後藤 
[1])、国内産小麦への根強い消費者需要(Saito and 
Saito[13])への対応が求められるほか、用途も麺用
に限らず、冷凍向けのパン用小麦やドライパスタ
用デュラム小麦など、国外の遺伝資源なくしては
作出できない用途へも育種目標が拡大している
（表6）。

育種家にとって、譲渡の際の取引費用の増大
は、研究における非効率化につながる。遺伝資源
へのアクセスが厳格化する国際環境の中で、今
後、更に多様化・細分化していく消費者や実需者
の要望に対応するためには、個々の育種家や育種

機関が実施している譲渡手続きを一元化するな
ど、遺伝資源導入における取引費用の軽減に務め
ることが育種効率向上のためにも重要である。

注８）農業分野では、近藤・高山・長南[4]が、無形知
識としての施肥技術指数を論文数から作成し、
農業生産への貢献を評価している。

注９）グルテン研究会は、おもに小麦の品質問題改
善を目指して2010年に立ち上げられた研究会
で、育種家のほか、製粉、製パンなどの流通・
加工に携わる研究者が参画し、2016年5月時点
で321名が登録される。本調査ではグルテン研
究会からメール送信後、道府県の6つの研究機
関のほか、北海道、東北、近中四、九州沖縄の
農業研究センター、作物研究所、ホクレン農業
総合研究所についても、個別に回答を依頼し
た。グルテン研究会世話人によれば、12の機関
にそれぞれ1～3名程度が育種担当として所属す
ることから、現在、小麦育種の交配計画に関わ
る育種家は、あわせて30～35人である。

注10）素材の国際移転に際し、提供側と利用者側が
移転前に相互に合意する条件などを定めたもの
で、利益配分を定めたボンガイドライン（生物
多様性条約）に基準が示されている。

Ⅴ. まとめ

本稿では、遺伝資源の多様性が農業に与える影
響について、品種改良の効率性の観点から分析し
た。農業生物資源ジーンバンクのデータをもと
に、登録された小麦遺伝的基盤の多様性を指数と
してまとめ、多様性と品種改良の効率性について
回帰分析を行った。その結果、遺伝資源の多様性
が増すことで、日本の小麦育種の効率性が改善し
てきたことが示された。また、育種家へのアン
ケート調査結果から、育種母材の入手先としての
遺伝資源保存センターの重要性も確認された。

しかしながら、生物多様性条約の締結など、遺
伝資源保有国の権利意識の向上に伴い、遺伝資源
保存センターへの新規導入品種の数は減少の一途

をたどり、今後の多様性拡大が期待できる状況で
はない。実際、アンケートでも、海外の遺伝資源
の導入にかかる取引費用の増大が指摘されてい
る。

国産小麦による様々な小麦粉製品の供給が期待
され、それに伴う地域農業の活性化を図る上で、
継続的な遺伝資源の導入は必要不可欠である。分
析の中で指摘されたように、農業生物資源ジーン
バンクにはその特性が明らかにされていない品種
も多く存在する。遺伝資源の有効活用のために
も、そうした品種の特性調査を充実し、育種家の
利用に供試することが求められる。あわせて、国
外遺伝資源へのアクセスを確実に確保できるよう
素材移転契約(MTA)や共同研究体制の整備な
ど、研究インフラの整備も重要な課題である。

[付記]　本編は、日本学術振興会科学研究費補
助金・基盤(C)（24580311）による研究成果の一
部である。
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Ⅰ. はじめに

農業生産の量的・質的拡大に品種改良が大きな
役割を果たしてきたことは言うまでもない。品種
改良では望ましい形質をもつ複数の個体を交配す
ることから、そうした形質を有する個体、すなわ
ち遺伝資源の利用可能性が、その効率性を大きく
左右する。そのため、現在、世界各地で遺伝資源
の探査収集・保存が活発に行われている。一方、
人類の活動範囲の地理的拡大は、生物多様性の喪
失をもたらすと危惧され、その維持や保全に向け
た取り組みが世界的に広がっている。例えば、一
定の生態系を保全することで固有種や絶滅危惧種
の保護に努める生息域内保全(in s i tuまたは
on-site conservation)は、国の内外を問わず幅広
く行われている。経済学分野においても、生物多

様性の喪失による経済的影響の分析や、維持・保
全へ向けた政策提言など、近年、その研究成果が
急速に増加している(吉田 [21]、大沼 [10])。

このようにバイオ関連分野では、有用な遺伝資
源の発見が経済的に大きな利潤につながるため、
遺伝資源を多く有する資源国は、他国からのアク
セスを制限するなどその主権を強めることで、得
られる利益配分を求めてきた。1992年に締結され
た生物多様性条約でも、こうした資源国の権利が
利益配分として配慮されている。

一方、資源国の多くが発展途上国であることか
ら、遺伝資源の円滑な取引によって実現される品
種改良の成果は、農業の生産性向上を通して、急
速な人口増大と食料危機に苦しむ資源国に還元さ
れるため、遺伝資源利用を積極的に進めるべきと
する意見もみられる(例えばWright [22]など)。ま

た、資源国への過剰な権利付与による技術知識の
過少利用は、技術応用におけるアンチコモンズの
悲劇(Heller and Eisenberg [2])の一例としてとら
えられ、資源の利用国である先進国の研究開発に
悪影響をもたらすと危惧される。このような問題
提起がなされるものの、遺伝資源に対する資源国
と利用国の間の権利関係が大きく変化しない限
り、今後は、従来のような自由な育種材料の譲渡
は望めない。したがって、資源利用国は遺伝資源
に対する資源国の主権を認めつつ、今ある遺伝資
源の効率的な利用を促進していくことが求められ
る。

本稿では、遺伝資源の利用に関わるこうした問
題について、日本の小麦育種を事例にその課題を
検討する。小麦の在来種に乏しい日本では、もと
もと遺伝資源の多様性が低く、「ゆめちから」や
「ハルユタカ」、もち性小麦の作出にみられるよ
うに、画期的な小麦を作出するためには海外から
の遺伝資源の導入が欠かせない。パン用、菓子
用、パスタ用と消費者の需要がますます多様化す
る中、海外遺伝資源の重要性もさらに高まると予
想される。その一方で、遺伝資源へのアクセスが
制限され、譲渡においては手続きが煩雑化してい
ることは小麦も例外ではない。

こうした背景のもと、海外遺伝資源の取引費用
上昇が我が国の小麦育種に及ぼす影響を考察す
る。まず、農業生物資源ジーンバンクのデータを
もとに、我が国における小麦の遺伝資源の蓄積に
ついて時系列的にまとめる。

農業生物資源研究所に設置されている種子保存
庫をはじめ、遺伝資源の最終保存地として、遺伝
資源保存センターが設置されている(田中・鳥
山・芦澤[18]、pp.25-56.)。これらは生息域内保全
に対し、域外保全(ex situ)と呼ばれ、その維持費
用と価値評価について、議論されてきた。おもな
論点は、品種育成に供試された種子と育種成果の
関連を追跡し難いため、育種成果からみた種子保

存の価値を評価し難いこと、すなわちオプション
価値として定義される将来世代の需要を明示的に
示せないことがあげられる(Pardy et al. [11])。本
稿では、域外保全の重要性を育種成果から推測
し、取引費用の上昇からその導入が困難になりつ
つある現状を踏まえ、今後の小麦育種への影響に
ついて考察する。

遺伝資源保存センターは、世界各所に設立され
ているが、我が国でも1985年に農林水産省によっ
てジーンバンク事業が開始され、原産地や育成地
から採集される植物・作物を、採集地点の環境条
件などの情報とともに導入・保存する施設として
設置された。作物ごとに保存センターを持ち、植
物分類学にもとづいて同定、評価され、様々な特
性調査がパスポートデータとして整理、蓄積され
ている (田中ほか[18])。

本稿では、農業生物資源ジーンバンクに登録さ
れた小麦品種の特性に関するデータをもとに、遺
伝資源の多様性を一つの指数としてまとめる。そ
うして得られた多様性指数と品種改良の効率性の
関係を研究開発関数とし回帰分析により明らかに
することで、遺伝資源の多様性を高めることの重
要性について検討する。その上で、育種家に対し
てアンケート調査を実施し、多様化・細分化する
小麦への需要に対応する上で、我が国のジーンバ
ンク事業がどのような貢献をしてきたのか、ま
た、遺伝資源にアクセスする際、どのような課題
に直面しているのかといった問いについて育種家
の意見を整理することで、小麦の遺伝資源の維
持・拡大に必要な政策的課題を提言する。

本論文の構成は以下の通りである。第2節では
我が国のジーンバンク事業について説明し、小麦
の遺伝資源の蓄積がどのように進んできたのか定
量的に把握する。第3節では遺伝資源の多様性が
小麦育種の効率性に及ぼす影響について研究開発
関数の推計結果をもとに検討する。第4節では育
種家へのアンケート調査の結果を示し、育種にお

ける遺伝資源保存センターの重要性や海外の遺伝
資源にアクセスする際の課題について整理する。
第5節で結論とする．

Ⅱ. 農業生物資源ジーンバンクにおける小
麦遺伝資源の蓄積

1. ジーンバンク事業
農業生物資源ジーンバンクでは、種子更新とと

もに、作物に関する様々な特性データを評価・収
集している(田中ほか[18])。調査項目は、稈長や穂
長など植物の生態に関わる1次特性、脱粒性や耐
病性など収量に関係する2次特性、蛋白質含有率
や色相など品質に関わる3次特性に分かれる。具
体的な調査項目数(必須項目と選択項目を含む)
は、1次が28項目、2次が18項目、3次が19項目に
及ぶ。

農業生物資源ジーンバンクは小麦の新品種作出
に対して多大な貢献をしてきた。例えばモチ性小
麦は、農業生物資源ジーンバンクから供試された
1,960品種のなかから、もち性遺伝子をもつ中国
の在来品種(白火)がみつかったことで作出された
(白田ほか[15]、白田[14])。また、ハルユタカは、
農林10号など日本由来の半矮性遺伝子の国際トウ
モロコシ・小麦改良センター(以下、CIMMYT)か
らの逆輸入により、大幅な収量増加となったこと
が知られている(田中ほか[18]、p.69)。

このように遺伝資源保存センターに保存される
遺伝資源の多様性が高いことで、目的とする遺伝
子を探し出しやすく、結果、育種目標を早期に達
成し、また、画期的な新品種が誕生する。以下で
は、小麦を対象に、農業生物資源ジーンバンクに
登録された品種の特性を整理し、わが国が保有す
る小麦遺伝資源の多様性について検討する。

2. 農業生物資源ジーンバンクにおける小麦登録数
の推移
農業生物資源ジーンバンクでは小麦について4

万件近いデータが登録されているが、同一品種名
(JP番号)による重複登録を排除すると14,149件と
なる注1)。うち、普通小麦(Triticum aestivum (L.) 
Thell.)に該当する13,215件を本研究の分析対象と
した注2)。

国内産・外国産別の小麦の累積導入数の推移を
図1に示す。日本における遺伝資源保全の取り組
みは、20世紀初めの組織的な近代育種における素
材確保に始まり、作物別の育種材料研究室の設
立、種子貯蔵施設の建設を経て、1985年開始の
ジーンバンク事業につながる(白田ほか[15])。1988
年には遺伝資源保存管理施設が建設され、各研究
室から、パスポートデータとともに種子が農業生
物資源ジーンバンクに移管され、それ以降、登録
品種数が急速に増加した。

2013年度登録品種までのデータを山本[20]にし
たがって2期に分け、白田[14]や農業生物資源研究
所における聞き取り調査をもとに、導入数の推移
をみたい。具体的には、生物多様性条約(CBD)が
採択された1992年(日本は同年6月に署名)までをⅠ
期(1983-1992年、山本[20]のⅡ期に該当)とし、そ
れ以降をⅡ期とする。

Ⅰ期は、遺伝資源は人類共有の財産であり、自
由な交換・利用が可能であった時代で、遺伝資源
の利用から生じる利益を提供者と配分する、とい
う利益配分と農民の権利が認められる1992年の生
物多様性条約採択へ至る期間である(山本[20])。国
内では1985年、農林水産省によりジーンバンク事
業が開始され、国内外の遺伝資源保全と利用を促
進する機関として、遺伝資源探索を含め種子保存
の体制整備が進んだ時期でもある(白田[14])。この
間、稲類、麦類、豆類を中心に、国内外で積極的
な探索・収集活動も行われたことから、国内産・
外国産ともに小麦の登録数も増加し保存点数は倍
増した(白田ほか [15]、pp.16-21)。

しかし、Ⅱ期に入ると、1992年に生物多様性条
約が採択されたことで遺伝資源の海外探索が難し
くなり、それまでに登録された保存種子の特性調
査に重点が置かれるようになった。ただし小麦に
ついては、CIMMYTから国際現地試験を兼ねた
導入が続き、生物多様性条約の採択前後でも外国
産の小麦の導入は継続している。しかしながら、
2006年には新規導入数は60まで減少、CIMMYT
からの導入も2008年の14を最後に途絶え、2012年
には国内産、外国産ともに0となり、今後は、農

業生物資源ジーンバンクにおける多様性拡大は望
めそうもない。

3. 遺伝資源の多様性
2013年までに登録された小麦品種について、産

地別の品種数を表1にまとめた。登録品種数
13,215のうち、外国産は11,540(87.3%)、国内産は
1,675(12.7%)であり、外国を原産地とする品種が
大半を占め、うち約6割が中南米(おもにCIMMYT) 
から導入された育成種である注3)。

次に、農業生物資源ジーンバンクでの調査対象
となる項目のうち、定量的に把握することが可能
な稈長、穂長、登熟期間について、原産地の国内
外別にまとめた（表2）注4)。遺伝資源の多様性を
表す指標としては、これまで、品種数のほか、表
現型を利用した指標、近縁係数や来歴から作成す
る潜在指数などが提案されている(Meng et al.[8]、
Smale et al.[16])。日本でも農林登録品種を対象に
近縁係数をもちいた指標(水田・吉田[9]、小林・
吉田[3])が提示されているが、農業生物資源ジー
ンバンク登録品種は来歴不明の在来種も含まれ、
近縁係数を計算することができない。そこで本稿
では、上記3つの項目別に変動係数を計算し、遺

伝的多様性の指標とする。
表2は、ジーンバンク事業開始年の1985年から

2012年までに登録された品種のうち、稈長、穂
長、登熟期間について、平均値、標準偏差、変動
係数を示したものである。観測値数は、外国産が
国内産に比べて多く、また、特性によっても異な
る。稈長、穂長、登熟期間のいずれにおいても、
海外産全体の変動係数は、国内産のそれを上回る
結果となった。 

外国産品種は全登録数11,540に占める在来種の
割合が9.8％で、その地理的収集範囲も広い。一
方、国内産品種は、登録品種数1,675（表1）のう
ち在来種が約2％と少数である。実需や一定の社
会需要に応えようと品種改良された育成種に比
べ、長い伝播の過程で様々な地に適応した在来種
は多様性が大きいとされることから(ラディジン
スキー[7]、p.130)、とりわけ外国産小麦の場合、
在来品種の多さが遺伝資源の多様性に貢献してい
るものと考えられる。

次に、稈長、穂長、登熟日数のそれぞれについ
て、度数分布を示した（図2～4）。いずれも、外
国産が分布する範囲は国内産のそれに比べて広
く、また、度数も外国産の方が多いことから、外
国産の多様性が国内産の多様性を上回る。また、

外国産は収集範囲が広いことや、在来種の割合が
高いことが、多様性の拡大に貢献していると考え
られる。よって、農業生物資源ジーンバンクにお
いても外国産品種の導入が、遺伝的多様性の拡大
に重要な役割を果たすといえる。

4. 特性調査の対象品種数推移
次に、登録品種に占める調査済み特性項目の推

移をみてみよう。表2の観測値数をみると、登録
された13,215の小麦品種のうち、その特性が明ら
かになっている品種は多くても4,887(稈長と穂長)
で、全登録数の半数にも満たないことが分かる。
農業生物資源研究所では、栽培した全ての品種に
ついて、全項目を調査することは難しく、必要に
応じて調査項目を追加する。図5は1次から3次の
特性別に、特性が調査された品種数の累積推移を
示したものである注5)。1次特性は、農業生物資源
ジーンバンクへの登録と同時に調査も行われるた
め、特性が確認された品種数の累積推移は登録数
と一致する。一方、2次項目について調査された
品種の数はそれよりも遅れて推移し、3次項目の
品質特性は現在でも全登録品種の3分の1程度しか
調査されていないことが分かる。

育種家にとって、特性が明らかでない品種を育
種にもちいることは難しく、特性に関するデータ

CIMMYTと各国の研究開発投資の関係につい
てまとめたTraxler and Pingali [19]によると、
CIMMYTが遺伝的多様性を高めるような品種を
各国の育種機関に提供することで、各国の研究開
発投資1単位当たりの効率性が改善することを示
した。国際研究機関は、広範囲に適応可能な品種
を提供し、各国はそれを基に自国の気候条件に適
した品種を効率的に作出することができるためで
ある。これを一国が保有する遺伝資源の多様性
と、それを利用する育種機関として捉えると、育
種機関が利用可能な遺伝的多様性が増すことによ
り(G→G’)、研究開発投資の追加的な投入による
限界収量が増加するよう、研究開発関数は上方向
へシフトする。結果として、研究開発に対する投
資効果が改善し、より収量の高い小麦品種が作出
されると考えてよかろう。

本稿における研究開発関数の推定では、育種成
果として品種iの施肥反応実験j注7)における単位面
積当たり収量(Yij)をとり、以下の両対数線形型の
研究開発関数モデルを推定する。遺伝的多様性の
指標として、農業生物資源ジーンバンクに登録さ
れた小麦品種の変動係数を用いる。具体的には、
各品種の交配年に利用可能であったすべての農業
生物資源ジーンバンク登録品種(小麦)について、
特性(稈長(GLi)、穂長(GEi)、登熟日数(GFi))別に、
登録年毎に累積して変動係数を求めた。例えば、

の蓄積と拡充は、既存の遺伝資源の有効活用を図
る上で解決されるべき課題の一つである。国外の
遺伝資源保存センターでも同様の課題に直面して
いるが、その原因についてKoo and Wright[6]は
次のようにまとめている。

遺伝資源保存センターは受け入れた品種につい
て、種子の更新をしながら、その特性をデータと
して蓄積する。一方、育種家からすると遺伝資源
保存センターに登録されている品種には特性の分
からないものが依然として多く、特性が明らかに
されたわずかな品種の中から適切な育種母材を見
つけることは困難である。したがって、育種家が
遺伝資源保存センターを積極的に利用するインセ
ンティブは弱く、センターとしても特性データの
整備を推進する必要性が薄れる、といった悪循環
に陥っている(Koo and Wright [6])。

図5に戻ろう。近年、品質に関わる3次特性につ
いて調査した品種の数が増えているが、これは、
育種目標が品質を重視する方向へシフトする中
（齋藤[13]）、登録品種を積極的に利用すること
で、そのシフトに対応しようとする動きとしてと
らえることができる注6)。遺伝資源の新規導入が望
めない現在、既存の登録品種の特性を明らかにす
ることは、遺伝資源の有効活用に向けた重要な課
題のひとつである。こうした中、次世代シーケン

サーの導入など、育種技術の進歩により、特性の
調査にかかる費用が大幅に低減することも予想さ
れ、今後はデータ蓄積も積極的に行われると期待
したい。

注１）小麦の種類別登録品種の内訳は、付表1を参
照されたい。

注２）重複登録の場合は、農業生物資源ジーンバン
クに初めて登録された年を登録年とし、特性調
査の結果については、調査最新年のものを採用
した。

注3）CIMMYTの国際分業体制については、
Traxler and Pingali [19]を参照のこと。

注４）他の調査項目は、多少や強弱、具体的な形状
で表示され定量的な把握は難しい。

注５）ここでは複数ある調査項目のうち、ひとつでも
調査されれば当該品種は調査済みとした。ただ
し表2でも示されているように、稈長や穂長と
いった基礎的な特性であっても調査された品
種は登録されたものの半数にも満たず、農業生
物資源ジーンバンク登録品種の特性調査が未
だ不十分であることが分かる。

注６）国内産の地方系統など育成品種は、育成地で
品質特性が調査され、それらのデータとともに
登録される場合も相当数ある。

Ⅲ. 研究開発関数の推定

前節では、農業生物資源ジーンバンクに登録さ
れた小麦について、特性別にその多様性を表す指
標を求めた。本節では、そのデータを利用して研
究開発関数を推定し、遺伝資源の多様性が育種成
果に及ぼす影響を定量的に把握する。研究開発関
数は小麦の収量(Y)を、小麦育種に関わる研究開
発投資(RD)と、小麦品種の遺伝的多様性(G)の関
数Y(RD, G)として表したものである（図6）。

品種iの交配年が2000年の場合、稈長、穂長、登
熟日数の各変動係数は、2000年を含むそれまでの
全ての（農業生物資源ジーンバンクの）登録品種
から求める。これを、育種家が交配計画を策定し
た時点で利用可能であった小麦遺伝資源の多様性
指標とし、数値に表すことで、研究開発の効率性
への影響を分析する。本分析では、研究開発投資
(RD)を研究員延べ人数(SYi , Scientist Year)で表す
こととし、それぞれの変動係数との交差項として
導入する。係数が正で有意であれば、研究開発投
資が一定のとき、交配年の変動係数が高いほど、
すなわち、育種家が利用可能な遺伝資源の多様性
が高いほど、より効率的に品種改良目標に到達す
ることを示す。

交差項以外の説明変数として、品種iの施肥反
応実験ｊにおける単位面積当たり窒素施肥量
(Nij)、秋播き品種との単収の差を考慮した春播き
品種ダミー(DSi)、育種に要した年数として、登
録年から交配年を引いた懐妊期間(Li)を推定式に
導入した。通常、研究開発投資の後、その成果の
結実には時間を要することから、技術知識ストッ
クの推計には、懐妊期間と呼ばれるタイムラグを
考慮する。本分析では、品種登録までに要した年
数を懐妊期間(Li)として導入した。εijは誤差項で
ある。

遺伝的多様性指標以外の変数は、交配年が1983
～2000年で、かつ品種登録済みの24品種を対象と
して、値は各品種の「小麦新品種決定に関する参
考成績書」記載のデータを利用した。表3は、以
上のとおり推計した被説明変数および説明変数
データである。研究開発関数モデルを最小2乗法
により推定した結果を表4に示す。

推定の結果、研究員延べ人数は正で有意とな
り、研究開発関数として定義できる。また、単位
当たり収量に及ぼす窒素施肥も正で有意に確認で
きた。ただし、懐妊期間として定義した登録に要
した年数は、有意な結果とはならなかった。

次に、研究員延べ人数との交差項は、稈長およ
び穂長の変動係数が正で有意な結果となった。す
なわち、研究員延べ人数を一定とし、遺伝的基盤
の多様性を高めることで、研究開発投資の効率性
が上昇し、収量の向上が促されることがわかる。

分析対象となった農林登録品種は、母本となる
育種材料を必ずしも農業生物資源ジーンバンクか
らえているとは限らないが、交配時に育種家が利
用可能な母材の遺伝的多様性が高いほど、選抜さ
れた品種は育種目標に近づくと結論できる。

本分析では、上述した3つの特性からえた変動
係数を遺伝的多様性の指標として捉え、多様性拡
大が研究開発投資の効率性を改善するのか分析し
た。育種母材の多様性拡大は研究開発の成果をよ
り効率的に達成することから、遺伝的多様性を高
く維持することが今後の小麦育種にとっても重要
な要素となる。

今回の分析は、データの利用可能性から品種数
が限られており、育種成果には収量のみを扱っ
た。育種成果に品質項目を取り入れることで、品
質データ蓄積の効果についても分析する必要があ
ることを指摘しておきたい。

注７）窒素施肥量Nijは、各品種の「小麦新品種決定
に関する参考成績書」の生育概況・耕種概要か
ら得た。基肥と追肥を合わせた施肥量である。
栽培実験では、収量に対する施肥反応を分析
するため、品種ごとに少肥、多肥など、異なる施
肥量毎に単位面積当たりの収量を得ている。

Ⅳ.　育種家へのアンケート調査

前節では、遺伝的基盤の多様性維持・拡大が、
研究開発の効率性を左右することが示され、その
重要性が明らかとなった。本節では、遺伝的基盤
の維持・拡大の可能性について、育種家へのアン
ケート結果から明らかにしていく。

近年、科学の経済学を中心に、研究者のもつ無
形知識を、有形化・明文化する試みが進んでいる
(ステファン [17])。サイエンスリンケージと呼ば
れる指標(文部科学省 [5])もそのひとつで、特許と
いう有形財を生み出すのに要した無形知識を、特
許に記載される科学論文から計測することで、特
許の生産に必要な投入要素としての無形知識を明
確に捉えようとする試みである注8)。無形知識を明
示的に考慮することで、技術革新がどういった経

路で進むのか、またその経路の中で技術革新の妨
げとなるものは何かを明らかにすることができ、
技術革新を促す上でより有効な政策の立案に寄与
する。

前節で提示した研究開発関数に当てはめて考え
ると、交配の際に候補となる母材をどのように選
択するか、適切な母本にどのようにたどり着くの
か、を育種家の無形知識とみなすことができる。
ただし、そうした無形知識を把握することは困難
なため、Ⅲ節ではそれを明示的に考慮せず研究開
発関数の推定を行った。これを補う目的で、育種
家が実際どのような経路で育種母材を入手してい
るのか、アンケート調査を行った。

アンケートでは、遺伝資源の照会先として重視
する機関について、国内外の遺伝資源保存セン
ター、国内外の研究機関や学会、研究者同士のつ
ながりの7つの選択肢から重要と思われる上位3項
目をあげてもらった。2016年7月から8月にかけ
て、グルテン研究会注9)を通してアンケートに対す
る回答を依頼したところ、国の研究機関から12
人、都道府県の育種担当者から8人、大学その他
から5人、合計25人の回答があった。

その結果を表5にまとめた。国内の遺伝資源保
存センターについては、いずれの研究機関におい

ても、今後も照会先として重要であると認識され
ていることがわかる。また、外国の遺伝資源保存
センターについても、特に多くの育種家を抱える
国や都道府県の研究機関では、上位にあげられて
いる。

アンケートでは、国外からの遺伝資源導入の現
状についても尋ねたが、国と都道府県の育種家20
人中13人が、国外からの遺伝資源導入が難しく
なっている(ほか、2名が難しくなっているとは思
わない、5名が分らない)と回答している。その要
因として、(1)生物多様性条約の批准や資源国の権
利意識の高まりと利益配分への期待、(2)民間企業
の参入による知財意識の高まりといった国際環境
の変化のほか、(3)所属機関における手続きが未整
備であること、具体的には植物検疫での手続きの
煩雑さとトラブル、仮にMTA(素材移転契約)注10)

の下で譲渡されても、権利や利益配分を求められ
ることなどをあげている。このことからも、従来
のような研究者間の自由なやりとりでの譲渡・導
入が認められない中、近年、遺伝資源の譲渡手続
きが煩雑になり、取引費用が高まっていることが
分かる。

一方で、育種家は多様化・細分化していく消費
者や実需者の要望に応えていかなければならな
い。例えば、新品種の導入を地域農業や地域経済
を活性化させる材料と位置づける動きや(後藤 
[1])、国内産小麦への根強い消費者需要(Saito and 
Saito[13])への対応が求められるほか、用途も麺用
に限らず、冷凍向けのパン用小麦やドライパスタ
用デュラム小麦など、国外の遺伝資源なくしては
作出できない用途へも育種目標が拡大している
（表6）。

育種家にとって、譲渡の際の取引費用の増大
は、研究における非効率化につながる。遺伝資源
へのアクセスが厳格化する国際環境の中で、今
後、更に多様化・細分化していく消費者や実需者
の要望に対応するためには、個々の育種家や育種

機関が実施している譲渡手続きを一元化するな
ど、遺伝資源導入における取引費用の軽減に務め
ることが育種効率向上のためにも重要である。

注８）農業分野では、近藤・高山・長南[4]が、無形知
識としての施肥技術指数を論文数から作成し、
農業生産への貢献を評価している。

注９）グルテン研究会は、おもに小麦の品質問題改
善を目指して2010年に立ち上げられた研究会
で、育種家のほか、製粉、製パンなどの流通・
加工に携わる研究者が参画し、2016年5月時点
で321名が登録される。本調査ではグルテン研
究会からメール送信後、道府県の6つの研究機
関のほか、北海道、東北、近中四、九州沖縄の
農業研究センター、作物研究所、ホクレン農業
総合研究所についても、個別に回答を依頼し
た。グルテン研究会世話人によれば、12の機関
にそれぞれ1～3名程度が育種担当として所属す
ることから、現在、小麦育種の交配計画に関わ
る育種家は、あわせて30～35人である。

注10）素材の国際移転に際し、提供側と利用者側が
移転前に相互に合意する条件などを定めたもの
で、利益配分を定めたボンガイドライン（生物
多様性条約）に基準が示されている。

Ⅴ. まとめ

本稿では、遺伝資源の多様性が農業に与える影
響について、品種改良の効率性の観点から分析し
た。農業生物資源ジーンバンクのデータをもと
に、登録された小麦遺伝的基盤の多様性を指数と
してまとめ、多様性と品種改良の効率性について
回帰分析を行った。その結果、遺伝資源の多様性
が増すことで、日本の小麦育種の効率性が改善し
てきたことが示された。また、育種家へのアン
ケート調査結果から、育種母材の入手先としての
遺伝資源保存センターの重要性も確認された。

しかしながら、生物多様性条約の締結など、遺
伝資源保有国の権利意識の向上に伴い、遺伝資源
保存センターへの新規導入品種の数は減少の一途

をたどり、今後の多様性拡大が期待できる状況で
はない。実際、アンケートでも、海外の遺伝資源
の導入にかかる取引費用の増大が指摘されてい
る。

国産小麦による様々な小麦粉製品の供給が期待
され、それに伴う地域農業の活性化を図る上で、
継続的な遺伝資源の導入は必要不可欠である。分
析の中で指摘されたように、農業生物資源ジーン
バンクにはその特性が明らかにされていない品種
も多く存在する。遺伝資源の有効活用のために
も、そうした品種の特性調査を充実し、育種家の
利用に供試することが求められる。あわせて、国
外遺伝資源へのアクセスを確実に確保できるよう
素材移転契約(MTA)や共同研究体制の整備な
ど、研究インフラの整備も重要な課題である。

[付記]　本編は、日本学術振興会科学研究費補
助金・基盤(C)（24580311）による研究成果の一
部である。
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Ⅰ. はじめに

農業生産の量的・質的拡大に品種改良が大きな
役割を果たしてきたことは言うまでもない。品種
改良では望ましい形質をもつ複数の個体を交配す
ることから、そうした形質を有する個体、すなわ
ち遺伝資源の利用可能性が、その効率性を大きく
左右する。そのため、現在、世界各地で遺伝資源
の探査収集・保存が活発に行われている。一方、
人類の活動範囲の地理的拡大は、生物多様性の喪
失をもたらすと危惧され、その維持や保全に向け
た取り組みが世界的に広がっている。例えば、一
定の生態系を保全することで固有種や絶滅危惧種
の保護に努める生息域内保全(in s i tuまたは
on-site conservation)は、国の内外を問わず幅広
く行われている。経済学分野においても、生物多

様性の喪失による経済的影響の分析や、維持・保
全へ向けた政策提言など、近年、その研究成果が
急速に増加している(吉田 [21]、大沼 [10])。

このようにバイオ関連分野では、有用な遺伝資
源の発見が経済的に大きな利潤につながるため、
遺伝資源を多く有する資源国は、他国からのアク
セスを制限するなどその主権を強めることで、得
られる利益配分を求めてきた。1992年に締結され
た生物多様性条約でも、こうした資源国の権利が
利益配分として配慮されている。

一方、資源国の多くが発展途上国であることか
ら、遺伝資源の円滑な取引によって実現される品
種改良の成果は、農業の生産性向上を通して、急
速な人口増大と食料危機に苦しむ資源国に還元さ
れるため、遺伝資源利用を積極的に進めるべきと
する意見もみられる(例えばWright [22]など)。ま

た、資源国への過剰な権利付与による技術知識の
過少利用は、技術応用におけるアンチコモンズの
悲劇(Heller and Eisenberg [2])の一例としてとら
えられ、資源の利用国である先進国の研究開発に
悪影響をもたらすと危惧される。このような問題
提起がなされるものの、遺伝資源に対する資源国
と利用国の間の権利関係が大きく変化しない限
り、今後は、従来のような自由な育種材料の譲渡
は望めない。したがって、資源利用国は遺伝資源
に対する資源国の主権を認めつつ、今ある遺伝資
源の効率的な利用を促進していくことが求められ
る。

本稿では、遺伝資源の利用に関わるこうした問
題について、日本の小麦育種を事例にその課題を
検討する。小麦の在来種に乏しい日本では、もと
もと遺伝資源の多様性が低く、「ゆめちから」や
「ハルユタカ」、もち性小麦の作出にみられるよ
うに、画期的な小麦を作出するためには海外から
の遺伝資源の導入が欠かせない。パン用、菓子
用、パスタ用と消費者の需要がますます多様化す
る中、海外遺伝資源の重要性もさらに高まると予
想される。その一方で、遺伝資源へのアクセスが
制限され、譲渡においては手続きが煩雑化してい
ることは小麦も例外ではない。

こうした背景のもと、海外遺伝資源の取引費用
上昇が我が国の小麦育種に及ぼす影響を考察す
る。まず、農業生物資源ジーンバンクのデータを
もとに、我が国における小麦の遺伝資源の蓄積に
ついて時系列的にまとめる。

農業生物資源研究所に設置されている種子保存
庫をはじめ、遺伝資源の最終保存地として、遺伝
資源保存センターが設置されている(田中・鳥
山・芦澤[18]、pp.25-56.)。これらは生息域内保全
に対し、域外保全(ex situ)と呼ばれ、その維持費
用と価値評価について、議論されてきた。おもな
論点は、品種育成に供試された種子と育種成果の
関連を追跡し難いため、育種成果からみた種子保

存の価値を評価し難いこと、すなわちオプション
価値として定義される将来世代の需要を明示的に
示せないことがあげられる(Pardy et al. [11])。本
稿では、域外保全の重要性を育種成果から推測
し、取引費用の上昇からその導入が困難になりつ
つある現状を踏まえ、今後の小麦育種への影響に
ついて考察する。

遺伝資源保存センターは、世界各所に設立され
ているが、我が国でも1985年に農林水産省によっ
てジーンバンク事業が開始され、原産地や育成地
から採集される植物・作物を、採集地点の環境条
件などの情報とともに導入・保存する施設として
設置された。作物ごとに保存センターを持ち、植
物分類学にもとづいて同定、評価され、様々な特
性調査がパスポートデータとして整理、蓄積され
ている (田中ほか[18])。

本稿では、農業生物資源ジーンバンクに登録さ
れた小麦品種の特性に関するデータをもとに、遺
伝資源の多様性を一つの指数としてまとめる。そ
うして得られた多様性指数と品種改良の効率性の
関係を研究開発関数とし回帰分析により明らかに
することで、遺伝資源の多様性を高めることの重
要性について検討する。その上で、育種家に対し
てアンケート調査を実施し、多様化・細分化する
小麦への需要に対応する上で、我が国のジーンバ
ンク事業がどのような貢献をしてきたのか、ま
た、遺伝資源にアクセスする際、どのような課題
に直面しているのかといった問いについて育種家
の意見を整理することで、小麦の遺伝資源の維
持・拡大に必要な政策的課題を提言する。

本論文の構成は以下の通りである。第2節では
我が国のジーンバンク事業について説明し、小麦
の遺伝資源の蓄積がどのように進んできたのか定
量的に把握する。第3節では遺伝資源の多様性が
小麦育種の効率性に及ぼす影響について研究開発
関数の推計結果をもとに検討する。第4節では育
種家へのアンケート調査の結果を示し、育種にお

ける遺伝資源保存センターの重要性や海外の遺伝
資源にアクセスする際の課題について整理する。
第5節で結論とする．

Ⅱ. 農業生物資源ジーンバンクにおける小
麦遺伝資源の蓄積

1. ジーンバンク事業
農業生物資源ジーンバンクでは、種子更新とと

もに、作物に関する様々な特性データを評価・収
集している(田中ほか[18])。調査項目は、稈長や穂
長など植物の生態に関わる1次特性、脱粒性や耐
病性など収量に関係する2次特性、蛋白質含有率
や色相など品質に関わる3次特性に分かれる。具
体的な調査項目数(必須項目と選択項目を含む)
は、1次が28項目、2次が18項目、3次が19項目に
及ぶ。

農業生物資源ジーンバンクは小麦の新品種作出
に対して多大な貢献をしてきた。例えばモチ性小
麦は、農業生物資源ジーンバンクから供試された
1,960品種のなかから、もち性遺伝子をもつ中国
の在来品種(白火)がみつかったことで作出された
(白田ほか[15]、白田[14])。また、ハルユタカは、
農林10号など日本由来の半矮性遺伝子の国際トウ
モロコシ・小麦改良センター(以下、CIMMYT)か
らの逆輸入により、大幅な収量増加となったこと
が知られている(田中ほか[18]、p.69)。

このように遺伝資源保存センターに保存される
遺伝資源の多様性が高いことで、目的とする遺伝
子を探し出しやすく、結果、育種目標を早期に達
成し、また、画期的な新品種が誕生する。以下で
は、小麦を対象に、農業生物資源ジーンバンクに
登録された品種の特性を整理し、わが国が保有す
る小麦遺伝資源の多様性について検討する。

2. 農業生物資源ジーンバンクにおける小麦登録数
の推移
農業生物資源ジーンバンクでは小麦について4

万件近いデータが登録されているが、同一品種名
(JP番号)による重複登録を排除すると14,149件と
なる注1)。うち、普通小麦(Triticum aestivum (L.) 
Thell.)に該当する13,215件を本研究の分析対象と
した注2)。

国内産・外国産別の小麦の累積導入数の推移を
図1に示す。日本における遺伝資源保全の取り組
みは、20世紀初めの組織的な近代育種における素
材確保に始まり、作物別の育種材料研究室の設
立、種子貯蔵施設の建設を経て、1985年開始の
ジーンバンク事業につながる(白田ほか[15])。1988
年には遺伝資源保存管理施設が建設され、各研究
室から、パスポートデータとともに種子が農業生
物資源ジーンバンクに移管され、それ以降、登録
品種数が急速に増加した。

2013年度登録品種までのデータを山本[20]にし
たがって2期に分け、白田[14]や農業生物資源研究
所における聞き取り調査をもとに、導入数の推移
をみたい。具体的には、生物多様性条約(CBD)が
採択された1992年(日本は同年6月に署名)までをⅠ
期(1983-1992年、山本[20]のⅡ期に該当)とし、そ
れ以降をⅡ期とする。

Ⅰ期は、遺伝資源は人類共有の財産であり、自
由な交換・利用が可能であった時代で、遺伝資源
の利用から生じる利益を提供者と配分する、とい
う利益配分と農民の権利が認められる1992年の生
物多様性条約採択へ至る期間である(山本[20])。国
内では1985年、農林水産省によりジーンバンク事
業が開始され、国内外の遺伝資源保全と利用を促
進する機関として、遺伝資源探索を含め種子保存
の体制整備が進んだ時期でもある(白田[14])。この
間、稲類、麦類、豆類を中心に、国内外で積極的
な探索・収集活動も行われたことから、国内産・
外国産ともに小麦の登録数も増加し保存点数は倍
増した(白田ほか [15]、pp.16-21)。

しかし、Ⅱ期に入ると、1992年に生物多様性条
約が採択されたことで遺伝資源の海外探索が難し
くなり、それまでに登録された保存種子の特性調
査に重点が置かれるようになった。ただし小麦に
ついては、CIMMYTから国際現地試験を兼ねた
導入が続き、生物多様性条約の採択前後でも外国
産の小麦の導入は継続している。しかしながら、
2006年には新規導入数は60まで減少、CIMMYT
からの導入も2008年の14を最後に途絶え、2012年
には国内産、外国産ともに0となり、今後は、農

業生物資源ジーンバンクにおける多様性拡大は望
めそうもない。

3. 遺伝資源の多様性
2013年までに登録された小麦品種について、産

地別の品種数を表1にまとめた。登録品種数
13,215のうち、外国産は11,540(87.3%)、国内産は
1,675(12.7%)であり、外国を原産地とする品種が
大半を占め、うち約6割が中南米(おもにCIMMYT) 
から導入された育成種である注3)。

次に、農業生物資源ジーンバンクでの調査対象
となる項目のうち、定量的に把握することが可能
な稈長、穂長、登熟期間について、原産地の国内
外別にまとめた（表2）注4)。遺伝資源の多様性を
表す指標としては、これまで、品種数のほか、表
現型を利用した指標、近縁係数や来歴から作成す
る潜在指数などが提案されている(Meng et al.[8]、
Smale et al.[16])。日本でも農林登録品種を対象に
近縁係数をもちいた指標(水田・吉田[9]、小林・
吉田[3])が提示されているが、農業生物資源ジー
ンバンク登録品種は来歴不明の在来種も含まれ、
近縁係数を計算することができない。そこで本稿
では、上記3つの項目別に変動係数を計算し、遺

伝的多様性の指標とする。
表2は、ジーンバンク事業開始年の1985年から

2012年までに登録された品種のうち、稈長、穂
長、登熟期間について、平均値、標準偏差、変動
係数を示したものである。観測値数は、外国産が
国内産に比べて多く、また、特性によっても異な
る。稈長、穂長、登熟期間のいずれにおいても、
海外産全体の変動係数は、国内産のそれを上回る
結果となった。 

外国産品種は全登録数11,540に占める在来種の
割合が9.8％で、その地理的収集範囲も広い。一
方、国内産品種は、登録品種数1,675（表1）のう
ち在来種が約2％と少数である。実需や一定の社
会需要に応えようと品種改良された育成種に比
べ、長い伝播の過程で様々な地に適応した在来種
は多様性が大きいとされることから(ラディジン
スキー[7]、p.130)、とりわけ外国産小麦の場合、
在来品種の多さが遺伝資源の多様性に貢献してい
るものと考えられる。

次に、稈長、穂長、登熟日数のそれぞれについ
て、度数分布を示した（図2～4）。いずれも、外
国産が分布する範囲は国内産のそれに比べて広
く、また、度数も外国産の方が多いことから、外
国産の多様性が国内産の多様性を上回る。また、

外国産は収集範囲が広いことや、在来種の割合が
高いことが、多様性の拡大に貢献していると考え
られる。よって、農業生物資源ジーンバンクにお
いても外国産品種の導入が、遺伝的多様性の拡大
に重要な役割を果たすといえる。

4. 特性調査の対象品種数推移
次に、登録品種に占める調査済み特性項目の推

移をみてみよう。表2の観測値数をみると、登録
された13,215の小麦品種のうち、その特性が明ら
かになっている品種は多くても4,887(稈長と穂長)
で、全登録数の半数にも満たないことが分かる。
農業生物資源研究所では、栽培した全ての品種に
ついて、全項目を調査することは難しく、必要に
応じて調査項目を追加する。図5は1次から3次の
特性別に、特性が調査された品種数の累積推移を
示したものである注5)。1次特性は、農業生物資源
ジーンバンクへの登録と同時に調査も行われるた
め、特性が確認された品種数の累積推移は登録数
と一致する。一方、2次項目について調査された
品種の数はそれよりも遅れて推移し、3次項目の
品質特性は現在でも全登録品種の3分の1程度しか
調査されていないことが分かる。

育種家にとって、特性が明らかでない品種を育
種にもちいることは難しく、特性に関するデータ

CIMMYTと各国の研究開発投資の関係につい
てまとめたTraxler and Pingali [19]によると、
CIMMYTが遺伝的多様性を高めるような品種を
各国の育種機関に提供することで、各国の研究開
発投資1単位当たりの効率性が改善することを示
した。国際研究機関は、広範囲に適応可能な品種
を提供し、各国はそれを基に自国の気候条件に適
した品種を効率的に作出することができるためで
ある。これを一国が保有する遺伝資源の多様性
と、それを利用する育種機関として捉えると、育
種機関が利用可能な遺伝的多様性が増すことによ
り(G→G’)、研究開発投資の追加的な投入による
限界収量が増加するよう、研究開発関数は上方向
へシフトする。結果として、研究開発に対する投
資効果が改善し、より収量の高い小麦品種が作出
されると考えてよかろう。

本稿における研究開発関数の推定では、育種成
果として品種iの施肥反応実験j注7)における単位面
積当たり収量(Yij)をとり、以下の両対数線形型の
研究開発関数モデルを推定する。遺伝的多様性の
指標として、農業生物資源ジーンバンクに登録さ
れた小麦品種の変動係数を用いる。具体的には、
各品種の交配年に利用可能であったすべての農業
生物資源ジーンバンク登録品種(小麦)について、
特性(稈長(GLi)、穂長(GEi)、登熟日数(GFi))別に、
登録年毎に累積して変動係数を求めた。例えば、
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の蓄積と拡充は、既存の遺伝資源の有効活用を図
る上で解決されるべき課題の一つである。国外の
遺伝資源保存センターでも同様の課題に直面して
いるが、その原因についてKoo and Wright[6]は
次のようにまとめている。

遺伝資源保存センターは受け入れた品種につい
て、種子の更新をしながら、その特性をデータと
して蓄積する。一方、育種家からすると遺伝資源
保存センターに登録されている品種には特性の分
からないものが依然として多く、特性が明らかに
されたわずかな品種の中から適切な育種母材を見
つけることは困難である。したがって、育種家が
遺伝資源保存センターを積極的に利用するインセ
ンティブは弱く、センターとしても特性データの
整備を推進する必要性が薄れる、といった悪循環
に陥っている(Koo and Wright [6])。

図5に戻ろう。近年、品質に関わる3次特性につ
いて調査した品種の数が増えているが、これは、
育種目標が品質を重視する方向へシフトする中
（齋藤[13]）、登録品種を積極的に利用すること
で、そのシフトに対応しようとする動きとしてと
らえることができる注6)。遺伝資源の新規導入が望
めない現在、既存の登録品種の特性を明らかにす
ることは、遺伝資源の有効活用に向けた重要な課
題のひとつである。こうした中、次世代シーケン

サーの導入など、育種技術の進歩により、特性の
調査にかかる費用が大幅に低減することも予想さ
れ、今後はデータ蓄積も積極的に行われると期待
したい。

注１）小麦の種類別登録品種の内訳は、付表1を参
照されたい。

注２）重複登録の場合は、農業生物資源ジーンバン
クに初めて登録された年を登録年とし、特性調
査の結果については、調査最新年のものを採用
した。

注3）CIMMYTの国際分業体制については、
Traxler and Pingali [19]を参照のこと。

注４）他の調査項目は、多少や強弱、具体的な形状
で表示され定量的な把握は難しい。

注５）ここでは複数ある調査項目のうち、ひとつでも
調査されれば当該品種は調査済みとした。ただ
し表2でも示されているように、稈長や穂長と
いった基礎的な特性であっても調査された品
種は登録されたものの半数にも満たず、農業生
物資源ジーンバンク登録品種の特性調査が未
だ不十分であることが分かる。

注６）国内産の地方系統など育成品種は、育成地で
品質特性が調査され、それらのデータとともに
登録される場合も相当数ある。

Ⅲ. 研究開発関数の推定

前節では、農業生物資源ジーンバンクに登録さ
れた小麦について、特性別にその多様性を表す指
標を求めた。本節では、そのデータを利用して研
究開発関数を推定し、遺伝資源の多様性が育種成
果に及ぼす影響を定量的に把握する。研究開発関
数は小麦の収量(Y)を、小麦育種に関わる研究開
発投資(RD)と、小麦品種の遺伝的多様性(G)の関
数Y(RD, G)として表したものである（図6）。

品種iの交配年が2000年の場合、稈長、穂長、登
熟日数の各変動係数は、2000年を含むそれまでの
全ての（農業生物資源ジーンバンクの）登録品種
から求める。これを、育種家が交配計画を策定し
た時点で利用可能であった小麦遺伝資源の多様性
指標とし、数値に表すことで、研究開発の効率性
への影響を分析する。本分析では、研究開発投資
(RD)を研究員延べ人数(SYi , Scientist Year)で表す
こととし、それぞれの変動係数との交差項として
導入する。係数が正で有意であれば、研究開発投
資が一定のとき、交配年の変動係数が高いほど、
すなわち、育種家が利用可能な遺伝資源の多様性
が高いほど、より効率的に品種改良目標に到達す
ることを示す。

交差項以外の説明変数として、品種iの施肥反
応実験ｊにおける単位面積当たり窒素施肥量
(Nij)、秋播き品種との単収の差を考慮した春播き
品種ダミー(DSi)、育種に要した年数として、登
録年から交配年を引いた懐妊期間(Li)を推定式に
導入した。通常、研究開発投資の後、その成果の
結実には時間を要することから、技術知識ストッ
クの推計には、懐妊期間と呼ばれるタイムラグを
考慮する。本分析では、品種登録までに要した年
数を懐妊期間(Li)として導入した。εijは誤差項で
ある。

遺伝的多様性指標以外の変数は、交配年が1983
～2000年で、かつ品種登録済みの24品種を対象と
して、値は各品種の「小麦新品種決定に関する参
考成績書」記載のデータを利用した。表3は、以
上のとおり推計した被説明変数および説明変数
データである。研究開発関数モデルを最小2乗法
により推定した結果を表4に示す。

推定の結果、研究員延べ人数は正で有意とな
り、研究開発関数として定義できる。また、単位
当たり収量に及ぼす窒素施肥も正で有意に確認で
きた。ただし、懐妊期間として定義した登録に要
した年数は、有意な結果とはならなかった。

次に、研究員延べ人数との交差項は、稈長およ
び穂長の変動係数が正で有意な結果となった。す
なわち、研究員延べ人数を一定とし、遺伝的基盤
の多様性を高めることで、研究開発投資の効率性
が上昇し、収量の向上が促されることがわかる。

分析対象となった農林登録品種は、母本となる
育種材料を必ずしも農業生物資源ジーンバンクか
らえているとは限らないが、交配時に育種家が利
用可能な母材の遺伝的多様性が高いほど、選抜さ
れた品種は育種目標に近づくと結論できる。

本分析では、上述した3つの特性からえた変動
係数を遺伝的多様性の指標として捉え、多様性拡
大が研究開発投資の効率性を改善するのか分析し
た。育種母材の多様性拡大は研究開発の成果をよ
り効率的に達成することから、遺伝的多様性を高
く維持することが今後の小麦育種にとっても重要
な要素となる。

今回の分析は、データの利用可能性から品種数
が限られており、育種成果には収量のみを扱っ
た。育種成果に品質項目を取り入れることで、品
質データ蓄積の効果についても分析する必要があ
ることを指摘しておきたい。

注７）窒素施肥量Nijは、各品種の「小麦新品種決定
に関する参考成績書」の生育概況・耕種概要か
ら得た。基肥と追肥を合わせた施肥量である。
栽培実験では、収量に対する施肥反応を分析
するため、品種ごとに少肥、多肥など、異なる施
肥量毎に単位面積当たりの収量を得ている。

Ⅳ.　育種家へのアンケート調査

前節では、遺伝的基盤の多様性維持・拡大が、
研究開発の効率性を左右することが示され、その
重要性が明らかとなった。本節では、遺伝的基盤
の維持・拡大の可能性について、育種家へのアン
ケート結果から明らかにしていく。

近年、科学の経済学を中心に、研究者のもつ無
形知識を、有形化・明文化する試みが進んでいる
(ステファン [17])。サイエンスリンケージと呼ば
れる指標(文部科学省 [5])もそのひとつで、特許と
いう有形財を生み出すのに要した無形知識を、特
許に記載される科学論文から計測することで、特
許の生産に必要な投入要素としての無形知識を明
確に捉えようとする試みである注8)。無形知識を明
示的に考慮することで、技術革新がどういった経

路で進むのか、またその経路の中で技術革新の妨
げとなるものは何かを明らかにすることができ、
技術革新を促す上でより有効な政策の立案に寄与
する。

前節で提示した研究開発関数に当てはめて考え
ると、交配の際に候補となる母材をどのように選
択するか、適切な母本にどのようにたどり着くの
か、を育種家の無形知識とみなすことができる。
ただし、そうした無形知識を把握することは困難
なため、Ⅲ節ではそれを明示的に考慮せず研究開
発関数の推定を行った。これを補う目的で、育種
家が実際どのような経路で育種母材を入手してい
るのか、アンケート調査を行った。

アンケートでは、遺伝資源の照会先として重視
する機関について、国内外の遺伝資源保存セン
ター、国内外の研究機関や学会、研究者同士のつ
ながりの7つの選択肢から重要と思われる上位3項
目をあげてもらった。2016年7月から8月にかけ
て、グルテン研究会注9)を通してアンケートに対す
る回答を依頼したところ、国の研究機関から12
人、都道府県の育種担当者から8人、大学その他
から5人、合計25人の回答があった。

その結果を表5にまとめた。国内の遺伝資源保
存センターについては、いずれの研究機関におい

ても、今後も照会先として重要であると認識され
ていることがわかる。また、外国の遺伝資源保存
センターについても、特に多くの育種家を抱える
国や都道府県の研究機関では、上位にあげられて
いる。

アンケートでは、国外からの遺伝資源導入の現
状についても尋ねたが、国と都道府県の育種家20
人中13人が、国外からの遺伝資源導入が難しく
なっている(ほか、2名が難しくなっているとは思
わない、5名が分らない)と回答している。その要
因として、(1)生物多様性条約の批准や資源国の権
利意識の高まりと利益配分への期待、(2)民間企業
の参入による知財意識の高まりといった国際環境
の変化のほか、(3)所属機関における手続きが未整
備であること、具体的には植物検疫での手続きの
煩雑さとトラブル、仮にMTA(素材移転契約)注10)

の下で譲渡されても、権利や利益配分を求められ
ることなどをあげている。このことからも、従来
のような研究者間の自由なやりとりでの譲渡・導
入が認められない中、近年、遺伝資源の譲渡手続
きが煩雑になり、取引費用が高まっていることが
分かる。

一方で、育種家は多様化・細分化していく消費
者や実需者の要望に応えていかなければならな
い。例えば、新品種の導入を地域農業や地域経済
を活性化させる材料と位置づける動きや(後藤 
[1])、国内産小麦への根強い消費者需要(Saito and 
Saito[13])への対応が求められるほか、用途も麺用
に限らず、冷凍向けのパン用小麦やドライパスタ
用デュラム小麦など、国外の遺伝資源なくしては
作出できない用途へも育種目標が拡大している
（表6）。

育種家にとって、譲渡の際の取引費用の増大
は、研究における非効率化につながる。遺伝資源
へのアクセスが厳格化する国際環境の中で、今
後、更に多様化・細分化していく消費者や実需者
の要望に対応するためには、個々の育種家や育種

機関が実施している譲渡手続きを一元化するな
ど、遺伝資源導入における取引費用の軽減に務め
ることが育種効率向上のためにも重要である。

注８）農業分野では、近藤・高山・長南[4]が、無形知
識としての施肥技術指数を論文数から作成し、
農業生産への貢献を評価している。

注９）グルテン研究会は、おもに小麦の品質問題改
善を目指して2010年に立ち上げられた研究会
で、育種家のほか、製粉、製パンなどの流通・
加工に携わる研究者が参画し、2016年5月時点
で321名が登録される。本調査ではグルテン研
究会からメール送信後、道府県の6つの研究機
関のほか、北海道、東北、近中四、九州沖縄の
農業研究センター、作物研究所、ホクレン農業
総合研究所についても、個別に回答を依頼し
た。グルテン研究会世話人によれば、12の機関
にそれぞれ1～3名程度が育種担当として所属す
ることから、現在、小麦育種の交配計画に関わ
る育種家は、あわせて30～35人である。

注10）素材の国際移転に際し、提供側と利用者側が
移転前に相互に合意する条件などを定めたもの
で、利益配分を定めたボンガイドライン（生物
多様性条約）に基準が示されている。

Ⅴ. まとめ

本稿では、遺伝資源の多様性が農業に与える影
響について、品種改良の効率性の観点から分析し
た。農業生物資源ジーンバンクのデータをもと
に、登録された小麦遺伝的基盤の多様性を指数と
してまとめ、多様性と品種改良の効率性について
回帰分析を行った。その結果、遺伝資源の多様性
が増すことで、日本の小麦育種の効率性が改善し
てきたことが示された。また、育種家へのアン
ケート調査結果から、育種母材の入手先としての
遺伝資源保存センターの重要性も確認された。

しかしながら、生物多様性条約の締結など、遺
伝資源保有国の権利意識の向上に伴い、遺伝資源
保存センターへの新規導入品種の数は減少の一途

をたどり、今後の多様性拡大が期待できる状況で
はない。実際、アンケートでも、海外の遺伝資源
の導入にかかる取引費用の増大が指摘されてい
る。

国産小麦による様々な小麦粉製品の供給が期待
され、それに伴う地域農業の活性化を図る上で、
継続的な遺伝資源の導入は必要不可欠である。分
析の中で指摘されたように、農業生物資源ジーン
バンクにはその特性が明らかにされていない品種
も多く存在する。遺伝資源の有効活用のために
も、そうした品種の特性調査を充実し、育種家の
利用に供試することが求められる。あわせて、国
外遺伝資源へのアクセスを確実に確保できるよう
素材移転契約(MTA)や共同研究体制の整備な
ど、研究インフラの整備も重要な課題である。

[付記]　本編は、日本学術振興会科学研究費補
助金・基盤(C)（24580311）による研究成果の一
部である。
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図1　農業生物資源ジーンバンク登録品種数の
累積推移(1983-2012年、普通小麦のみ)

出所）農業生物資源ジーンバンク
註）各品種について、最も早く導入・登録された年を登録年と

している。



Ⅰ. はじめに

農業生産の量的・質的拡大に品種改良が大きな
役割を果たしてきたことは言うまでもない。品種
改良では望ましい形質をもつ複数の個体を交配す
ることから、そうした形質を有する個体、すなわ
ち遺伝資源の利用可能性が、その効率性を大きく
左右する。そのため、現在、世界各地で遺伝資源
の探査収集・保存が活発に行われている。一方、
人類の活動範囲の地理的拡大は、生物多様性の喪
失をもたらすと危惧され、その維持や保全に向け
た取り組みが世界的に広がっている。例えば、一
定の生態系を保全することで固有種や絶滅危惧種
の保護に努める生息域内保全(in s i tuまたは
on-site conservation)は、国の内外を問わず幅広
く行われている。経済学分野においても、生物多

様性の喪失による経済的影響の分析や、維持・保
全へ向けた政策提言など、近年、その研究成果が
急速に増加している(吉田 [21]、大沼 [10])。

このようにバイオ関連分野では、有用な遺伝資
源の発見が経済的に大きな利潤につながるため、
遺伝資源を多く有する資源国は、他国からのアク
セスを制限するなどその主権を強めることで、得
られる利益配分を求めてきた。1992年に締結され
た生物多様性条約でも、こうした資源国の権利が
利益配分として配慮されている。

一方、資源国の多くが発展途上国であることか
ら、遺伝資源の円滑な取引によって実現される品
種改良の成果は、農業の生産性向上を通して、急
速な人口増大と食料危機に苦しむ資源国に還元さ
れるため、遺伝資源利用を積極的に進めるべきと
する意見もみられる(例えばWright [22]など)。ま

た、資源国への過剰な権利付与による技術知識の
過少利用は、技術応用におけるアンチコモンズの
悲劇(Heller and Eisenberg [2])の一例としてとら
えられ、資源の利用国である先進国の研究開発に
悪影響をもたらすと危惧される。このような問題
提起がなされるものの、遺伝資源に対する資源国
と利用国の間の権利関係が大きく変化しない限
り、今後は、従来のような自由な育種材料の譲渡
は望めない。したがって、資源利用国は遺伝資源
に対する資源国の主権を認めつつ、今ある遺伝資
源の効率的な利用を促進していくことが求められ
る。

本稿では、遺伝資源の利用に関わるこうした問
題について、日本の小麦育種を事例にその課題を
検討する。小麦の在来種に乏しい日本では、もと
もと遺伝資源の多様性が低く、「ゆめちから」や
「ハルユタカ」、もち性小麦の作出にみられるよ
うに、画期的な小麦を作出するためには海外から
の遺伝資源の導入が欠かせない。パン用、菓子
用、パスタ用と消費者の需要がますます多様化す
る中、海外遺伝資源の重要性もさらに高まると予
想される。その一方で、遺伝資源へのアクセスが
制限され、譲渡においては手続きが煩雑化してい
ることは小麦も例外ではない。

こうした背景のもと、海外遺伝資源の取引費用
上昇が我が国の小麦育種に及ぼす影響を考察す
る。まず、農業生物資源ジーンバンクのデータを
もとに、我が国における小麦の遺伝資源の蓄積に
ついて時系列的にまとめる。

農業生物資源研究所に設置されている種子保存
庫をはじめ、遺伝資源の最終保存地として、遺伝
資源保存センターが設置されている(田中・鳥
山・芦澤[18]、pp.25-56.)。これらは生息域内保全
に対し、域外保全(ex situ)と呼ばれ、その維持費
用と価値評価について、議論されてきた。おもな
論点は、品種育成に供試された種子と育種成果の
関連を追跡し難いため、育種成果からみた種子保

存の価値を評価し難いこと、すなわちオプション
価値として定義される将来世代の需要を明示的に
示せないことがあげられる(Pardy et al. [11])。本
稿では、域外保全の重要性を育種成果から推測
し、取引費用の上昇からその導入が困難になりつ
つある現状を踏まえ、今後の小麦育種への影響に
ついて考察する。

遺伝資源保存センターは、世界各所に設立され
ているが、我が国でも1985年に農林水産省によっ
てジーンバンク事業が開始され、原産地や育成地
から採集される植物・作物を、採集地点の環境条
件などの情報とともに導入・保存する施設として
設置された。作物ごとに保存センターを持ち、植
物分類学にもとづいて同定、評価され、様々な特
性調査がパスポートデータとして整理、蓄積され
ている (田中ほか[18])。

本稿では、農業生物資源ジーンバンクに登録さ
れた小麦品種の特性に関するデータをもとに、遺
伝資源の多様性を一つの指数としてまとめる。そ
うして得られた多様性指数と品種改良の効率性の
関係を研究開発関数とし回帰分析により明らかに
することで、遺伝資源の多様性を高めることの重
要性について検討する。その上で、育種家に対し
てアンケート調査を実施し、多様化・細分化する
小麦への需要に対応する上で、我が国のジーンバ
ンク事業がどのような貢献をしてきたのか、ま
た、遺伝資源にアクセスする際、どのような課題
に直面しているのかといった問いについて育種家
の意見を整理することで、小麦の遺伝資源の維
持・拡大に必要な政策的課題を提言する。

本論文の構成は以下の通りである。第2節では
我が国のジーンバンク事業について説明し、小麦
の遺伝資源の蓄積がどのように進んできたのか定
量的に把握する。第3節では遺伝資源の多様性が
小麦育種の効率性に及ぼす影響について研究開発
関数の推計結果をもとに検討する。第4節では育
種家へのアンケート調査の結果を示し、育種にお

ける遺伝資源保存センターの重要性や海外の遺伝
資源にアクセスする際の課題について整理する。
第5節で結論とする．

Ⅱ. 農業生物資源ジーンバンクにおける小
麦遺伝資源の蓄積

1. ジーンバンク事業
農業生物資源ジーンバンクでは、種子更新とと

もに、作物に関する様々な特性データを評価・収
集している(田中ほか[18])。調査項目は、稈長や穂
長など植物の生態に関わる1次特性、脱粒性や耐
病性など収量に関係する2次特性、蛋白質含有率
や色相など品質に関わる3次特性に分かれる。具
体的な調査項目数(必須項目と選択項目を含む)
は、1次が28項目、2次が18項目、3次が19項目に
及ぶ。

農業生物資源ジーンバンクは小麦の新品種作出
に対して多大な貢献をしてきた。例えばモチ性小
麦は、農業生物資源ジーンバンクから供試された
1,960品種のなかから、もち性遺伝子をもつ中国
の在来品種(白火)がみつかったことで作出された
(白田ほか[15]、白田[14])。また、ハルユタカは、
農林10号など日本由来の半矮性遺伝子の国際トウ
モロコシ・小麦改良センター(以下、CIMMYT)か
らの逆輸入により、大幅な収量増加となったこと
が知られている(田中ほか[18]、p.69)。

このように遺伝資源保存センターに保存される
遺伝資源の多様性が高いことで、目的とする遺伝
子を探し出しやすく、結果、育種目標を早期に達
成し、また、画期的な新品種が誕生する。以下で
は、小麦を対象に、農業生物資源ジーンバンクに
登録された品種の特性を整理し、わが国が保有す
る小麦遺伝資源の多様性について検討する。

2. 農業生物資源ジーンバンクにおける小麦登録数
の推移
農業生物資源ジーンバンクでは小麦について4

万件近いデータが登録されているが、同一品種名
(JP番号)による重複登録を排除すると14,149件と
なる注1)。うち、普通小麦(Triticum aestivum (L.) 
Thell.)に該当する13,215件を本研究の分析対象と
した注2)。

国内産・外国産別の小麦の累積導入数の推移を
図1に示す。日本における遺伝資源保全の取り組
みは、20世紀初めの組織的な近代育種における素
材確保に始まり、作物別の育種材料研究室の設
立、種子貯蔵施設の建設を経て、1985年開始の
ジーンバンク事業につながる(白田ほか[15])。1988
年には遺伝資源保存管理施設が建設され、各研究
室から、パスポートデータとともに種子が農業生
物資源ジーンバンクに移管され、それ以降、登録
品種数が急速に増加した。

2013年度登録品種までのデータを山本[20]にし
たがって2期に分け、白田[14]や農業生物資源研究
所における聞き取り調査をもとに、導入数の推移
をみたい。具体的には、生物多様性条約(CBD)が
採択された1992年(日本は同年6月に署名)までをⅠ
期(1983-1992年、山本[20]のⅡ期に該当)とし、そ
れ以降をⅡ期とする。

Ⅰ期は、遺伝資源は人類共有の財産であり、自
由な交換・利用が可能であった時代で、遺伝資源
の利用から生じる利益を提供者と配分する、とい
う利益配分と農民の権利が認められる1992年の生
物多様性条約採択へ至る期間である(山本[20])。国
内では1985年、農林水産省によりジーンバンク事
業が開始され、国内外の遺伝資源保全と利用を促
進する機関として、遺伝資源探索を含め種子保存
の体制整備が進んだ時期でもある(白田[14])。この
間、稲類、麦類、豆類を中心に、国内外で積極的
な探索・収集活動も行われたことから、国内産・
外国産ともに小麦の登録数も増加し保存点数は倍
増した(白田ほか [15]、pp.16-21)。

しかし、Ⅱ期に入ると、1992年に生物多様性条
約が採択されたことで遺伝資源の海外探索が難し
くなり、それまでに登録された保存種子の特性調
査に重点が置かれるようになった。ただし小麦に
ついては、CIMMYTから国際現地試験を兼ねた
導入が続き、生物多様性条約の採択前後でも外国
産の小麦の導入は継続している。しかしながら、
2006年には新規導入数は60まで減少、CIMMYT
からの導入も2008年の14を最後に途絶え、2012年
には国内産、外国産ともに0となり、今後は、農

業生物資源ジーンバンクにおける多様性拡大は望
めそうもない。

3. 遺伝資源の多様性
2013年までに登録された小麦品種について、産

地別の品種数を表1にまとめた。登録品種数
13,215のうち、外国産は11,540(87.3%)、国内産は
1,675(12.7%)であり、外国を原産地とする品種が
大半を占め、うち約6割が中南米(おもにCIMMYT) 
から導入された育成種である注3)。

次に、農業生物資源ジーンバンクでの調査対象
となる項目のうち、定量的に把握することが可能
な稈長、穂長、登熟期間について、原産地の国内
外別にまとめた（表2）注4)。遺伝資源の多様性を
表す指標としては、これまで、品種数のほか、表
現型を利用した指標、近縁係数や来歴から作成す
る潜在指数などが提案されている(Meng et al.[8]、
Smale et al.[16])。日本でも農林登録品種を対象に
近縁係数をもちいた指標(水田・吉田[9]、小林・
吉田[3])が提示されているが、農業生物資源ジー
ンバンク登録品種は来歴不明の在来種も含まれ、
近縁係数を計算することができない。そこで本稿
では、上記3つの項目別に変動係数を計算し、遺

伝的多様性の指標とする。
表2は、ジーンバンク事業開始年の1985年から

2012年までに登録された品種のうち、稈長、穂
長、登熟期間について、平均値、標準偏差、変動
係数を示したものである。観測値数は、外国産が
国内産に比べて多く、また、特性によっても異な
る。稈長、穂長、登熟期間のいずれにおいても、
海外産全体の変動係数は、国内産のそれを上回る
結果となった。 

外国産品種は全登録数11,540に占める在来種の
割合が9.8％で、その地理的収集範囲も広い。一
方、国内産品種は、登録品種数1,675（表1）のう
ち在来種が約2％と少数である。実需や一定の社
会需要に応えようと品種改良された育成種に比
べ、長い伝播の過程で様々な地に適応した在来種
は多様性が大きいとされることから(ラディジン
スキー[7]、p.130)、とりわけ外国産小麦の場合、
在来品種の多さが遺伝資源の多様性に貢献してい
るものと考えられる。

次に、稈長、穂長、登熟日数のそれぞれについ
て、度数分布を示した（図2～4）。いずれも、外
国産が分布する範囲は国内産のそれに比べて広
く、また、度数も外国産の方が多いことから、外
国産の多様性が国内産の多様性を上回る。また、

外国産は収集範囲が広いことや、在来種の割合が
高いことが、多様性の拡大に貢献していると考え
られる。よって、農業生物資源ジーンバンクにお
いても外国産品種の導入が、遺伝的多様性の拡大
に重要な役割を果たすといえる。

4. 特性調査の対象品種数推移
次に、登録品種に占める調査済み特性項目の推

移をみてみよう。表2の観測値数をみると、登録
された13,215の小麦品種のうち、その特性が明ら
かになっている品種は多くても4,887(稈長と穂長)
で、全登録数の半数にも満たないことが分かる。
農業生物資源研究所では、栽培した全ての品種に
ついて、全項目を調査することは難しく、必要に
応じて調査項目を追加する。図5は1次から3次の
特性別に、特性が調査された品種数の累積推移を
示したものである注5)。1次特性は、農業生物資源
ジーンバンクへの登録と同時に調査も行われるた
め、特性が確認された品種数の累積推移は登録数
と一致する。一方、2次項目について調査された
品種の数はそれよりも遅れて推移し、3次項目の
品質特性は現在でも全登録品種の3分の1程度しか
調査されていないことが分かる。

育種家にとって、特性が明らかでない品種を育
種にもちいることは難しく、特性に関するデータ

CIMMYTと各国の研究開発投資の関係につい
てまとめたTraxler and Pingali [19]によると、
CIMMYTが遺伝的多様性を高めるような品種を
各国の育種機関に提供することで、各国の研究開
発投資1単位当たりの効率性が改善することを示
した。国際研究機関は、広範囲に適応可能な品種
を提供し、各国はそれを基に自国の気候条件に適
した品種を効率的に作出することができるためで
ある。これを一国が保有する遺伝資源の多様性
と、それを利用する育種機関として捉えると、育
種機関が利用可能な遺伝的多様性が増すことによ
り(G→G’)、研究開発投資の追加的な投入による
限界収量が増加するよう、研究開発関数は上方向
へシフトする。結果として、研究開発に対する投
資効果が改善し、より収量の高い小麦品種が作出
されると考えてよかろう。

本稿における研究開発関数の推定では、育種成
果として品種iの施肥反応実験j注7)における単位面
積当たり収量(Yij)をとり、以下の両対数線形型の
研究開発関数モデルを推定する。遺伝的多様性の
指標として、農業生物資源ジーンバンクに登録さ
れた小麦品種の変動係数を用いる。具体的には、
各品種の交配年に利用可能であったすべての農業
生物資源ジーンバンク登録品種(小麦)について、
特性(稈長(GLi)、穂長(GEi)、登熟日数(GFi))別に、
登録年毎に累積して変動係数を求めた。例えば、
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の蓄積と拡充は、既存の遺伝資源の有効活用を図
る上で解決されるべき課題の一つである。国外の
遺伝資源保存センターでも同様の課題に直面して
いるが、その原因についてKoo and Wright[6]は
次のようにまとめている。

遺伝資源保存センターは受け入れた品種につい
て、種子の更新をしながら、その特性をデータと
して蓄積する。一方、育種家からすると遺伝資源
保存センターに登録されている品種には特性の分
からないものが依然として多く、特性が明らかに
されたわずかな品種の中から適切な育種母材を見
つけることは困難である。したがって、育種家が
遺伝資源保存センターを積極的に利用するインセ
ンティブは弱く、センターとしても特性データの
整備を推進する必要性が薄れる、といった悪循環
に陥っている(Koo and Wright [6])。

図5に戻ろう。近年、品質に関わる3次特性につ
いて調査した品種の数が増えているが、これは、
育種目標が品質を重視する方向へシフトする中
（齋藤[13]）、登録品種を積極的に利用すること
で、そのシフトに対応しようとする動きとしてと
らえることができる注6)。遺伝資源の新規導入が望
めない現在、既存の登録品種の特性を明らかにす
ることは、遺伝資源の有効活用に向けた重要な課
題のひとつである。こうした中、次世代シーケン

サーの導入など、育種技術の進歩により、特性の
調査にかかる費用が大幅に低減することも予想さ
れ、今後はデータ蓄積も積極的に行われると期待
したい。

注１）小麦の種類別登録品種の内訳は、付表1を参
照されたい。

注２）重複登録の場合は、農業生物資源ジーンバン
クに初めて登録された年を登録年とし、特性調
査の結果については、調査最新年のものを採用
した。

注3）CIMMYTの国際分業体制については、
Traxler and Pingali [19]を参照のこと。

注４）他の調査項目は、多少や強弱、具体的な形状
で表示され定量的な把握は難しい。

注５）ここでは複数ある調査項目のうち、ひとつでも
調査されれば当該品種は調査済みとした。ただ
し表2でも示されているように、稈長や穂長と
いった基礎的な特性であっても調査された品
種は登録されたものの半数にも満たず、農業生
物資源ジーンバンク登録品種の特性調査が未
だ不十分であることが分かる。

注６）国内産の地方系統など育成品種は、育成地で
品質特性が調査され、それらのデータとともに
登録される場合も相当数ある。

Ⅲ. 研究開発関数の推定

前節では、農業生物資源ジーンバンクに登録さ
れた小麦について、特性別にその多様性を表す指
標を求めた。本節では、そのデータを利用して研
究開発関数を推定し、遺伝資源の多様性が育種成
果に及ぼす影響を定量的に把握する。研究開発関
数は小麦の収量(Y)を、小麦育種に関わる研究開
発投資(RD)と、小麦品種の遺伝的多様性(G)の関
数Y(RD, G)として表したものである（図6）。

品種iの交配年が2000年の場合、稈長、穂長、登
熟日数の各変動係数は、2000年を含むそれまでの
全ての（農業生物資源ジーンバンクの）登録品種
から求める。これを、育種家が交配計画を策定し
た時点で利用可能であった小麦遺伝資源の多様性
指標とし、数値に表すことで、研究開発の効率性
への影響を分析する。本分析では、研究開発投資
(RD)を研究員延べ人数(SYi , Scientist Year)で表す
こととし、それぞれの変動係数との交差項として
導入する。係数が正で有意であれば、研究開発投
資が一定のとき、交配年の変動係数が高いほど、
すなわち、育種家が利用可能な遺伝資源の多様性
が高いほど、より効率的に品種改良目標に到達す
ることを示す。

交差項以外の説明変数として、品種iの施肥反
応実験ｊにおける単位面積当たり窒素施肥量
(Nij)、秋播き品種との単収の差を考慮した春播き
品種ダミー(DSi)、育種に要した年数として、登
録年から交配年を引いた懐妊期間(Li)を推定式に
導入した。通常、研究開発投資の後、その成果の
結実には時間を要することから、技術知識ストッ
クの推計には、懐妊期間と呼ばれるタイムラグを
考慮する。本分析では、品種登録までに要した年
数を懐妊期間(Li)として導入した。εijは誤差項で
ある。

遺伝的多様性指標以外の変数は、交配年が1983
～2000年で、かつ品種登録済みの24品種を対象と
して、値は各品種の「小麦新品種決定に関する参
考成績書」記載のデータを利用した。表3は、以
上のとおり推計した被説明変数および説明変数
データである。研究開発関数モデルを最小2乗法
により推定した結果を表4に示す。

推定の結果、研究員延べ人数は正で有意とな
り、研究開発関数として定義できる。また、単位
当たり収量に及ぼす窒素施肥も正で有意に確認で
きた。ただし、懐妊期間として定義した登録に要
した年数は、有意な結果とはならなかった。

次に、研究員延べ人数との交差項は、稈長およ
び穂長の変動係数が正で有意な結果となった。す
なわち、研究員延べ人数を一定とし、遺伝的基盤
の多様性を高めることで、研究開発投資の効率性
が上昇し、収量の向上が促されることがわかる。

分析対象となった農林登録品種は、母本となる
育種材料を必ずしも農業生物資源ジーンバンクか
らえているとは限らないが、交配時に育種家が利
用可能な母材の遺伝的多様性が高いほど、選抜さ
れた品種は育種目標に近づくと結論できる。

本分析では、上述した3つの特性からえた変動
係数を遺伝的多様性の指標として捉え、多様性拡
大が研究開発投資の効率性を改善するのか分析し
た。育種母材の多様性拡大は研究開発の成果をよ
り効率的に達成することから、遺伝的多様性を高
く維持することが今後の小麦育種にとっても重要
な要素となる。

今回の分析は、データの利用可能性から品種数
が限られており、育種成果には収量のみを扱っ
た。育種成果に品質項目を取り入れることで、品
質データ蓄積の効果についても分析する必要があ
ることを指摘しておきたい。

注７）窒素施肥量Nijは、各品種の「小麦新品種決定
に関する参考成績書」の生育概況・耕種概要か
ら得た。基肥と追肥を合わせた施肥量である。
栽培実験では、収量に対する施肥反応を分析
するため、品種ごとに少肥、多肥など、異なる施
肥量毎に単位面積当たりの収量を得ている。

Ⅳ.　育種家へのアンケート調査

前節では、遺伝的基盤の多様性維持・拡大が、
研究開発の効率性を左右することが示され、その
重要性が明らかとなった。本節では、遺伝的基盤
の維持・拡大の可能性について、育種家へのアン
ケート結果から明らかにしていく。

近年、科学の経済学を中心に、研究者のもつ無
形知識を、有形化・明文化する試みが進んでいる
(ステファン [17])。サイエンスリンケージと呼ば
れる指標(文部科学省 [5])もそのひとつで、特許と
いう有形財を生み出すのに要した無形知識を、特
許に記載される科学論文から計測することで、特
許の生産に必要な投入要素としての無形知識を明
確に捉えようとする試みである注8)。無形知識を明
示的に考慮することで、技術革新がどういった経

路で進むのか、またその経路の中で技術革新の妨
げとなるものは何かを明らかにすることができ、
技術革新を促す上でより有効な政策の立案に寄与
する。

前節で提示した研究開発関数に当てはめて考え
ると、交配の際に候補となる母材をどのように選
択するか、適切な母本にどのようにたどり着くの
か、を育種家の無形知識とみなすことができる。
ただし、そうした無形知識を把握することは困難
なため、Ⅲ節ではそれを明示的に考慮せず研究開
発関数の推定を行った。これを補う目的で、育種
家が実際どのような経路で育種母材を入手してい
るのか、アンケート調査を行った。

アンケートでは、遺伝資源の照会先として重視
する機関について、国内外の遺伝資源保存セン
ター、国内外の研究機関や学会、研究者同士のつ
ながりの7つの選択肢から重要と思われる上位3項
目をあげてもらった。2016年7月から8月にかけ
て、グルテン研究会注9)を通してアンケートに対す
る回答を依頼したところ、国の研究機関から12
人、都道府県の育種担当者から8人、大学その他
から5人、合計25人の回答があった。

その結果を表5にまとめた。国内の遺伝資源保
存センターについては、いずれの研究機関におい

ても、今後も照会先として重要であると認識され
ていることがわかる。また、外国の遺伝資源保存
センターについても、特に多くの育種家を抱える
国や都道府県の研究機関では、上位にあげられて
いる。

アンケートでは、国外からの遺伝資源導入の現
状についても尋ねたが、国と都道府県の育種家20
人中13人が、国外からの遺伝資源導入が難しく
なっている(ほか、2名が難しくなっているとは思
わない、5名が分らない)と回答している。その要
因として、(1)生物多様性条約の批准や資源国の権
利意識の高まりと利益配分への期待、(2)民間企業
の参入による知財意識の高まりといった国際環境
の変化のほか、(3)所属機関における手続きが未整
備であること、具体的には植物検疫での手続きの
煩雑さとトラブル、仮にMTA(素材移転契約)注10)

の下で譲渡されても、権利や利益配分を求められ
ることなどをあげている。このことからも、従来
のような研究者間の自由なやりとりでの譲渡・導
入が認められない中、近年、遺伝資源の譲渡手続
きが煩雑になり、取引費用が高まっていることが
分かる。

一方で、育種家は多様化・細分化していく消費
者や実需者の要望に応えていかなければならな
い。例えば、新品種の導入を地域農業や地域経済
を活性化させる材料と位置づける動きや(後藤 
[1])、国内産小麦への根強い消費者需要(Saito and 
Saito[13])への対応が求められるほか、用途も麺用
に限らず、冷凍向けのパン用小麦やドライパスタ
用デュラム小麦など、国外の遺伝資源なくしては
作出できない用途へも育種目標が拡大している
（表6）。

育種家にとって、譲渡の際の取引費用の増大
は、研究における非効率化につながる。遺伝資源
へのアクセスが厳格化する国際環境の中で、今
後、更に多様化・細分化していく消費者や実需者
の要望に対応するためには、個々の育種家や育種

機関が実施している譲渡手続きを一元化するな
ど、遺伝資源導入における取引費用の軽減に務め
ることが育種効率向上のためにも重要である。

注８）農業分野では、近藤・高山・長南[4]が、無形知
識としての施肥技術指数を論文数から作成し、
農業生産への貢献を評価している。

注９）グルテン研究会は、おもに小麦の品質問題改
善を目指して2010年に立ち上げられた研究会
で、育種家のほか、製粉、製パンなどの流通・
加工に携わる研究者が参画し、2016年5月時点
で321名が登録される。本調査ではグルテン研
究会からメール送信後、道府県の6つの研究機
関のほか、北海道、東北、近中四、九州沖縄の
農業研究センター、作物研究所、ホクレン農業
総合研究所についても、個別に回答を依頼し
た。グルテン研究会世話人によれば、12の機関
にそれぞれ1～3名程度が育種担当として所属す
ることから、現在、小麦育種の交配計画に関わ
る育種家は、あわせて30～35人である。

注10）素材の国際移転に際し、提供側と利用者側が
移転前に相互に合意する条件などを定めたもの
で、利益配分を定めたボンガイドライン（生物
多様性条約）に基準が示されている。

Ⅴ. まとめ

本稿では、遺伝資源の多様性が農業に与える影
響について、品種改良の効率性の観点から分析し
た。農業生物資源ジーンバンクのデータをもと
に、登録された小麦遺伝的基盤の多様性を指数と
してまとめ、多様性と品種改良の効率性について
回帰分析を行った。その結果、遺伝資源の多様性
が増すことで、日本の小麦育種の効率性が改善し
てきたことが示された。また、育種家へのアン
ケート調査結果から、育種母材の入手先としての
遺伝資源保存センターの重要性も確認された。

しかしながら、生物多様性条約の締結など、遺
伝資源保有国の権利意識の向上に伴い、遺伝資源
保存センターへの新規導入品種の数は減少の一途

をたどり、今後の多様性拡大が期待できる状況で
はない。実際、アンケートでも、海外の遺伝資源
の導入にかかる取引費用の増大が指摘されてい
る。

国産小麦による様々な小麦粉製品の供給が期待
され、それに伴う地域農業の活性化を図る上で、
継続的な遺伝資源の導入は必要不可欠である。分
析の中で指摘されたように、農業生物資源ジーン
バンクにはその特性が明らかにされていない品種
も多く存在する。遺伝資源の有効活用のために
も、そうした品種の特性調査を充実し、育種家の
利用に供試することが求められる。あわせて、国
外遺伝資源へのアクセスを確実に確保できるよう
素材移転契約(MTA)や共同研究体制の整備な
ど、研究インフラの整備も重要な課題である。

[付記]　本編は、日本学術振興会科学研究費補
助金・基盤(C)（24580311）による研究成果の一
部である。
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表1　小麦品種の産地別登録品種数

出所）農業生物資源ジーンバンク(1983-2012 年、普通小麦のみ)
註）原産国はそれぞれ、野生種のヨーロッパはブルガリアを、中東・西南アジアはトルコである。また在来種の原産

国はモロッコ、アルジェリア、エチオピア、イタリア、旧ソビエト、トルコ、パキスタン、アフガニスタン、ブー
タン、ネパール、オーストラリア、カナダ、メキシコ、ブラジルである。



Ⅰ. はじめに

農業生産の量的・質的拡大に品種改良が大きな
役割を果たしてきたことは言うまでもない。品種
改良では望ましい形質をもつ複数の個体を交配す
ることから、そうした形質を有する個体、すなわ
ち遺伝資源の利用可能性が、その効率性を大きく
左右する。そのため、現在、世界各地で遺伝資源
の探査収集・保存が活発に行われている。一方、
人類の活動範囲の地理的拡大は、生物多様性の喪
失をもたらすと危惧され、その維持や保全に向け
た取り組みが世界的に広がっている。例えば、一
定の生態系を保全することで固有種や絶滅危惧種
の保護に努める生息域内保全(in s i tuまたは
on-site conservation)は、国の内外を問わず幅広
く行われている。経済学分野においても、生物多

様性の喪失による経済的影響の分析や、維持・保
全へ向けた政策提言など、近年、その研究成果が
急速に増加している(吉田 [21]、大沼 [10])。

このようにバイオ関連分野では、有用な遺伝資
源の発見が経済的に大きな利潤につながるため、
遺伝資源を多く有する資源国は、他国からのアク
セスを制限するなどその主権を強めることで、得
られる利益配分を求めてきた。1992年に締結され
た生物多様性条約でも、こうした資源国の権利が
利益配分として配慮されている。

一方、資源国の多くが発展途上国であることか
ら、遺伝資源の円滑な取引によって実現される品
種改良の成果は、農業の生産性向上を通して、急
速な人口増大と食料危機に苦しむ資源国に還元さ
れるため、遺伝資源利用を積極的に進めるべきと
する意見もみられる(例えばWright [22]など)。ま

た、資源国への過剰な権利付与による技術知識の
過少利用は、技術応用におけるアンチコモンズの
悲劇(Heller and Eisenberg [2])の一例としてとら
えられ、資源の利用国である先進国の研究開発に
悪影響をもたらすと危惧される。このような問題
提起がなされるものの、遺伝資源に対する資源国
と利用国の間の権利関係が大きく変化しない限
り、今後は、従来のような自由な育種材料の譲渡
は望めない。したがって、資源利用国は遺伝資源
に対する資源国の主権を認めつつ、今ある遺伝資
源の効率的な利用を促進していくことが求められ
る。

本稿では、遺伝資源の利用に関わるこうした問
題について、日本の小麦育種を事例にその課題を
検討する。小麦の在来種に乏しい日本では、もと
もと遺伝資源の多様性が低く、「ゆめちから」や
「ハルユタカ」、もち性小麦の作出にみられるよ
うに、画期的な小麦を作出するためには海外から
の遺伝資源の導入が欠かせない。パン用、菓子
用、パスタ用と消費者の需要がますます多様化す
る中、海外遺伝資源の重要性もさらに高まると予
想される。その一方で、遺伝資源へのアクセスが
制限され、譲渡においては手続きが煩雑化してい
ることは小麦も例外ではない。

こうした背景のもと、海外遺伝資源の取引費用
上昇が我が国の小麦育種に及ぼす影響を考察す
る。まず、農業生物資源ジーンバンクのデータを
もとに、我が国における小麦の遺伝資源の蓄積に
ついて時系列的にまとめる。

農業生物資源研究所に設置されている種子保存
庫をはじめ、遺伝資源の最終保存地として、遺伝
資源保存センターが設置されている(田中・鳥
山・芦澤[18]、pp.25-56.)。これらは生息域内保全
に対し、域外保全(ex situ)と呼ばれ、その維持費
用と価値評価について、議論されてきた。おもな
論点は、品種育成に供試された種子と育種成果の
関連を追跡し難いため、育種成果からみた種子保

存の価値を評価し難いこと、すなわちオプション
価値として定義される将来世代の需要を明示的に
示せないことがあげられる(Pardy et al. [11])。本
稿では、域外保全の重要性を育種成果から推測
し、取引費用の上昇からその導入が困難になりつ
つある現状を踏まえ、今後の小麦育種への影響に
ついて考察する。

遺伝資源保存センターは、世界各所に設立され
ているが、我が国でも1985年に農林水産省によっ
てジーンバンク事業が開始され、原産地や育成地
から採集される植物・作物を、採集地点の環境条
件などの情報とともに導入・保存する施設として
設置された。作物ごとに保存センターを持ち、植
物分類学にもとづいて同定、評価され、様々な特
性調査がパスポートデータとして整理、蓄積され
ている (田中ほか[18])。

本稿では、農業生物資源ジーンバンクに登録さ
れた小麦品種の特性に関するデータをもとに、遺
伝資源の多様性を一つの指数としてまとめる。そ
うして得られた多様性指数と品種改良の効率性の
関係を研究開発関数とし回帰分析により明らかに
することで、遺伝資源の多様性を高めることの重
要性について検討する。その上で、育種家に対し
てアンケート調査を実施し、多様化・細分化する
小麦への需要に対応する上で、我が国のジーンバ
ンク事業がどのような貢献をしてきたのか、ま
た、遺伝資源にアクセスする際、どのような課題
に直面しているのかといった問いについて育種家
の意見を整理することで、小麦の遺伝資源の維
持・拡大に必要な政策的課題を提言する。

本論文の構成は以下の通りである。第2節では
我が国のジーンバンク事業について説明し、小麦
の遺伝資源の蓄積がどのように進んできたのか定
量的に把握する。第3節では遺伝資源の多様性が
小麦育種の効率性に及ぼす影響について研究開発
関数の推計結果をもとに検討する。第4節では育
種家へのアンケート調査の結果を示し、育種にお

ける遺伝資源保存センターの重要性や海外の遺伝
資源にアクセスする際の課題について整理する。
第5節で結論とする．

Ⅱ. 農業生物資源ジーンバンクにおける小
麦遺伝資源の蓄積

1. ジーンバンク事業
農業生物資源ジーンバンクでは、種子更新とと

もに、作物に関する様々な特性データを評価・収
集している(田中ほか[18])。調査項目は、稈長や穂
長など植物の生態に関わる1次特性、脱粒性や耐
病性など収量に関係する2次特性、蛋白質含有率
や色相など品質に関わる3次特性に分かれる。具
体的な調査項目数(必須項目と選択項目を含む)
は、1次が28項目、2次が18項目、3次が19項目に
及ぶ。

農業生物資源ジーンバンクは小麦の新品種作出
に対して多大な貢献をしてきた。例えばモチ性小
麦は、農業生物資源ジーンバンクから供試された
1,960品種のなかから、もち性遺伝子をもつ中国
の在来品種(白火)がみつかったことで作出された
(白田ほか[15]、白田[14])。また、ハルユタカは、
農林10号など日本由来の半矮性遺伝子の国際トウ
モロコシ・小麦改良センター(以下、CIMMYT)か
らの逆輸入により、大幅な収量増加となったこと
が知られている(田中ほか[18]、p.69)。

このように遺伝資源保存センターに保存される
遺伝資源の多様性が高いことで、目的とする遺伝
子を探し出しやすく、結果、育種目標を早期に達
成し、また、画期的な新品種が誕生する。以下で
は、小麦を対象に、農業生物資源ジーンバンクに
登録された品種の特性を整理し、わが国が保有す
る小麦遺伝資源の多様性について検討する。

2. 農業生物資源ジーンバンクにおける小麦登録数
の推移
農業生物資源ジーンバンクでは小麦について4

万件近いデータが登録されているが、同一品種名
(JP番号)による重複登録を排除すると14,149件と
なる注1)。うち、普通小麦(Triticum aestivum (L.) 
Thell.)に該当する13,215件を本研究の分析対象と
した注2)。

国内産・外国産別の小麦の累積導入数の推移を
図1に示す。日本における遺伝資源保全の取り組
みは、20世紀初めの組織的な近代育種における素
材確保に始まり、作物別の育種材料研究室の設
立、種子貯蔵施設の建設を経て、1985年開始の
ジーンバンク事業につながる(白田ほか[15])。1988
年には遺伝資源保存管理施設が建設され、各研究
室から、パスポートデータとともに種子が農業生
物資源ジーンバンクに移管され、それ以降、登録
品種数が急速に増加した。

2013年度登録品種までのデータを山本[20]にし
たがって2期に分け、白田[14]や農業生物資源研究
所における聞き取り調査をもとに、導入数の推移
をみたい。具体的には、生物多様性条約(CBD)が
採択された1992年(日本は同年6月に署名)までをⅠ
期(1983-1992年、山本[20]のⅡ期に該当)とし、そ
れ以降をⅡ期とする。

Ⅰ期は、遺伝資源は人類共有の財産であり、自
由な交換・利用が可能であった時代で、遺伝資源
の利用から生じる利益を提供者と配分する、とい
う利益配分と農民の権利が認められる1992年の生
物多様性条約採択へ至る期間である(山本[20])。国
内では1985年、農林水産省によりジーンバンク事
業が開始され、国内外の遺伝資源保全と利用を促
進する機関として、遺伝資源探索を含め種子保存
の体制整備が進んだ時期でもある(白田[14])。この
間、稲類、麦類、豆類を中心に、国内外で積極的
な探索・収集活動も行われたことから、国内産・
外国産ともに小麦の登録数も増加し保存点数は倍
増した(白田ほか [15]、pp.16-21)。

しかし、Ⅱ期に入ると、1992年に生物多様性条
約が採択されたことで遺伝資源の海外探索が難し
くなり、それまでに登録された保存種子の特性調
査に重点が置かれるようになった。ただし小麦に
ついては、CIMMYTから国際現地試験を兼ねた
導入が続き、生物多様性条約の採択前後でも外国
産の小麦の導入は継続している。しかしながら、
2006年には新規導入数は60まで減少、CIMMYT
からの導入も2008年の14を最後に途絶え、2012年
には国内産、外国産ともに0となり、今後は、農

業生物資源ジーンバンクにおける多様性拡大は望
めそうもない。

3. 遺伝資源の多様性
2013年までに登録された小麦品種について、産

地別の品種数を表1にまとめた。登録品種数
13,215のうち、外国産は11,540(87.3%)、国内産は
1,675(12.7%)であり、外国を原産地とする品種が
大半を占め、うち約6割が中南米(おもにCIMMYT) 
から導入された育成種である注3)。

次に、農業生物資源ジーンバンクでの調査対象
となる項目のうち、定量的に把握することが可能
な稈長、穂長、登熟期間について、原産地の国内
外別にまとめた（表2）注4)。遺伝資源の多様性を
表す指標としては、これまで、品種数のほか、表
現型を利用した指標、近縁係数や来歴から作成す
る潜在指数などが提案されている(Meng et al.[8]、
Smale et al.[16])。日本でも農林登録品種を対象に
近縁係数をもちいた指標(水田・吉田[9]、小林・
吉田[3])が提示されているが、農業生物資源ジー
ンバンク登録品種は来歴不明の在来種も含まれ、
近縁係数を計算することができない。そこで本稿
では、上記3つの項目別に変動係数を計算し、遺

伝的多様性の指標とする。
表2は、ジーンバンク事業開始年の1985年から

2012年までに登録された品種のうち、稈長、穂
長、登熟期間について、平均値、標準偏差、変動
係数を示したものである。観測値数は、外国産が
国内産に比べて多く、また、特性によっても異な
る。稈長、穂長、登熟期間のいずれにおいても、
海外産全体の変動係数は、国内産のそれを上回る
結果となった。 

外国産品種は全登録数11,540に占める在来種の
割合が9.8％で、その地理的収集範囲も広い。一
方、国内産品種は、登録品種数1,675（表1）のう
ち在来種が約2％と少数である。実需や一定の社
会需要に応えようと品種改良された育成種に比
べ、長い伝播の過程で様々な地に適応した在来種
は多様性が大きいとされることから(ラディジン
スキー[7]、p.130)、とりわけ外国産小麦の場合、
在来品種の多さが遺伝資源の多様性に貢献してい
るものと考えられる。

次に、稈長、穂長、登熟日数のそれぞれについ
て、度数分布を示した（図2～4）。いずれも、外
国産が分布する範囲は国内産のそれに比べて広
く、また、度数も外国産の方が多いことから、外
国産の多様性が国内産の多様性を上回る。また、

外国産は収集範囲が広いことや、在来種の割合が
高いことが、多様性の拡大に貢献していると考え
られる。よって、農業生物資源ジーンバンクにお
いても外国産品種の導入が、遺伝的多様性の拡大
に重要な役割を果たすといえる。

4. 特性調査の対象品種数推移
次に、登録品種に占める調査済み特性項目の推

移をみてみよう。表2の観測値数をみると、登録
された13,215の小麦品種のうち、その特性が明ら
かになっている品種は多くても4,887(稈長と穂長)
で、全登録数の半数にも満たないことが分かる。
農業生物資源研究所では、栽培した全ての品種に
ついて、全項目を調査することは難しく、必要に
応じて調査項目を追加する。図5は1次から3次の
特性別に、特性が調査された品種数の累積推移を
示したものである注5)。1次特性は、農業生物資源
ジーンバンクへの登録と同時に調査も行われるた
め、特性が確認された品種数の累積推移は登録数
と一致する。一方、2次項目について調査された
品種の数はそれよりも遅れて推移し、3次項目の
品質特性は現在でも全登録品種の3分の1程度しか
調査されていないことが分かる。

育種家にとって、特性が明らかでない品種を育
種にもちいることは難しく、特性に関するデータ

CIMMYTと各国の研究開発投資の関係につい
てまとめたTraxler and Pingali [19]によると、
CIMMYTが遺伝的多様性を高めるような品種を
各国の育種機関に提供することで、各国の研究開
発投資1単位当たりの効率性が改善することを示
した。国際研究機関は、広範囲に適応可能な品種
を提供し、各国はそれを基に自国の気候条件に適
した品種を効率的に作出することができるためで
ある。これを一国が保有する遺伝資源の多様性
と、それを利用する育種機関として捉えると、育
種機関が利用可能な遺伝的多様性が増すことによ
り(G→G’)、研究開発投資の追加的な投入による
限界収量が増加するよう、研究開発関数は上方向
へシフトする。結果として、研究開発に対する投
資効果が改善し、より収量の高い小麦品種が作出
されると考えてよかろう。

本稿における研究開発関数の推定では、育種成
果として品種iの施肥反応実験j注7)における単位面
積当たり収量(Yij)をとり、以下の両対数線形型の
研究開発関数モデルを推定する。遺伝的多様性の
指標として、農業生物資源ジーンバンクに登録さ
れた小麦品種の変動係数を用いる。具体的には、
各品種の交配年に利用可能であったすべての農業
生物資源ジーンバンク登録品種(小麦)について、
特性(稈長(GLi)、穂長(GEi)、登熟日数(GFi))別に、
登録年毎に累積して変動係数を求めた。例えば、
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の蓄積と拡充は、既存の遺伝資源の有効活用を図
る上で解決されるべき課題の一つである。国外の
遺伝資源保存センターでも同様の課題に直面して
いるが、その原因についてKoo and Wright[6]は
次のようにまとめている。

遺伝資源保存センターは受け入れた品種につい
て、種子の更新をしながら、その特性をデータと
して蓄積する。一方、育種家からすると遺伝資源
保存センターに登録されている品種には特性の分
からないものが依然として多く、特性が明らかに
されたわずかな品種の中から適切な育種母材を見
つけることは困難である。したがって、育種家が
遺伝資源保存センターを積極的に利用するインセ
ンティブは弱く、センターとしても特性データの
整備を推進する必要性が薄れる、といった悪循環
に陥っている(Koo and Wright [6])。

図5に戻ろう。近年、品質に関わる3次特性につ
いて調査した品種の数が増えているが、これは、
育種目標が品質を重視する方向へシフトする中
（齋藤[13]）、登録品種を積極的に利用すること
で、そのシフトに対応しようとする動きとしてと
らえることができる注6)。遺伝資源の新規導入が望
めない現在、既存の登録品種の特性を明らかにす
ることは、遺伝資源の有効活用に向けた重要な課
題のひとつである。こうした中、次世代シーケン

サーの導入など、育種技術の進歩により、特性の
調査にかかる費用が大幅に低減することも予想さ
れ、今後はデータ蓄積も積極的に行われると期待
したい。

注１）小麦の種類別登録品種の内訳は、付表1を参
照されたい。

注２）重複登録の場合は、農業生物資源ジーンバン
クに初めて登録された年を登録年とし、特性調
査の結果については、調査最新年のものを採用
した。

注3）CIMMYTの国際分業体制については、
Traxler and Pingali [19]を参照のこと。

注４）他の調査項目は、多少や強弱、具体的な形状
で表示され定量的な把握は難しい。

注５）ここでは複数ある調査項目のうち、ひとつでも
調査されれば当該品種は調査済みとした。ただ
し表2でも示されているように、稈長や穂長と
いった基礎的な特性であっても調査された品
種は登録されたものの半数にも満たず、農業生
物資源ジーンバンク登録品種の特性調査が未
だ不十分であることが分かる。

注６）国内産の地方系統など育成品種は、育成地で
品質特性が調査され、それらのデータとともに
登録される場合も相当数ある。

Ⅲ. 研究開発関数の推定

前節では、農業生物資源ジーンバンクに登録さ
れた小麦について、特性別にその多様性を表す指
標を求めた。本節では、そのデータを利用して研
究開発関数を推定し、遺伝資源の多様性が育種成
果に及ぼす影響を定量的に把握する。研究開発関
数は小麦の収量(Y)を、小麦育種に関わる研究開
発投資(RD)と、小麦品種の遺伝的多様性(G)の関
数Y(RD, G)として表したものである（図6）。

品種iの交配年が2000年の場合、稈長、穂長、登
熟日数の各変動係数は、2000年を含むそれまでの
全ての（農業生物資源ジーンバンクの）登録品種
から求める。これを、育種家が交配計画を策定し
た時点で利用可能であった小麦遺伝資源の多様性
指標とし、数値に表すことで、研究開発の効率性
への影響を分析する。本分析では、研究開発投資
(RD)を研究員延べ人数(SYi , Scientist Year)で表す
こととし、それぞれの変動係数との交差項として
導入する。係数が正で有意であれば、研究開発投
資が一定のとき、交配年の変動係数が高いほど、
すなわち、育種家が利用可能な遺伝資源の多様性
が高いほど、より効率的に品種改良目標に到達す
ることを示す。

交差項以外の説明変数として、品種iの施肥反
応実験ｊにおける単位面積当たり窒素施肥量
(Nij)、秋播き品種との単収の差を考慮した春播き
品種ダミー(DSi)、育種に要した年数として、登
録年から交配年を引いた懐妊期間(Li)を推定式に
導入した。通常、研究開発投資の後、その成果の
結実には時間を要することから、技術知識ストッ
クの推計には、懐妊期間と呼ばれるタイムラグを
考慮する。本分析では、品種登録までに要した年
数を懐妊期間(Li)として導入した。εijは誤差項で
ある。

遺伝的多様性指標以外の変数は、交配年が1983
～2000年で、かつ品種登録済みの24品種を対象と
して、値は各品種の「小麦新品種決定に関する参
考成績書」記載のデータを利用した。表3は、以
上のとおり推計した被説明変数および説明変数
データである。研究開発関数モデルを最小2乗法
により推定した結果を表4に示す。

推定の結果、研究員延べ人数は正で有意とな
り、研究開発関数として定義できる。また、単位
当たり収量に及ぼす窒素施肥も正で有意に確認で
きた。ただし、懐妊期間として定義した登録に要
した年数は、有意な結果とはならなかった。

次に、研究員延べ人数との交差項は、稈長およ
び穂長の変動係数が正で有意な結果となった。す
なわち、研究員延べ人数を一定とし、遺伝的基盤
の多様性を高めることで、研究開発投資の効率性
が上昇し、収量の向上が促されることがわかる。

分析対象となった農林登録品種は、母本となる
育種材料を必ずしも農業生物資源ジーンバンクか
らえているとは限らないが、交配時に育種家が利
用可能な母材の遺伝的多様性が高いほど、選抜さ
れた品種は育種目標に近づくと結論できる。

本分析では、上述した3つの特性からえた変動
係数を遺伝的多様性の指標として捉え、多様性拡
大が研究開発投資の効率性を改善するのか分析し
た。育種母材の多様性拡大は研究開発の成果をよ
り効率的に達成することから、遺伝的多様性を高
く維持することが今後の小麦育種にとっても重要
な要素となる。

今回の分析は、データの利用可能性から品種数
が限られており、育種成果には収量のみを扱っ
た。育種成果に品質項目を取り入れることで、品
質データ蓄積の効果についても分析する必要があ
ることを指摘しておきたい。

注７）窒素施肥量Nijは、各品種の「小麦新品種決定
に関する参考成績書」の生育概況・耕種概要か
ら得た。基肥と追肥を合わせた施肥量である。
栽培実験では、収量に対する施肥反応を分析
するため、品種ごとに少肥、多肥など、異なる施
肥量毎に単位面積当たりの収量を得ている。

Ⅳ.　育種家へのアンケート調査

前節では、遺伝的基盤の多様性維持・拡大が、
研究開発の効率性を左右することが示され、その
重要性が明らかとなった。本節では、遺伝的基盤
の維持・拡大の可能性について、育種家へのアン
ケート結果から明らかにしていく。

近年、科学の経済学を中心に、研究者のもつ無
形知識を、有形化・明文化する試みが進んでいる
(ステファン [17])。サイエンスリンケージと呼ば
れる指標(文部科学省 [5])もそのひとつで、特許と
いう有形財を生み出すのに要した無形知識を、特
許に記載される科学論文から計測することで、特
許の生産に必要な投入要素としての無形知識を明
確に捉えようとする試みである注8)。無形知識を明
示的に考慮することで、技術革新がどういった経

路で進むのか、またその経路の中で技術革新の妨
げとなるものは何かを明らかにすることができ、
技術革新を促す上でより有効な政策の立案に寄与
する。

前節で提示した研究開発関数に当てはめて考え
ると、交配の際に候補となる母材をどのように選
択するか、適切な母本にどのようにたどり着くの
か、を育種家の無形知識とみなすことができる。
ただし、そうした無形知識を把握することは困難
なため、Ⅲ節ではそれを明示的に考慮せず研究開
発関数の推定を行った。これを補う目的で、育種
家が実際どのような経路で育種母材を入手してい
るのか、アンケート調査を行った。

アンケートでは、遺伝資源の照会先として重視
する機関について、国内外の遺伝資源保存セン
ター、国内外の研究機関や学会、研究者同士のつ
ながりの7つの選択肢から重要と思われる上位3項
目をあげてもらった。2016年7月から8月にかけ
て、グルテン研究会注9)を通してアンケートに対す
る回答を依頼したところ、国の研究機関から12
人、都道府県の育種担当者から8人、大学その他
から5人、合計25人の回答があった。

その結果を表5にまとめた。国内の遺伝資源保
存センターについては、いずれの研究機関におい

ても、今後も照会先として重要であると認識され
ていることがわかる。また、外国の遺伝資源保存
センターについても、特に多くの育種家を抱える
国や都道府県の研究機関では、上位にあげられて
いる。

アンケートでは、国外からの遺伝資源導入の現
状についても尋ねたが、国と都道府県の育種家20
人中13人が、国外からの遺伝資源導入が難しく
なっている(ほか、2名が難しくなっているとは思
わない、5名が分らない)と回答している。その要
因として、(1)生物多様性条約の批准や資源国の権
利意識の高まりと利益配分への期待、(2)民間企業
の参入による知財意識の高まりといった国際環境
の変化のほか、(3)所属機関における手続きが未整
備であること、具体的には植物検疫での手続きの
煩雑さとトラブル、仮にMTA(素材移転契約)注10)

の下で譲渡されても、権利や利益配分を求められ
ることなどをあげている。このことからも、従来
のような研究者間の自由なやりとりでの譲渡・導
入が認められない中、近年、遺伝資源の譲渡手続
きが煩雑になり、取引費用が高まっていることが
分かる。

一方で、育種家は多様化・細分化していく消費
者や実需者の要望に応えていかなければならな
い。例えば、新品種の導入を地域農業や地域経済
を活性化させる材料と位置づける動きや(後藤 
[1])、国内産小麦への根強い消費者需要(Saito and 
Saito[13])への対応が求められるほか、用途も麺用
に限らず、冷凍向けのパン用小麦やドライパスタ
用デュラム小麦など、国外の遺伝資源なくしては
作出できない用途へも育種目標が拡大している
（表6）。

育種家にとって、譲渡の際の取引費用の増大
は、研究における非効率化につながる。遺伝資源
へのアクセスが厳格化する国際環境の中で、今
後、更に多様化・細分化していく消費者や実需者
の要望に対応するためには、個々の育種家や育種

機関が実施している譲渡手続きを一元化するな
ど、遺伝資源導入における取引費用の軽減に務め
ることが育種効率向上のためにも重要である。

注８）農業分野では、近藤・高山・長南[4]が、無形知
識としての施肥技術指数を論文数から作成し、
農業生産への貢献を評価している。

注９）グルテン研究会は、おもに小麦の品質問題改
善を目指して2010年に立ち上げられた研究会
で、育種家のほか、製粉、製パンなどの流通・
加工に携わる研究者が参画し、2016年5月時点
で321名が登録される。本調査ではグルテン研
究会からメール送信後、道府県の6つの研究機
関のほか、北海道、東北、近中四、九州沖縄の
農業研究センター、作物研究所、ホクレン農業
総合研究所についても、個別に回答を依頼し
た。グルテン研究会世話人によれば、12の機関
にそれぞれ1～3名程度が育種担当として所属す
ることから、現在、小麦育種の交配計画に関わ
る育種家は、あわせて30～35人である。

注10）素材の国際移転に際し、提供側と利用者側が
移転前に相互に合意する条件などを定めたもの
で、利益配分を定めたボンガイドライン（生物
多様性条約）に基準が示されている。

Ⅴ. まとめ

本稿では、遺伝資源の多様性が農業に与える影
響について、品種改良の効率性の観点から分析し
た。農業生物資源ジーンバンクのデータをもと
に、登録された小麦遺伝的基盤の多様性を指数と
してまとめ、多様性と品種改良の効率性について
回帰分析を行った。その結果、遺伝資源の多様性
が増すことで、日本の小麦育種の効率性が改善し
てきたことが示された。また、育種家へのアン
ケート調査結果から、育種母材の入手先としての
遺伝資源保存センターの重要性も確認された。

しかしながら、生物多様性条約の締結など、遺
伝資源保有国の権利意識の向上に伴い、遺伝資源
保存センターへの新規導入品種の数は減少の一途

をたどり、今後の多様性拡大が期待できる状況で
はない。実際、アンケートでも、海外の遺伝資源
の導入にかかる取引費用の増大が指摘されてい
る。

国産小麦による様々な小麦粉製品の供給が期待
され、それに伴う地域農業の活性化を図る上で、
継続的な遺伝資源の導入は必要不可欠である。分
析の中で指摘されたように、農業生物資源ジーン
バンクにはその特性が明らかにされていない品種
も多く存在する。遺伝資源の有効活用のために
も、そうした品種の特性調査を充実し、育種家の
利用に供試することが求められる。あわせて、国
外遺伝資源へのアクセスを確実に確保できるよう
素材移転契約(MTA)や共同研究体制の整備な
ど、研究インフラの整備も重要な課題である。

[付記]　本編は、日本学術振興会科学研究費補
助金・基盤(C)（24580311）による研究成果の一
部である。
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表2　原産地別の特性（稈長、穂長、登熟期間）の変動係数

図2　登録品種小麦の稈長分布

出所）農業生物資源ジーンバク
注１）対象とした品種の登録年は、1983-2012年である。
注２）調査対象項目とならない場合があり、観測値数は産地、特性によって異なる。
注３）単位は、稈長、穂長はセンチメートル、登熟期間は日である。

出所）農業生物資源ジーンバンク
注）対象とした品種の登録年は、1983-2012年である。

図3　登録品種小麦の穂長分布
出所）農業生物資源ジーンバンク
注）対象とした品種の登録年は、1983-2012年である。



Ⅰ. はじめに

農業生産の量的・質的拡大に品種改良が大きな
役割を果たしてきたことは言うまでもない。品種
改良では望ましい形質をもつ複数の個体を交配す
ることから、そうした形質を有する個体、すなわ
ち遺伝資源の利用可能性が、その効率性を大きく
左右する。そのため、現在、世界各地で遺伝資源
の探査収集・保存が活発に行われている。一方、
人類の活動範囲の地理的拡大は、生物多様性の喪
失をもたらすと危惧され、その維持や保全に向け
た取り組みが世界的に広がっている。例えば、一
定の生態系を保全することで固有種や絶滅危惧種
の保護に努める生息域内保全(in s i tuまたは
on-site conservation)は、国の内外を問わず幅広
く行われている。経済学分野においても、生物多

様性の喪失による経済的影響の分析や、維持・保
全へ向けた政策提言など、近年、その研究成果が
急速に増加している(吉田 [21]、大沼 [10])。

このようにバイオ関連分野では、有用な遺伝資
源の発見が経済的に大きな利潤につながるため、
遺伝資源を多く有する資源国は、他国からのアク
セスを制限するなどその主権を強めることで、得
られる利益配分を求めてきた。1992年に締結され
た生物多様性条約でも、こうした資源国の権利が
利益配分として配慮されている。

一方、資源国の多くが発展途上国であることか
ら、遺伝資源の円滑な取引によって実現される品
種改良の成果は、農業の生産性向上を通して、急
速な人口増大と食料危機に苦しむ資源国に還元さ
れるため、遺伝資源利用を積極的に進めるべきと
する意見もみられる(例えばWright [22]など)。ま

た、資源国への過剰な権利付与による技術知識の
過少利用は、技術応用におけるアンチコモンズの
悲劇(Heller and Eisenberg [2])の一例としてとら
えられ、資源の利用国である先進国の研究開発に
悪影響をもたらすと危惧される。このような問題
提起がなされるものの、遺伝資源に対する資源国
と利用国の間の権利関係が大きく変化しない限
り、今後は、従来のような自由な育種材料の譲渡
は望めない。したがって、資源利用国は遺伝資源
に対する資源国の主権を認めつつ、今ある遺伝資
源の効率的な利用を促進していくことが求められ
る。

本稿では、遺伝資源の利用に関わるこうした問
題について、日本の小麦育種を事例にその課題を
検討する。小麦の在来種に乏しい日本では、もと
もと遺伝資源の多様性が低く、「ゆめちから」や
「ハルユタカ」、もち性小麦の作出にみられるよ
うに、画期的な小麦を作出するためには海外から
の遺伝資源の導入が欠かせない。パン用、菓子
用、パスタ用と消費者の需要がますます多様化す
る中、海外遺伝資源の重要性もさらに高まると予
想される。その一方で、遺伝資源へのアクセスが
制限され、譲渡においては手続きが煩雑化してい
ることは小麦も例外ではない。

こうした背景のもと、海外遺伝資源の取引費用
上昇が我が国の小麦育種に及ぼす影響を考察す
る。まず、農業生物資源ジーンバンクのデータを
もとに、我が国における小麦の遺伝資源の蓄積に
ついて時系列的にまとめる。

農業生物資源研究所に設置されている種子保存
庫をはじめ、遺伝資源の最終保存地として、遺伝
資源保存センターが設置されている(田中・鳥
山・芦澤[18]、pp.25-56.)。これらは生息域内保全
に対し、域外保全(ex situ)と呼ばれ、その維持費
用と価値評価について、議論されてきた。おもな
論点は、品種育成に供試された種子と育種成果の
関連を追跡し難いため、育種成果からみた種子保

存の価値を評価し難いこと、すなわちオプション
価値として定義される将来世代の需要を明示的に
示せないことがあげられる(Pardy et al. [11])。本
稿では、域外保全の重要性を育種成果から推測
し、取引費用の上昇からその導入が困難になりつ
つある現状を踏まえ、今後の小麦育種への影響に
ついて考察する。

遺伝資源保存センターは、世界各所に設立され
ているが、我が国でも1985年に農林水産省によっ
てジーンバンク事業が開始され、原産地や育成地
から採集される植物・作物を、採集地点の環境条
件などの情報とともに導入・保存する施設として
設置された。作物ごとに保存センターを持ち、植
物分類学にもとづいて同定、評価され、様々な特
性調査がパスポートデータとして整理、蓄積され
ている (田中ほか[18])。

本稿では、農業生物資源ジーンバンクに登録さ
れた小麦品種の特性に関するデータをもとに、遺
伝資源の多様性を一つの指数としてまとめる。そ
うして得られた多様性指数と品種改良の効率性の
関係を研究開発関数とし回帰分析により明らかに
することで、遺伝資源の多様性を高めることの重
要性について検討する。その上で、育種家に対し
てアンケート調査を実施し、多様化・細分化する
小麦への需要に対応する上で、我が国のジーンバ
ンク事業がどのような貢献をしてきたのか、ま
た、遺伝資源にアクセスする際、どのような課題
に直面しているのかといった問いについて育種家
の意見を整理することで、小麦の遺伝資源の維
持・拡大に必要な政策的課題を提言する。

本論文の構成は以下の通りである。第2節では
我が国のジーンバンク事業について説明し、小麦
の遺伝資源の蓄積がどのように進んできたのか定
量的に把握する。第3節では遺伝資源の多様性が
小麦育種の効率性に及ぼす影響について研究開発
関数の推計結果をもとに検討する。第4節では育
種家へのアンケート調査の結果を示し、育種にお

ける遺伝資源保存センターの重要性や海外の遺伝
資源にアクセスする際の課題について整理する。
第5節で結論とする．

Ⅱ. 農業生物資源ジーンバンクにおける小
麦遺伝資源の蓄積

1. ジーンバンク事業
農業生物資源ジーンバンクでは、種子更新とと

もに、作物に関する様々な特性データを評価・収
集している(田中ほか[18])。調査項目は、稈長や穂
長など植物の生態に関わる1次特性、脱粒性や耐
病性など収量に関係する2次特性、蛋白質含有率
や色相など品質に関わる3次特性に分かれる。具
体的な調査項目数(必須項目と選択項目を含む)
は、1次が28項目、2次が18項目、3次が19項目に
及ぶ。

農業生物資源ジーンバンクは小麦の新品種作出
に対して多大な貢献をしてきた。例えばモチ性小
麦は、農業生物資源ジーンバンクから供試された
1,960品種のなかから、もち性遺伝子をもつ中国
の在来品種(白火)がみつかったことで作出された
(白田ほか[15]、白田[14])。また、ハルユタカは、
農林10号など日本由来の半矮性遺伝子の国際トウ
モロコシ・小麦改良センター(以下、CIMMYT)か
らの逆輸入により、大幅な収量増加となったこと
が知られている(田中ほか[18]、p.69)。

このように遺伝資源保存センターに保存される
遺伝資源の多様性が高いことで、目的とする遺伝
子を探し出しやすく、結果、育種目標を早期に達
成し、また、画期的な新品種が誕生する。以下で
は、小麦を対象に、農業生物資源ジーンバンクに
登録された品種の特性を整理し、わが国が保有す
る小麦遺伝資源の多様性について検討する。

2. 農業生物資源ジーンバンクにおける小麦登録数
の推移
農業生物資源ジーンバンクでは小麦について4

万件近いデータが登録されているが、同一品種名
(JP番号)による重複登録を排除すると14,149件と
なる注1)。うち、普通小麦(Triticum aestivum (L.) 
Thell.)に該当する13,215件を本研究の分析対象と
した注2)。

国内産・外国産別の小麦の累積導入数の推移を
図1に示す。日本における遺伝資源保全の取り組
みは、20世紀初めの組織的な近代育種における素
材確保に始まり、作物別の育種材料研究室の設
立、種子貯蔵施設の建設を経て、1985年開始の
ジーンバンク事業につながる(白田ほか[15])。1988
年には遺伝資源保存管理施設が建設され、各研究
室から、パスポートデータとともに種子が農業生
物資源ジーンバンクに移管され、それ以降、登録
品種数が急速に増加した。

2013年度登録品種までのデータを山本[20]にし
たがって2期に分け、白田[14]や農業生物資源研究
所における聞き取り調査をもとに、導入数の推移
をみたい。具体的には、生物多様性条約(CBD)が
採択された1992年(日本は同年6月に署名)までをⅠ
期(1983-1992年、山本[20]のⅡ期に該当)とし、そ
れ以降をⅡ期とする。

Ⅰ期は、遺伝資源は人類共有の財産であり、自
由な交換・利用が可能であった時代で、遺伝資源
の利用から生じる利益を提供者と配分する、とい
う利益配分と農民の権利が認められる1992年の生
物多様性条約採択へ至る期間である(山本[20])。国
内では1985年、農林水産省によりジーンバンク事
業が開始され、国内外の遺伝資源保全と利用を促
進する機関として、遺伝資源探索を含め種子保存
の体制整備が進んだ時期でもある(白田[14])。この
間、稲類、麦類、豆類を中心に、国内外で積極的
な探索・収集活動も行われたことから、国内産・
外国産ともに小麦の登録数も増加し保存点数は倍
増した(白田ほか [15]、pp.16-21)。

しかし、Ⅱ期に入ると、1992年に生物多様性条
約が採択されたことで遺伝資源の海外探索が難し
くなり、それまでに登録された保存種子の特性調
査に重点が置かれるようになった。ただし小麦に
ついては、CIMMYTから国際現地試験を兼ねた
導入が続き、生物多様性条約の採択前後でも外国
産の小麦の導入は継続している。しかしながら、
2006年には新規導入数は60まで減少、CIMMYT
からの導入も2008年の14を最後に途絶え、2012年
には国内産、外国産ともに0となり、今後は、農

業生物資源ジーンバンクにおける多様性拡大は望
めそうもない。

3. 遺伝資源の多様性
2013年までに登録された小麦品種について、産

地別の品種数を表1にまとめた。登録品種数
13,215のうち、外国産は11,540(87.3%)、国内産は
1,675(12.7%)であり、外国を原産地とする品種が
大半を占め、うち約6割が中南米(おもにCIMMYT) 
から導入された育成種である注3)。

次に、農業生物資源ジーンバンクでの調査対象
となる項目のうち、定量的に把握することが可能
な稈長、穂長、登熟期間について、原産地の国内
外別にまとめた（表2）注4)。遺伝資源の多様性を
表す指標としては、これまで、品種数のほか、表
現型を利用した指標、近縁係数や来歴から作成す
る潜在指数などが提案されている(Meng et al.[8]、
Smale et al.[16])。日本でも農林登録品種を対象に
近縁係数をもちいた指標(水田・吉田[9]、小林・
吉田[3])が提示されているが、農業生物資源ジー
ンバンク登録品種は来歴不明の在来種も含まれ、
近縁係数を計算することができない。そこで本稿
では、上記3つの項目別に変動係数を計算し、遺

伝的多様性の指標とする。
表2は、ジーンバンク事業開始年の1985年から

2012年までに登録された品種のうち、稈長、穂
長、登熟期間について、平均値、標準偏差、変動
係数を示したものである。観測値数は、外国産が
国内産に比べて多く、また、特性によっても異な
る。稈長、穂長、登熟期間のいずれにおいても、
海外産全体の変動係数は、国内産のそれを上回る
結果となった。 

外国産品種は全登録数11,540に占める在来種の
割合が9.8％で、その地理的収集範囲も広い。一
方、国内産品種は、登録品種数1,675（表1）のう
ち在来種が約2％と少数である。実需や一定の社
会需要に応えようと品種改良された育成種に比
べ、長い伝播の過程で様々な地に適応した在来種
は多様性が大きいとされることから(ラディジン
スキー[7]、p.130)、とりわけ外国産小麦の場合、
在来品種の多さが遺伝資源の多様性に貢献してい
るものと考えられる。

次に、稈長、穂長、登熟日数のそれぞれについ
て、度数分布を示した（図2～4）。いずれも、外
国産が分布する範囲は国内産のそれに比べて広
く、また、度数も外国産の方が多いことから、外
国産の多様性が国内産の多様性を上回る。また、

外国産は収集範囲が広いことや、在来種の割合が
高いことが、多様性の拡大に貢献していると考え
られる。よって、農業生物資源ジーンバンクにお
いても外国産品種の導入が、遺伝的多様性の拡大
に重要な役割を果たすといえる。

4. 特性調査の対象品種数推移
次に、登録品種に占める調査済み特性項目の推

移をみてみよう。表2の観測値数をみると、登録
された13,215の小麦品種のうち、その特性が明ら
かになっている品種は多くても4,887(稈長と穂長)
で、全登録数の半数にも満たないことが分かる。
農業生物資源研究所では、栽培した全ての品種に
ついて、全項目を調査することは難しく、必要に
応じて調査項目を追加する。図5は1次から3次の
特性別に、特性が調査された品種数の累積推移を
示したものである注5)。1次特性は、農業生物資源
ジーンバンクへの登録と同時に調査も行われるた
め、特性が確認された品種数の累積推移は登録数
と一致する。一方、2次項目について調査された
品種の数はそれよりも遅れて推移し、3次項目の
品質特性は現在でも全登録品種の3分の1程度しか
調査されていないことが分かる。

育種家にとって、特性が明らかでない品種を育
種にもちいることは難しく、特性に関するデータ

CIMMYTと各国の研究開発投資の関係につい
てまとめたTraxler and Pingali [19]によると、
CIMMYTが遺伝的多様性を高めるような品種を
各国の育種機関に提供することで、各国の研究開
発投資1単位当たりの効率性が改善することを示
した。国際研究機関は、広範囲に適応可能な品種
を提供し、各国はそれを基に自国の気候条件に適
した品種を効率的に作出することができるためで
ある。これを一国が保有する遺伝資源の多様性
と、それを利用する育種機関として捉えると、育
種機関が利用可能な遺伝的多様性が増すことによ
り(G→G’)、研究開発投資の追加的な投入による
限界収量が増加するよう、研究開発関数は上方向
へシフトする。結果として、研究開発に対する投
資効果が改善し、より収量の高い小麦品種が作出
されると考えてよかろう。

本稿における研究開発関数の推定では、育種成
果として品種iの施肥反応実験j注7)における単位面
積当たり収量(Yij)をとり、以下の両対数線形型の
研究開発関数モデルを推定する。遺伝的多様性の
指標として、農業生物資源ジーンバンクに登録さ
れた小麦品種の変動係数を用いる。具体的には、
各品種の交配年に利用可能であったすべての農業
生物資源ジーンバンク登録品種(小麦)について、
特性(稈長(GLi)、穂長(GEi)、登熟日数(GFi))別に、
登録年毎に累積して変動係数を求めた。例えば、
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の蓄積と拡充は、既存の遺伝資源の有効活用を図
る上で解決されるべき課題の一つである。国外の
遺伝資源保存センターでも同様の課題に直面して
いるが、その原因についてKoo and Wright[6]は
次のようにまとめている。

遺伝資源保存センターは受け入れた品種につい
て、種子の更新をしながら、その特性をデータと
して蓄積する。一方、育種家からすると遺伝資源
保存センターに登録されている品種には特性の分
からないものが依然として多く、特性が明らかに
されたわずかな品種の中から適切な育種母材を見
つけることは困難である。したがって、育種家が
遺伝資源保存センターを積極的に利用するインセ
ンティブは弱く、センターとしても特性データの
整備を推進する必要性が薄れる、といった悪循環
に陥っている(Koo and Wright [6])。

図5に戻ろう。近年、品質に関わる3次特性につ
いて調査した品種の数が増えているが、これは、
育種目標が品質を重視する方向へシフトする中
（齋藤[13]）、登録品種を積極的に利用すること
で、そのシフトに対応しようとする動きとしてと
らえることができる注6)。遺伝資源の新規導入が望
めない現在、既存の登録品種の特性を明らかにす
ることは、遺伝資源の有効活用に向けた重要な課
題のひとつである。こうした中、次世代シーケン

サーの導入など、育種技術の進歩により、特性の
調査にかかる費用が大幅に低減することも予想さ
れ、今後はデータ蓄積も積極的に行われると期待
したい。

注１）小麦の種類別登録品種の内訳は、付表1を参
照されたい。

注２）重複登録の場合は、農業生物資源ジーンバン
クに初めて登録された年を登録年とし、特性調
査の結果については、調査最新年のものを採用
した。

注3）CIMMYTの国際分業体制については、
Traxler and Pingali [19]を参照のこと。

注４）他の調査項目は、多少や強弱、具体的な形状
で表示され定量的な把握は難しい。

注５）ここでは複数ある調査項目のうち、ひとつでも
調査されれば当該品種は調査済みとした。ただ
し表2でも示されているように、稈長や穂長と
いった基礎的な特性であっても調査された品
種は登録されたものの半数にも満たず、農業生
物資源ジーンバンク登録品種の特性調査が未
だ不十分であることが分かる。

注６）国内産の地方系統など育成品種は、育成地で
品質特性が調査され、それらのデータとともに
登録される場合も相当数ある。

Ⅲ. 研究開発関数の推定

前節では、農業生物資源ジーンバンクに登録さ
れた小麦について、特性別にその多様性を表す指
標を求めた。本節では、そのデータを利用して研
究開発関数を推定し、遺伝資源の多様性が育種成
果に及ぼす影響を定量的に把握する。研究開発関
数は小麦の収量(Y)を、小麦育種に関わる研究開
発投資(RD)と、小麦品種の遺伝的多様性(G)の関
数Y(RD, G)として表したものである（図6）。

品種iの交配年が2000年の場合、稈長、穂長、登
熟日数の各変動係数は、2000年を含むそれまでの
全ての（農業生物資源ジーンバンクの）登録品種
から求める。これを、育種家が交配計画を策定し
た時点で利用可能であった小麦遺伝資源の多様性
指標とし、数値に表すことで、研究開発の効率性
への影響を分析する。本分析では、研究開発投資
(RD)を研究員延べ人数(SYi , Scientist Year)で表す
こととし、それぞれの変動係数との交差項として
導入する。係数が正で有意であれば、研究開発投
資が一定のとき、交配年の変動係数が高いほど、
すなわち、育種家が利用可能な遺伝資源の多様性
が高いほど、より効率的に品種改良目標に到達す
ることを示す。

交差項以外の説明変数として、品種iの施肥反
応実験ｊにおける単位面積当たり窒素施肥量
(Nij)、秋播き品種との単収の差を考慮した春播き
品種ダミー(DSi)、育種に要した年数として、登
録年から交配年を引いた懐妊期間(Li)を推定式に
導入した。通常、研究開発投資の後、その成果の
結実には時間を要することから、技術知識ストッ
クの推計には、懐妊期間と呼ばれるタイムラグを
考慮する。本分析では、品種登録までに要した年
数を懐妊期間(Li)として導入した。εijは誤差項で
ある。

遺伝的多様性指標以外の変数は、交配年が1983
～2000年で、かつ品種登録済みの24品種を対象と
して、値は各品種の「小麦新品種決定に関する参
考成績書」記載のデータを利用した。表3は、以
上のとおり推計した被説明変数および説明変数
データである。研究開発関数モデルを最小2乗法
により推定した結果を表4に示す。

推定の結果、研究員延べ人数は正で有意とな
り、研究開発関数として定義できる。また、単位
当たり収量に及ぼす窒素施肥も正で有意に確認で
きた。ただし、懐妊期間として定義した登録に要
した年数は、有意な結果とはならなかった。

次に、研究員延べ人数との交差項は、稈長およ
び穂長の変動係数が正で有意な結果となった。す
なわち、研究員延べ人数を一定とし、遺伝的基盤
の多様性を高めることで、研究開発投資の効率性
が上昇し、収量の向上が促されることがわかる。

分析対象となった農林登録品種は、母本となる
育種材料を必ずしも農業生物資源ジーンバンクか
らえているとは限らないが、交配時に育種家が利
用可能な母材の遺伝的多様性が高いほど、選抜さ
れた品種は育種目標に近づくと結論できる。

本分析では、上述した3つの特性からえた変動
係数を遺伝的多様性の指標として捉え、多様性拡
大が研究開発投資の効率性を改善するのか分析し
た。育種母材の多様性拡大は研究開発の成果をよ
り効率的に達成することから、遺伝的多様性を高
く維持することが今後の小麦育種にとっても重要
な要素となる。

今回の分析は、データの利用可能性から品種数
が限られており、育種成果には収量のみを扱っ
た。育種成果に品質項目を取り入れることで、品
質データ蓄積の効果についても分析する必要があ
ることを指摘しておきたい。

注７）窒素施肥量Nijは、各品種の「小麦新品種決定
に関する参考成績書」の生育概況・耕種概要か
ら得た。基肥と追肥を合わせた施肥量である。
栽培実験では、収量に対する施肥反応を分析
するため、品種ごとに少肥、多肥など、異なる施
肥量毎に単位面積当たりの収量を得ている。

Ⅳ.　育種家へのアンケート調査

前節では、遺伝的基盤の多様性維持・拡大が、
研究開発の効率性を左右することが示され、その
重要性が明らかとなった。本節では、遺伝的基盤
の維持・拡大の可能性について、育種家へのアン
ケート結果から明らかにしていく。

近年、科学の経済学を中心に、研究者のもつ無
形知識を、有形化・明文化する試みが進んでいる
(ステファン [17])。サイエンスリンケージと呼ば
れる指標(文部科学省 [5])もそのひとつで、特許と
いう有形財を生み出すのに要した無形知識を、特
許に記載される科学論文から計測することで、特
許の生産に必要な投入要素としての無形知識を明
確に捉えようとする試みである注8)。無形知識を明
示的に考慮することで、技術革新がどういった経

路で進むのか、またその経路の中で技術革新の妨
げとなるものは何かを明らかにすることができ、
技術革新を促す上でより有効な政策の立案に寄与
する。

前節で提示した研究開発関数に当てはめて考え
ると、交配の際に候補となる母材をどのように選
択するか、適切な母本にどのようにたどり着くの
か、を育種家の無形知識とみなすことができる。
ただし、そうした無形知識を把握することは困難
なため、Ⅲ節ではそれを明示的に考慮せず研究開
発関数の推定を行った。これを補う目的で、育種
家が実際どのような経路で育種母材を入手してい
るのか、アンケート調査を行った。

アンケートでは、遺伝資源の照会先として重視
する機関について、国内外の遺伝資源保存セン
ター、国内外の研究機関や学会、研究者同士のつ
ながりの7つの選択肢から重要と思われる上位3項
目をあげてもらった。2016年7月から8月にかけ
て、グルテン研究会注9)を通してアンケートに対す
る回答を依頼したところ、国の研究機関から12
人、都道府県の育種担当者から8人、大学その他
から5人、合計25人の回答があった。

その結果を表5にまとめた。国内の遺伝資源保
存センターについては、いずれの研究機関におい

ても、今後も照会先として重要であると認識され
ていることがわかる。また、外国の遺伝資源保存
センターについても、特に多くの育種家を抱える
国や都道府県の研究機関では、上位にあげられて
いる。

アンケートでは、国外からの遺伝資源導入の現
状についても尋ねたが、国と都道府県の育種家20
人中13人が、国外からの遺伝資源導入が難しく
なっている(ほか、2名が難しくなっているとは思
わない、5名が分らない)と回答している。その要
因として、(1)生物多様性条約の批准や資源国の権
利意識の高まりと利益配分への期待、(2)民間企業
の参入による知財意識の高まりといった国際環境
の変化のほか、(3)所属機関における手続きが未整
備であること、具体的には植物検疫での手続きの
煩雑さとトラブル、仮にMTA(素材移転契約)注10)

の下で譲渡されても、権利や利益配分を求められ
ることなどをあげている。このことからも、従来
のような研究者間の自由なやりとりでの譲渡・導
入が認められない中、近年、遺伝資源の譲渡手続
きが煩雑になり、取引費用が高まっていることが
分かる。

一方で、育種家は多様化・細分化していく消費
者や実需者の要望に応えていかなければならな
い。例えば、新品種の導入を地域農業や地域経済
を活性化させる材料と位置づける動きや(後藤 
[1])、国内産小麦への根強い消費者需要(Saito and 
Saito[13])への対応が求められるほか、用途も麺用
に限らず、冷凍向けのパン用小麦やドライパスタ
用デュラム小麦など、国外の遺伝資源なくしては
作出できない用途へも育種目標が拡大している
（表6）。

育種家にとって、譲渡の際の取引費用の増大
は、研究における非効率化につながる。遺伝資源
へのアクセスが厳格化する国際環境の中で、今
後、更に多様化・細分化していく消費者や実需者
の要望に対応するためには、個々の育種家や育種

機関が実施している譲渡手続きを一元化するな
ど、遺伝資源導入における取引費用の軽減に務め
ることが育種効率向上のためにも重要である。

注８）農業分野では、近藤・高山・長南[4]が、無形知
識としての施肥技術指数を論文数から作成し、
農業生産への貢献を評価している。

注９）グルテン研究会は、おもに小麦の品質問題改
善を目指して2010年に立ち上げられた研究会
で、育種家のほか、製粉、製パンなどの流通・
加工に携わる研究者が参画し、2016年5月時点
で321名が登録される。本調査ではグルテン研
究会からメール送信後、道府県の6つの研究機
関のほか、北海道、東北、近中四、九州沖縄の
農業研究センター、作物研究所、ホクレン農業
総合研究所についても、個別に回答を依頼し
た。グルテン研究会世話人によれば、12の機関
にそれぞれ1～3名程度が育種担当として所属す
ることから、現在、小麦育種の交配計画に関わ
る育種家は、あわせて30～35人である。

注10）素材の国際移転に際し、提供側と利用者側が
移転前に相互に合意する条件などを定めたもの
で、利益配分を定めたボンガイドライン（生物
多様性条約）に基準が示されている。

Ⅴ. まとめ

本稿では、遺伝資源の多様性が農業に与える影
響について、品種改良の効率性の観点から分析し
た。農業生物資源ジーンバンクのデータをもと
に、登録された小麦遺伝的基盤の多様性を指数と
してまとめ、多様性と品種改良の効率性について
回帰分析を行った。その結果、遺伝資源の多様性
が増すことで、日本の小麦育種の効率性が改善し
てきたことが示された。また、育種家へのアン
ケート調査結果から、育種母材の入手先としての
遺伝資源保存センターの重要性も確認された。

しかしながら、生物多様性条約の締結など、遺
伝資源保有国の権利意識の向上に伴い、遺伝資源
保存センターへの新規導入品種の数は減少の一途

をたどり、今後の多様性拡大が期待できる状況で
はない。実際、アンケートでも、海外の遺伝資源
の導入にかかる取引費用の増大が指摘されてい
る。

国産小麦による様々な小麦粉製品の供給が期待
され、それに伴う地域農業の活性化を図る上で、
継続的な遺伝資源の導入は必要不可欠である。分
析の中で指摘されたように、農業生物資源ジーン
バンクにはその特性が明らかにされていない品種
も多く存在する。遺伝資源の有効活用のために
も、そうした品種の特性調査を充実し、育種家の
利用に供試することが求められる。あわせて、国
外遺伝資源へのアクセスを確実に確保できるよう
素材移転契約(MTA)や共同研究体制の整備な
ど、研究インフラの整備も重要な課題である。

[付記]　本編は、日本学術振興会科学研究費補
助金・基盤(C)（24580311）による研究成果の一
部である。
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図4　登録品種小麦の登熟日数分布
出所）農業生物資源ジーンバンク
注）対象とした品種の登録年は、1983-2012年である。

図5　特性別調査品種数の累積推移
(1983-2012年、普通小麦のみ)

出所）農業生物資源ジーンバンク
注）品種別に新たに調査項目が追加された調査年による調査

品種数の累積推移を示す。



Ⅰ. はじめに

農業生産の量的・質的拡大に品種改良が大きな
役割を果たしてきたことは言うまでもない。品種
改良では望ましい形質をもつ複数の個体を交配す
ることから、そうした形質を有する個体、すなわ
ち遺伝資源の利用可能性が、その効率性を大きく
左右する。そのため、現在、世界各地で遺伝資源
の探査収集・保存が活発に行われている。一方、
人類の活動範囲の地理的拡大は、生物多様性の喪
失をもたらすと危惧され、その維持や保全に向け
た取り組みが世界的に広がっている。例えば、一
定の生態系を保全することで固有種や絶滅危惧種
の保護に努める生息域内保全(in s i tuまたは
on-site conservation)は、国の内外を問わず幅広
く行われている。経済学分野においても、生物多

様性の喪失による経済的影響の分析や、維持・保
全へ向けた政策提言など、近年、その研究成果が
急速に増加している(吉田 [21]、大沼 [10])。

このようにバイオ関連分野では、有用な遺伝資
源の発見が経済的に大きな利潤につながるため、
遺伝資源を多く有する資源国は、他国からのアク
セスを制限するなどその主権を強めることで、得
られる利益配分を求めてきた。1992年に締結され
た生物多様性条約でも、こうした資源国の権利が
利益配分として配慮されている。

一方、資源国の多くが発展途上国であることか
ら、遺伝資源の円滑な取引によって実現される品
種改良の成果は、農業の生産性向上を通して、急
速な人口増大と食料危機に苦しむ資源国に還元さ
れるため、遺伝資源利用を積極的に進めるべきと
する意見もみられる(例えばWright [22]など)。ま

た、資源国への過剰な権利付与による技術知識の
過少利用は、技術応用におけるアンチコモンズの
悲劇(Heller and Eisenberg [2])の一例としてとら
えられ、資源の利用国である先進国の研究開発に
悪影響をもたらすと危惧される。このような問題
提起がなされるものの、遺伝資源に対する資源国
と利用国の間の権利関係が大きく変化しない限
り、今後は、従来のような自由な育種材料の譲渡
は望めない。したがって、資源利用国は遺伝資源
に対する資源国の主権を認めつつ、今ある遺伝資
源の効率的な利用を促進していくことが求められ
る。

本稿では、遺伝資源の利用に関わるこうした問
題について、日本の小麦育種を事例にその課題を
検討する。小麦の在来種に乏しい日本では、もと
もと遺伝資源の多様性が低く、「ゆめちから」や
「ハルユタカ」、もち性小麦の作出にみられるよ
うに、画期的な小麦を作出するためには海外から
の遺伝資源の導入が欠かせない。パン用、菓子
用、パスタ用と消費者の需要がますます多様化す
る中、海外遺伝資源の重要性もさらに高まると予
想される。その一方で、遺伝資源へのアクセスが
制限され、譲渡においては手続きが煩雑化してい
ることは小麦も例外ではない。

こうした背景のもと、海外遺伝資源の取引費用
上昇が我が国の小麦育種に及ぼす影響を考察す
る。まず、農業生物資源ジーンバンクのデータを
もとに、我が国における小麦の遺伝資源の蓄積に
ついて時系列的にまとめる。

農業生物資源研究所に設置されている種子保存
庫をはじめ、遺伝資源の最終保存地として、遺伝
資源保存センターが設置されている(田中・鳥
山・芦澤[18]、pp.25-56.)。これらは生息域内保全
に対し、域外保全(ex situ)と呼ばれ、その維持費
用と価値評価について、議論されてきた。おもな
論点は、品種育成に供試された種子と育種成果の
関連を追跡し難いため、育種成果からみた種子保

存の価値を評価し難いこと、すなわちオプション
価値として定義される将来世代の需要を明示的に
示せないことがあげられる(Pardy et al. [11])。本
稿では、域外保全の重要性を育種成果から推測
し、取引費用の上昇からその導入が困難になりつ
つある現状を踏まえ、今後の小麦育種への影響に
ついて考察する。

遺伝資源保存センターは、世界各所に設立され
ているが、我が国でも1985年に農林水産省によっ
てジーンバンク事業が開始され、原産地や育成地
から採集される植物・作物を、採集地点の環境条
件などの情報とともに導入・保存する施設として
設置された。作物ごとに保存センターを持ち、植
物分類学にもとづいて同定、評価され、様々な特
性調査がパスポートデータとして整理、蓄積され
ている (田中ほか[18])。

本稿では、農業生物資源ジーンバンクに登録さ
れた小麦品種の特性に関するデータをもとに、遺
伝資源の多様性を一つの指数としてまとめる。そ
うして得られた多様性指数と品種改良の効率性の
関係を研究開発関数とし回帰分析により明らかに
することで、遺伝資源の多様性を高めることの重
要性について検討する。その上で、育種家に対し
てアンケート調査を実施し、多様化・細分化する
小麦への需要に対応する上で、我が国のジーンバ
ンク事業がどのような貢献をしてきたのか、ま
た、遺伝資源にアクセスする際、どのような課題
に直面しているのかといった問いについて育種家
の意見を整理することで、小麦の遺伝資源の維
持・拡大に必要な政策的課題を提言する。

本論文の構成は以下の通りである。第2節では
我が国のジーンバンク事業について説明し、小麦
の遺伝資源の蓄積がどのように進んできたのか定
量的に把握する。第3節では遺伝資源の多様性が
小麦育種の効率性に及ぼす影響について研究開発
関数の推計結果をもとに検討する。第4節では育
種家へのアンケート調査の結果を示し、育種にお

ける遺伝資源保存センターの重要性や海外の遺伝
資源にアクセスする際の課題について整理する。
第5節で結論とする．

Ⅱ. 農業生物資源ジーンバンクにおける小
麦遺伝資源の蓄積

1. ジーンバンク事業
農業生物資源ジーンバンクでは、種子更新とと

もに、作物に関する様々な特性データを評価・収
集している(田中ほか[18])。調査項目は、稈長や穂
長など植物の生態に関わる1次特性、脱粒性や耐
病性など収量に関係する2次特性、蛋白質含有率
や色相など品質に関わる3次特性に分かれる。具
体的な調査項目数(必須項目と選択項目を含む)
は、1次が28項目、2次が18項目、3次が19項目に
及ぶ。

農業生物資源ジーンバンクは小麦の新品種作出
に対して多大な貢献をしてきた。例えばモチ性小
麦は、農業生物資源ジーンバンクから供試された
1,960品種のなかから、もち性遺伝子をもつ中国
の在来品種(白火)がみつかったことで作出された
(白田ほか[15]、白田[14])。また、ハルユタカは、
農林10号など日本由来の半矮性遺伝子の国際トウ
モロコシ・小麦改良センター(以下、CIMMYT)か
らの逆輸入により、大幅な収量増加となったこと
が知られている(田中ほか[18]、p.69)。

このように遺伝資源保存センターに保存される
遺伝資源の多様性が高いことで、目的とする遺伝
子を探し出しやすく、結果、育種目標を早期に達
成し、また、画期的な新品種が誕生する。以下で
は、小麦を対象に、農業生物資源ジーンバンクに
登録された品種の特性を整理し、わが国が保有す
る小麦遺伝資源の多様性について検討する。

2. 農業生物資源ジーンバンクにおける小麦登録数
の推移
農業生物資源ジーンバンクでは小麦について4

万件近いデータが登録されているが、同一品種名
(JP番号)による重複登録を排除すると14,149件と
なる注1)。うち、普通小麦(Triticum aestivum (L.) 
Thell.)に該当する13,215件を本研究の分析対象と
した注2)。

国内産・外国産別の小麦の累積導入数の推移を
図1に示す。日本における遺伝資源保全の取り組
みは、20世紀初めの組織的な近代育種における素
材確保に始まり、作物別の育種材料研究室の設
立、種子貯蔵施設の建設を経て、1985年開始の
ジーンバンク事業につながる(白田ほか[15])。1988
年には遺伝資源保存管理施設が建設され、各研究
室から、パスポートデータとともに種子が農業生
物資源ジーンバンクに移管され、それ以降、登録
品種数が急速に増加した。

2013年度登録品種までのデータを山本[20]にし
たがって2期に分け、白田[14]や農業生物資源研究
所における聞き取り調査をもとに、導入数の推移
をみたい。具体的には、生物多様性条約(CBD)が
採択された1992年(日本は同年6月に署名)までをⅠ
期(1983-1992年、山本[20]のⅡ期に該当)とし、そ
れ以降をⅡ期とする。

Ⅰ期は、遺伝資源は人類共有の財産であり、自
由な交換・利用が可能であった時代で、遺伝資源
の利用から生じる利益を提供者と配分する、とい
う利益配分と農民の権利が認められる1992年の生
物多様性条約採択へ至る期間である(山本[20])。国
内では1985年、農林水産省によりジーンバンク事
業が開始され、国内外の遺伝資源保全と利用を促
進する機関として、遺伝資源探索を含め種子保存
の体制整備が進んだ時期でもある(白田[14])。この
間、稲類、麦類、豆類を中心に、国内外で積極的
な探索・収集活動も行われたことから、国内産・
外国産ともに小麦の登録数も増加し保存点数は倍
増した(白田ほか [15]、pp.16-21)。

しかし、Ⅱ期に入ると、1992年に生物多様性条
約が採択されたことで遺伝資源の海外探索が難し
くなり、それまでに登録された保存種子の特性調
査に重点が置かれるようになった。ただし小麦に
ついては、CIMMYTから国際現地試験を兼ねた
導入が続き、生物多様性条約の採択前後でも外国
産の小麦の導入は継続している。しかしながら、
2006年には新規導入数は60まで減少、CIMMYT
からの導入も2008年の14を最後に途絶え、2012年
には国内産、外国産ともに0となり、今後は、農

業生物資源ジーンバンクにおける多様性拡大は望
めそうもない。

3. 遺伝資源の多様性
2013年までに登録された小麦品種について、産

地別の品種数を表1にまとめた。登録品種数
13,215のうち、外国産は11,540(87.3%)、国内産は
1,675(12.7%)であり、外国を原産地とする品種が
大半を占め、うち約6割が中南米(おもにCIMMYT) 
から導入された育成種である注3)。

次に、農業生物資源ジーンバンクでの調査対象
となる項目のうち、定量的に把握することが可能
な稈長、穂長、登熟期間について、原産地の国内
外別にまとめた（表2）注4)。遺伝資源の多様性を
表す指標としては、これまで、品種数のほか、表
現型を利用した指標、近縁係数や来歴から作成す
る潜在指数などが提案されている(Meng et al.[8]、
Smale et al.[16])。日本でも農林登録品種を対象に
近縁係数をもちいた指標(水田・吉田[9]、小林・
吉田[3])が提示されているが、農業生物資源ジー
ンバンク登録品種は来歴不明の在来種も含まれ、
近縁係数を計算することができない。そこで本稿
では、上記3つの項目別に変動係数を計算し、遺

伝的多様性の指標とする。
表2は、ジーンバンク事業開始年の1985年から

2012年までに登録された品種のうち、稈長、穂
長、登熟期間について、平均値、標準偏差、変動
係数を示したものである。観測値数は、外国産が
国内産に比べて多く、また、特性によっても異な
る。稈長、穂長、登熟期間のいずれにおいても、
海外産全体の変動係数は、国内産のそれを上回る
結果となった。 

外国産品種は全登録数11,540に占める在来種の
割合が9.8％で、その地理的収集範囲も広い。一
方、国内産品種は、登録品種数1,675（表1）のう
ち在来種が約2％と少数である。実需や一定の社
会需要に応えようと品種改良された育成種に比
べ、長い伝播の過程で様々な地に適応した在来種
は多様性が大きいとされることから(ラディジン
スキー[7]、p.130)、とりわけ外国産小麦の場合、
在来品種の多さが遺伝資源の多様性に貢献してい
るものと考えられる。

次に、稈長、穂長、登熟日数のそれぞれについ
て、度数分布を示した（図2～4）。いずれも、外
国産が分布する範囲は国内産のそれに比べて広
く、また、度数も外国産の方が多いことから、外
国産の多様性が国内産の多様性を上回る。また、

外国産は収集範囲が広いことや、在来種の割合が
高いことが、多様性の拡大に貢献していると考え
られる。よって、農業生物資源ジーンバンクにお
いても外国産品種の導入が、遺伝的多様性の拡大
に重要な役割を果たすといえる。

4. 特性調査の対象品種数推移
次に、登録品種に占める調査済み特性項目の推

移をみてみよう。表2の観測値数をみると、登録
された13,215の小麦品種のうち、その特性が明ら
かになっている品種は多くても4,887(稈長と穂長)
で、全登録数の半数にも満たないことが分かる。
農業生物資源研究所では、栽培した全ての品種に
ついて、全項目を調査することは難しく、必要に
応じて調査項目を追加する。図5は1次から3次の
特性別に、特性が調査された品種数の累積推移を
示したものである注5)。1次特性は、農業生物資源
ジーンバンクへの登録と同時に調査も行われるた
め、特性が確認された品種数の累積推移は登録数
と一致する。一方、2次項目について調査された
品種の数はそれよりも遅れて推移し、3次項目の
品質特性は現在でも全登録品種の3分の1程度しか
調査されていないことが分かる。

育種家にとって、特性が明らかでない品種を育
種にもちいることは難しく、特性に関するデータ

CIMMYTと各国の研究開発投資の関係につい
てまとめたTraxler and Pingali [19]によると、
CIMMYTが遺伝的多様性を高めるような品種を
各国の育種機関に提供することで、各国の研究開
発投資1単位当たりの効率性が改善することを示
した。国際研究機関は、広範囲に適応可能な品種
を提供し、各国はそれを基に自国の気候条件に適
した品種を効率的に作出することができるためで
ある。これを一国が保有する遺伝資源の多様性
と、それを利用する育種機関として捉えると、育
種機関が利用可能な遺伝的多様性が増すことによ
り(G→G’)、研究開発投資の追加的な投入による
限界収量が増加するよう、研究開発関数は上方向
へシフトする。結果として、研究開発に対する投
資効果が改善し、より収量の高い小麦品種が作出
されると考えてよかろう。

本稿における研究開発関数の推定では、育種成
果として品種iの施肥反応実験j注7)における単位面
積当たり収量(Yij)をとり、以下の両対数線形型の
研究開発関数モデルを推定する。遺伝的多様性の
指標として、農業生物資源ジーンバンクに登録さ
れた小麦品種の変動係数を用いる。具体的には、
各品種の交配年に利用可能であったすべての農業
生物資源ジーンバンク登録品種(小麦)について、
特性(稈長(GLi)、穂長(GEi)、登熟日数(GFi))別に、
登録年毎に累積して変動係数を求めた。例えば、

− 88 −

の蓄積と拡充は、既存の遺伝資源の有効活用を図
る上で解決されるべき課題の一つである。国外の
遺伝資源保存センターでも同様の課題に直面して
いるが、その原因についてKoo and Wright[6]は
次のようにまとめている。

遺伝資源保存センターは受け入れた品種につい
て、種子の更新をしながら、その特性をデータと
して蓄積する。一方、育種家からすると遺伝資源
保存センターに登録されている品種には特性の分
からないものが依然として多く、特性が明らかに
されたわずかな品種の中から適切な育種母材を見
つけることは困難である。したがって、育種家が
遺伝資源保存センターを積極的に利用するインセ
ンティブは弱く、センターとしても特性データの
整備を推進する必要性が薄れる、といった悪循環
に陥っている(Koo and Wright [6])。

図5に戻ろう。近年、品質に関わる3次特性につ
いて調査した品種の数が増えているが、これは、
育種目標が品質を重視する方向へシフトする中
（齋藤[13]）、登録品種を積極的に利用すること
で、そのシフトに対応しようとする動きとしてと
らえることができる注6)。遺伝資源の新規導入が望
めない現在、既存の登録品種の特性を明らかにす
ることは、遺伝資源の有効活用に向けた重要な課
題のひとつである。こうした中、次世代シーケン

サーの導入など、育種技術の進歩により、特性の
調査にかかる費用が大幅に低減することも予想さ
れ、今後はデータ蓄積も積極的に行われると期待
したい。

注１）小麦の種類別登録品種の内訳は、付表1を参
照されたい。

注２）重複登録の場合は、農業生物資源ジーンバン
クに初めて登録された年を登録年とし、特性調
査の結果については、調査最新年のものを採用
した。

注3）CIMMYTの国際分業体制については、
Traxler and Pingali [19]を参照のこと。

注４）他の調査項目は、多少や強弱、具体的な形状
で表示され定量的な把握は難しい。

注５）ここでは複数ある調査項目のうち、ひとつでも
調査されれば当該品種は調査済みとした。ただ
し表2でも示されているように、稈長や穂長と
いった基礎的な特性であっても調査された品
種は登録されたものの半数にも満たず、農業生
物資源ジーンバンク登録品種の特性調査が未
だ不十分であることが分かる。

注６）国内産の地方系統など育成品種は、育成地で
品質特性が調査され、それらのデータとともに
登録される場合も相当数ある。

Ⅲ. 研究開発関数の推定

前節では、農業生物資源ジーンバンクに登録さ
れた小麦について、特性別にその多様性を表す指
標を求めた。本節では、そのデータを利用して研
究開発関数を推定し、遺伝資源の多様性が育種成
果に及ぼす影響を定量的に把握する。研究開発関
数は小麦の収量(Y)を、小麦育種に関わる研究開
発投資(RD)と、小麦品種の遺伝的多様性(G)の関
数Y(RD, G)として表したものである（図6）。

品種iの交配年が2000年の場合、稈長、穂長、登
熟日数の各変動係数は、2000年を含むそれまでの
全ての（農業生物資源ジーンバンクの）登録品種
から求める。これを、育種家が交配計画を策定し
た時点で利用可能であった小麦遺伝資源の多様性
指標とし、数値に表すことで、研究開発の効率性
への影響を分析する。本分析では、研究開発投資
(RD)を研究員延べ人数(SYi , Scientist Year)で表す
こととし、それぞれの変動係数との交差項として
導入する。係数が正で有意であれば、研究開発投
資が一定のとき、交配年の変動係数が高いほど、
すなわち、育種家が利用可能な遺伝資源の多様性
が高いほど、より効率的に品種改良目標に到達す
ることを示す。

交差項以外の説明変数として、品種iの施肥反
応実験ｊにおける単位面積当たり窒素施肥量
(Nij)、秋播き品種との単収の差を考慮した春播き
品種ダミー(DSi)、育種に要した年数として、登
録年から交配年を引いた懐妊期間(Li)を推定式に
導入した。通常、研究開発投資の後、その成果の
結実には時間を要することから、技術知識ストッ
クの推計には、懐妊期間と呼ばれるタイムラグを
考慮する。本分析では、品種登録までに要した年
数を懐妊期間(Li)として導入した。εijは誤差項で
ある。

遺伝的多様性指標以外の変数は、交配年が1983
～2000年で、かつ品種登録済みの24品種を対象と
して、値は各品種の「小麦新品種決定に関する参
考成績書」記載のデータを利用した。表3は、以
上のとおり推計した被説明変数および説明変数
データである。研究開発関数モデルを最小2乗法
により推定した結果を表4に示す。

推定の結果、研究員延べ人数は正で有意とな
り、研究開発関数として定義できる。また、単位
当たり収量に及ぼす窒素施肥も正で有意に確認で
きた。ただし、懐妊期間として定義した登録に要
した年数は、有意な結果とはならなかった。

次に、研究員延べ人数との交差項は、稈長およ
び穂長の変動係数が正で有意な結果となった。す
なわち、研究員延べ人数を一定とし、遺伝的基盤
の多様性を高めることで、研究開発投資の効率性
が上昇し、収量の向上が促されることがわかる。

分析対象となった農林登録品種は、母本となる
育種材料を必ずしも農業生物資源ジーンバンクか
らえているとは限らないが、交配時に育種家が利
用可能な母材の遺伝的多様性が高いほど、選抜さ
れた品種は育種目標に近づくと結論できる。

本分析では、上述した3つの特性からえた変動
係数を遺伝的多様性の指標として捉え、多様性拡
大が研究開発投資の効率性を改善するのか分析し
た。育種母材の多様性拡大は研究開発の成果をよ
り効率的に達成することから、遺伝的多様性を高
く維持することが今後の小麦育種にとっても重要
な要素となる。

今回の分析は、データの利用可能性から品種数
が限られており、育種成果には収量のみを扱っ
た。育種成果に品質項目を取り入れることで、品
質データ蓄積の効果についても分析する必要があ
ることを指摘しておきたい。

注７）窒素施肥量Nijは、各品種の「小麦新品種決定
に関する参考成績書」の生育概況・耕種概要か
ら得た。基肥と追肥を合わせた施肥量である。
栽培実験では、収量に対する施肥反応を分析
するため、品種ごとに少肥、多肥など、異なる施
肥量毎に単位面積当たりの収量を得ている。

Ⅳ.　育種家へのアンケート調査

前節では、遺伝的基盤の多様性維持・拡大が、
研究開発の効率性を左右することが示され、その
重要性が明らかとなった。本節では、遺伝的基盤
の維持・拡大の可能性について、育種家へのアン
ケート結果から明らかにしていく。

近年、科学の経済学を中心に、研究者のもつ無
形知識を、有形化・明文化する試みが進んでいる
(ステファン [17])。サイエンスリンケージと呼ば
れる指標(文部科学省 [5])もそのひとつで、特許と
いう有形財を生み出すのに要した無形知識を、特
許に記載される科学論文から計測することで、特
許の生産に必要な投入要素としての無形知識を明
確に捉えようとする試みである注8)。無形知識を明
示的に考慮することで、技術革新がどういった経

路で進むのか、またその経路の中で技術革新の妨
げとなるものは何かを明らかにすることができ、
技術革新を促す上でより有効な政策の立案に寄与
する。

前節で提示した研究開発関数に当てはめて考え
ると、交配の際に候補となる母材をどのように選
択するか、適切な母本にどのようにたどり着くの
か、を育種家の無形知識とみなすことができる。
ただし、そうした無形知識を把握することは困難
なため、Ⅲ節ではそれを明示的に考慮せず研究開
発関数の推定を行った。これを補う目的で、育種
家が実際どのような経路で育種母材を入手してい
るのか、アンケート調査を行った。

アンケートでは、遺伝資源の照会先として重視
する機関について、国内外の遺伝資源保存セン
ター、国内外の研究機関や学会、研究者同士のつ
ながりの7つの選択肢から重要と思われる上位3項
目をあげてもらった。2016年7月から8月にかけ
て、グルテン研究会注9)を通してアンケートに対す
る回答を依頼したところ、国の研究機関から12
人、都道府県の育種担当者から8人、大学その他
から5人、合計25人の回答があった。

その結果を表5にまとめた。国内の遺伝資源保
存センターについては、いずれの研究機関におい

ても、今後も照会先として重要であると認識され
ていることがわかる。また、外国の遺伝資源保存
センターについても、特に多くの育種家を抱える
国や都道府県の研究機関では、上位にあげられて
いる。

アンケートでは、国外からの遺伝資源導入の現
状についても尋ねたが、国と都道府県の育種家20
人中13人が、国外からの遺伝資源導入が難しく
なっている(ほか、2名が難しくなっているとは思
わない、5名が分らない)と回答している。その要
因として、(1)生物多様性条約の批准や資源国の権
利意識の高まりと利益配分への期待、(2)民間企業
の参入による知財意識の高まりといった国際環境
の変化のほか、(3)所属機関における手続きが未整
備であること、具体的には植物検疫での手続きの
煩雑さとトラブル、仮にMTA(素材移転契約)注10)

の下で譲渡されても、権利や利益配分を求められ
ることなどをあげている。このことからも、従来
のような研究者間の自由なやりとりでの譲渡・導
入が認められない中、近年、遺伝資源の譲渡手続
きが煩雑になり、取引費用が高まっていることが
分かる。

一方で、育種家は多様化・細分化していく消費
者や実需者の要望に応えていかなければならな
い。例えば、新品種の導入を地域農業や地域経済
を活性化させる材料と位置づける動きや(後藤 
[1])、国内産小麦への根強い消費者需要(Saito and 
Saito[13])への対応が求められるほか、用途も麺用
に限らず、冷凍向けのパン用小麦やドライパスタ
用デュラム小麦など、国外の遺伝資源なくしては
作出できない用途へも育種目標が拡大している
（表6）。

育種家にとって、譲渡の際の取引費用の増大
は、研究における非効率化につながる。遺伝資源
へのアクセスが厳格化する国際環境の中で、今
後、更に多様化・細分化していく消費者や実需者
の要望に対応するためには、個々の育種家や育種

機関が実施している譲渡手続きを一元化するな
ど、遺伝資源導入における取引費用の軽減に務め
ることが育種効率向上のためにも重要である。

注８）農業分野では、近藤・高山・長南[4]が、無形知
識としての施肥技術指数を論文数から作成し、
農業生産への貢献を評価している。

注９）グルテン研究会は、おもに小麦の品質問題改
善を目指して2010年に立ち上げられた研究会
で、育種家のほか、製粉、製パンなどの流通・
加工に携わる研究者が参画し、2016年5月時点
で321名が登録される。本調査ではグルテン研
究会からメール送信後、道府県の6つの研究機
関のほか、北海道、東北、近中四、九州沖縄の
農業研究センター、作物研究所、ホクレン農業
総合研究所についても、個別に回答を依頼し
た。グルテン研究会世話人によれば、12の機関
にそれぞれ1～3名程度が育種担当として所属す
ることから、現在、小麦育種の交配計画に関わ
る育種家は、あわせて30～35人である。

注10）素材の国際移転に際し、提供側と利用者側が
移転前に相互に合意する条件などを定めたもの
で、利益配分を定めたボンガイドライン（生物
多様性条約）に基準が示されている。

Ⅴ. まとめ

本稿では、遺伝資源の多様性が農業に与える影
響について、品種改良の効率性の観点から分析し
た。農業生物資源ジーンバンクのデータをもと
に、登録された小麦遺伝的基盤の多様性を指数と
してまとめ、多様性と品種改良の効率性について
回帰分析を行った。その結果、遺伝資源の多様性
が増すことで、日本の小麦育種の効率性が改善し
てきたことが示された。また、育種家へのアン
ケート調査結果から、育種母材の入手先としての
遺伝資源保存センターの重要性も確認された。

しかしながら、生物多様性条約の締結など、遺
伝資源保有国の権利意識の向上に伴い、遺伝資源
保存センターへの新規導入品種の数は減少の一途

をたどり、今後の多様性拡大が期待できる状況で
はない。実際、アンケートでも、海外の遺伝資源
の導入にかかる取引費用の増大が指摘されてい
る。

国産小麦による様々な小麦粉製品の供給が期待
され、それに伴う地域農業の活性化を図る上で、
継続的な遺伝資源の導入は必要不可欠である。分
析の中で指摘されたように、農業生物資源ジーン
バンクにはその特性が明らかにされていない品種
も多く存在する。遺伝資源の有効活用のために
も、そうした品種の特性調査を充実し、育種家の
利用に供試することが求められる。あわせて、国
外遺伝資源へのアクセスを確実に確保できるよう
素材移転契約(MTA)や共同研究体制の整備な
ど、研究インフラの整備も重要な課題である。

[付記]　本編は、日本学術振興会科学研究費補
助金・基盤(C)（24580311）による研究成果の一
部である。
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Ⅰ. はじめに

農業生産の量的・質的拡大に品種改良が大きな
役割を果たしてきたことは言うまでもない。品種
改良では望ましい形質をもつ複数の個体を交配す
ることから、そうした形質を有する個体、すなわ
ち遺伝資源の利用可能性が、その効率性を大きく
左右する。そのため、現在、世界各地で遺伝資源
の探査収集・保存が活発に行われている。一方、
人類の活動範囲の地理的拡大は、生物多様性の喪
失をもたらすと危惧され、その維持や保全に向け
た取り組みが世界的に広がっている。例えば、一
定の生態系を保全することで固有種や絶滅危惧種
の保護に努める生息域内保全(in s i tuまたは
on-site conservation)は、国の内外を問わず幅広
く行われている。経済学分野においても、生物多

様性の喪失による経済的影響の分析や、維持・保
全へ向けた政策提言など、近年、その研究成果が
急速に増加している(吉田 [21]、大沼 [10])。

このようにバイオ関連分野では、有用な遺伝資
源の発見が経済的に大きな利潤につながるため、
遺伝資源を多く有する資源国は、他国からのアク
セスを制限するなどその主権を強めることで、得
られる利益配分を求めてきた。1992年に締結され
た生物多様性条約でも、こうした資源国の権利が
利益配分として配慮されている。

一方、資源国の多くが発展途上国であることか
ら、遺伝資源の円滑な取引によって実現される品
種改良の成果は、農業の生産性向上を通して、急
速な人口増大と食料危機に苦しむ資源国に還元さ
れるため、遺伝資源利用を積極的に進めるべきと
する意見もみられる(例えばWright [22]など)。ま

た、資源国への過剰な権利付与による技術知識の
過少利用は、技術応用におけるアンチコモンズの
悲劇(Heller and Eisenberg [2])の一例としてとら
えられ、資源の利用国である先進国の研究開発に
悪影響をもたらすと危惧される。このような問題
提起がなされるものの、遺伝資源に対する資源国
と利用国の間の権利関係が大きく変化しない限
り、今後は、従来のような自由な育種材料の譲渡
は望めない。したがって、資源利用国は遺伝資源
に対する資源国の主権を認めつつ、今ある遺伝資
源の効率的な利用を促進していくことが求められ
る。

本稿では、遺伝資源の利用に関わるこうした問
題について、日本の小麦育種を事例にその課題を
検討する。小麦の在来種に乏しい日本では、もと
もと遺伝資源の多様性が低く、「ゆめちから」や
「ハルユタカ」、もち性小麦の作出にみられるよ
うに、画期的な小麦を作出するためには海外から
の遺伝資源の導入が欠かせない。パン用、菓子
用、パスタ用と消費者の需要がますます多様化す
る中、海外遺伝資源の重要性もさらに高まると予
想される。その一方で、遺伝資源へのアクセスが
制限され、譲渡においては手続きが煩雑化してい
ることは小麦も例外ではない。

こうした背景のもと、海外遺伝資源の取引費用
上昇が我が国の小麦育種に及ぼす影響を考察す
る。まず、農業生物資源ジーンバンクのデータを
もとに、我が国における小麦の遺伝資源の蓄積に
ついて時系列的にまとめる。

農業生物資源研究所に設置されている種子保存
庫をはじめ、遺伝資源の最終保存地として、遺伝
資源保存センターが設置されている(田中・鳥
山・芦澤[18]、pp.25-56.)。これらは生息域内保全
に対し、域外保全(ex situ)と呼ばれ、その維持費
用と価値評価について、議論されてきた。おもな
論点は、品種育成に供試された種子と育種成果の
関連を追跡し難いため、育種成果からみた種子保

存の価値を評価し難いこと、すなわちオプション
価値として定義される将来世代の需要を明示的に
示せないことがあげられる(Pardy et al. [11])。本
稿では、域外保全の重要性を育種成果から推測
し、取引費用の上昇からその導入が困難になりつ
つある現状を踏まえ、今後の小麦育種への影響に
ついて考察する。

遺伝資源保存センターは、世界各所に設立され
ているが、我が国でも1985年に農林水産省によっ
てジーンバンク事業が開始され、原産地や育成地
から採集される植物・作物を、採集地点の環境条
件などの情報とともに導入・保存する施設として
設置された。作物ごとに保存センターを持ち、植
物分類学にもとづいて同定、評価され、様々な特
性調査がパスポートデータとして整理、蓄積され
ている (田中ほか[18])。

本稿では、農業生物資源ジーンバンクに登録さ
れた小麦品種の特性に関するデータをもとに、遺
伝資源の多様性を一つの指数としてまとめる。そ
うして得られた多様性指数と品種改良の効率性の
関係を研究開発関数とし回帰分析により明らかに
することで、遺伝資源の多様性を高めることの重
要性について検討する。その上で、育種家に対し
てアンケート調査を実施し、多様化・細分化する
小麦への需要に対応する上で、我が国のジーンバ
ンク事業がどのような貢献をしてきたのか、ま
た、遺伝資源にアクセスする際、どのような課題
に直面しているのかといった問いについて育種家
の意見を整理することで、小麦の遺伝資源の維
持・拡大に必要な政策的課題を提言する。

本論文の構成は以下の通りである。第2節では
我が国のジーンバンク事業について説明し、小麦
の遺伝資源の蓄積がどのように進んできたのか定
量的に把握する。第3節では遺伝資源の多様性が
小麦育種の効率性に及ぼす影響について研究開発
関数の推計結果をもとに検討する。第4節では育
種家へのアンケート調査の結果を示し、育種にお

ける遺伝資源保存センターの重要性や海外の遺伝
資源にアクセスする際の課題について整理する。
第5節で結論とする．

Ⅱ. 農業生物資源ジーンバンクにおける小
麦遺伝資源の蓄積

1. ジーンバンク事業
農業生物資源ジーンバンクでは、種子更新とと

もに、作物に関する様々な特性データを評価・収
集している(田中ほか[18])。調査項目は、稈長や穂
長など植物の生態に関わる1次特性、脱粒性や耐
病性など収量に関係する2次特性、蛋白質含有率
や色相など品質に関わる3次特性に分かれる。具
体的な調査項目数(必須項目と選択項目を含む)
は、1次が28項目、2次が18項目、3次が19項目に
及ぶ。

農業生物資源ジーンバンクは小麦の新品種作出
に対して多大な貢献をしてきた。例えばモチ性小
麦は、農業生物資源ジーンバンクから供試された
1,960品種のなかから、もち性遺伝子をもつ中国
の在来品種(白火)がみつかったことで作出された
(白田ほか[15]、白田[14])。また、ハルユタカは、
農林10号など日本由来の半矮性遺伝子の国際トウ
モロコシ・小麦改良センター(以下、CIMMYT)か
らの逆輸入により、大幅な収量増加となったこと
が知られている(田中ほか[18]、p.69)。

このように遺伝資源保存センターに保存される
遺伝資源の多様性が高いことで、目的とする遺伝
子を探し出しやすく、結果、育種目標を早期に達
成し、また、画期的な新品種が誕生する。以下で
は、小麦を対象に、農業生物資源ジーンバンクに
登録された品種の特性を整理し、わが国が保有す
る小麦遺伝資源の多様性について検討する。

2. 農業生物資源ジーンバンクにおける小麦登録数
の推移
農業生物資源ジーンバンクでは小麦について4

万件近いデータが登録されているが、同一品種名
(JP番号)による重複登録を排除すると14,149件と
なる注1)。うち、普通小麦(Triticum aestivum (L.) 
Thell.)に該当する13,215件を本研究の分析対象と
した注2)。

国内産・外国産別の小麦の累積導入数の推移を
図1に示す。日本における遺伝資源保全の取り組
みは、20世紀初めの組織的な近代育種における素
材確保に始まり、作物別の育種材料研究室の設
立、種子貯蔵施設の建設を経て、1985年開始の
ジーンバンク事業につながる(白田ほか[15])。1988
年には遺伝資源保存管理施設が建設され、各研究
室から、パスポートデータとともに種子が農業生
物資源ジーンバンクに移管され、それ以降、登録
品種数が急速に増加した。

2013年度登録品種までのデータを山本[20]にし
たがって2期に分け、白田[14]や農業生物資源研究
所における聞き取り調査をもとに、導入数の推移
をみたい。具体的には、生物多様性条約(CBD)が
採択された1992年(日本は同年6月に署名)までをⅠ
期(1983-1992年、山本[20]のⅡ期に該当)とし、そ
れ以降をⅡ期とする。

Ⅰ期は、遺伝資源は人類共有の財産であり、自
由な交換・利用が可能であった時代で、遺伝資源
の利用から生じる利益を提供者と配分する、とい
う利益配分と農民の権利が認められる1992年の生
物多様性条約採択へ至る期間である(山本[20])。国
内では1985年、農林水産省によりジーンバンク事
業が開始され、国内外の遺伝資源保全と利用を促
進する機関として、遺伝資源探索を含め種子保存
の体制整備が進んだ時期でもある(白田[14])。この
間、稲類、麦類、豆類を中心に、国内外で積極的
な探索・収集活動も行われたことから、国内産・
外国産ともに小麦の登録数も増加し保存点数は倍
増した(白田ほか [15]、pp.16-21)。

しかし、Ⅱ期に入ると、1992年に生物多様性条
約が採択されたことで遺伝資源の海外探索が難し
くなり、それまでに登録された保存種子の特性調
査に重点が置かれるようになった。ただし小麦に
ついては、CIMMYTから国際現地試験を兼ねた
導入が続き、生物多様性条約の採択前後でも外国
産の小麦の導入は継続している。しかしながら、
2006年には新規導入数は60まで減少、CIMMYT
からの導入も2008年の14を最後に途絶え、2012年
には国内産、外国産ともに0となり、今後は、農

業生物資源ジーンバンクにおける多様性拡大は望
めそうもない。

3. 遺伝資源の多様性
2013年までに登録された小麦品種について、産

地別の品種数を表1にまとめた。登録品種数
13,215のうち、外国産は11,540(87.3%)、国内産は
1,675(12.7%)であり、外国を原産地とする品種が
大半を占め、うち約6割が中南米(おもにCIMMYT) 
から導入された育成種である注3)。

次に、農業生物資源ジーンバンクでの調査対象
となる項目のうち、定量的に把握することが可能
な稈長、穂長、登熟期間について、原産地の国内
外別にまとめた（表2）注4)。遺伝資源の多様性を
表す指標としては、これまで、品種数のほか、表
現型を利用した指標、近縁係数や来歴から作成す
る潜在指数などが提案されている(Meng et al.[8]、
Smale et al.[16])。日本でも農林登録品種を対象に
近縁係数をもちいた指標(水田・吉田[9]、小林・
吉田[3])が提示されているが、農業生物資源ジー
ンバンク登録品種は来歴不明の在来種も含まれ、
近縁係数を計算することができない。そこで本稿
では、上記3つの項目別に変動係数を計算し、遺

伝的多様性の指標とする。
表2は、ジーンバンク事業開始年の1985年から

2012年までに登録された品種のうち、稈長、穂
長、登熟期間について、平均値、標準偏差、変動
係数を示したものである。観測値数は、外国産が
国内産に比べて多く、また、特性によっても異な
る。稈長、穂長、登熟期間のいずれにおいても、
海外産全体の変動係数は、国内産のそれを上回る
結果となった。 

外国産品種は全登録数11,540に占める在来種の
割合が9.8％で、その地理的収集範囲も広い。一
方、国内産品種は、登録品種数1,675（表1）のう
ち在来種が約2％と少数である。実需や一定の社
会需要に応えようと品種改良された育成種に比
べ、長い伝播の過程で様々な地に適応した在来種
は多様性が大きいとされることから(ラディジン
スキー[7]、p.130)、とりわけ外国産小麦の場合、
在来品種の多さが遺伝資源の多様性に貢献してい
るものと考えられる。

次に、稈長、穂長、登熟日数のそれぞれについ
て、度数分布を示した（図2～4）。いずれも、外
国産が分布する範囲は国内産のそれに比べて広
く、また、度数も外国産の方が多いことから、外
国産の多様性が国内産の多様性を上回る。また、

外国産は収集範囲が広いことや、在来種の割合が
高いことが、多様性の拡大に貢献していると考え
られる。よって、農業生物資源ジーンバンクにお
いても外国産品種の導入が、遺伝的多様性の拡大
に重要な役割を果たすといえる。

4. 特性調査の対象品種数推移
次に、登録品種に占める調査済み特性項目の推

移をみてみよう。表2の観測値数をみると、登録
された13,215の小麦品種のうち、その特性が明ら
かになっている品種は多くても4,887(稈長と穂長)
で、全登録数の半数にも満たないことが分かる。
農業生物資源研究所では、栽培した全ての品種に
ついて、全項目を調査することは難しく、必要に
応じて調査項目を追加する。図5は1次から3次の
特性別に、特性が調査された品種数の累積推移を
示したものである注5)。1次特性は、農業生物資源
ジーンバンクへの登録と同時に調査も行われるた
め、特性が確認された品種数の累積推移は登録数
と一致する。一方、2次項目について調査された
品種の数はそれよりも遅れて推移し、3次項目の
品質特性は現在でも全登録品種の3分の1程度しか
調査されていないことが分かる。

育種家にとって、特性が明らかでない品種を育
種にもちいることは難しく、特性に関するデータ

CIMMYTと各国の研究開発投資の関係につい
てまとめたTraxler and Pingali [19]によると、
CIMMYTが遺伝的多様性を高めるような品種を
各国の育種機関に提供することで、各国の研究開
発投資1単位当たりの効率性が改善することを示
した。国際研究機関は、広範囲に適応可能な品種
を提供し、各国はそれを基に自国の気候条件に適
した品種を効率的に作出することができるためで
ある。これを一国が保有する遺伝資源の多様性
と、それを利用する育種機関として捉えると、育
種機関が利用可能な遺伝的多様性が増すことによ
り(G→G’)、研究開発投資の追加的な投入による
限界収量が増加するよう、研究開発関数は上方向
へシフトする。結果として、研究開発に対する投
資効果が改善し、より収量の高い小麦品種が作出
されると考えてよかろう。

本稿における研究開発関数の推定では、育種成
果として品種iの施肥反応実験j注7)における単位面
積当たり収量(Yij)をとり、以下の両対数線形型の
研究開発関数モデルを推定する。遺伝的多様性の
指標として、農業生物資源ジーンバンクに登録さ
れた小麦品種の変動係数を用いる。具体的には、
各品種の交配年に利用可能であったすべての農業
生物資源ジーンバンク登録品種(小麦)について、
特性(稈長(GLi)、穂長(GEi)、登熟日数(GFi))別に、
登録年毎に累積して変動係数を求めた。例えば、
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の蓄積と拡充は、既存の遺伝資源の有効活用を図
る上で解決されるべき課題の一つである。国外の
遺伝資源保存センターでも同様の課題に直面して
いるが、その原因についてKoo and Wright[6]は
次のようにまとめている。

遺伝資源保存センターは受け入れた品種につい
て、種子の更新をしながら、その特性をデータと
して蓄積する。一方、育種家からすると遺伝資源
保存センターに登録されている品種には特性の分
からないものが依然として多く、特性が明らかに
されたわずかな品種の中から適切な育種母材を見
つけることは困難である。したがって、育種家が
遺伝資源保存センターを積極的に利用するインセ
ンティブは弱く、センターとしても特性データの
整備を推進する必要性が薄れる、といった悪循環
に陥っている(Koo and Wright [6])。

図5に戻ろう。近年、品質に関わる3次特性につ
いて調査した品種の数が増えているが、これは、
育種目標が品質を重視する方向へシフトする中
（齋藤[13]）、登録品種を積極的に利用すること
で、そのシフトに対応しようとする動きとしてと
らえることができる注6)。遺伝資源の新規導入が望
めない現在、既存の登録品種の特性を明らかにす
ることは、遺伝資源の有効活用に向けた重要な課
題のひとつである。こうした中、次世代シーケン

サーの導入など、育種技術の進歩により、特性の
調査にかかる費用が大幅に低減することも予想さ
れ、今後はデータ蓄積も積極的に行われると期待
したい。

注１）小麦の種類別登録品種の内訳は、付表1を参
照されたい。

注２）重複登録の場合は、農業生物資源ジーンバン
クに初めて登録された年を登録年とし、特性調
査の結果については、調査最新年のものを採用
した。

注3）CIMMYTの国際分業体制については、
Traxler and Pingali [19]を参照のこと。

注４）他の調査項目は、多少や強弱、具体的な形状
で表示され定量的な把握は難しい。

注５）ここでは複数ある調査項目のうち、ひとつでも
調査されれば当該品種は調査済みとした。ただ
し表2でも示されているように、稈長や穂長と
いった基礎的な特性であっても調査された品
種は登録されたものの半数にも満たず、農業生
物資源ジーンバンク登録品種の特性調査が未
だ不十分であることが分かる。

注６）国内産の地方系統など育成品種は、育成地で
品質特性が調査され、それらのデータとともに
登録される場合も相当数ある。

Ⅲ. 研究開発関数の推定

前節では、農業生物資源ジーンバンクに登録さ
れた小麦について、特性別にその多様性を表す指
標を求めた。本節では、そのデータを利用して研
究開発関数を推定し、遺伝資源の多様性が育種成
果に及ぼす影響を定量的に把握する。研究開発関
数は小麦の収量(Y)を、小麦育種に関わる研究開
発投資(RD)と、小麦品種の遺伝的多様性(G)の関
数Y(RD, G)として表したものである（図6）。

品種iの交配年が2000年の場合、稈長、穂長、登
熟日数の各変動係数は、2000年を含むそれまでの
全ての（農業生物資源ジーンバンクの）登録品種
から求める。これを、育種家が交配計画を策定し
た時点で利用可能であった小麦遺伝資源の多様性
指標とし、数値に表すことで、研究開発の効率性
への影響を分析する。本分析では、研究開発投資
(RD)を研究員延べ人数(SYi , Scientist Year)で表す
こととし、それぞれの変動係数との交差項として
導入する。係数が正で有意であれば、研究開発投
資が一定のとき、交配年の変動係数が高いほど、
すなわち、育種家が利用可能な遺伝資源の多様性
が高いほど、より効率的に品種改良目標に到達す
ることを示す。

交差項以外の説明変数として、品種iの施肥反
応実験ｊにおける単位面積当たり窒素施肥量
(Nij)、秋播き品種との単収の差を考慮した春播き
品種ダミー(DSi)、育種に要した年数として、登
録年から交配年を引いた懐妊期間(Li)を推定式に
導入した。通常、研究開発投資の後、その成果の
結実には時間を要することから、技術知識ストッ
クの推計には、懐妊期間と呼ばれるタイムラグを
考慮する。本分析では、品種登録までに要した年
数を懐妊期間(Li)として導入した。εijは誤差項で
ある。

遺伝的多様性指標以外の変数は、交配年が1983
～2000年で、かつ品種登録済みの24品種を対象と
して、値は各品種の「小麦新品種決定に関する参
考成績書」記載のデータを利用した。表3は、以
上のとおり推計した被説明変数および説明変数
データである。研究開発関数モデルを最小2乗法
により推定した結果を表4に示す。

推定の結果、研究員延べ人数は正で有意とな
り、研究開発関数として定義できる。また、単位
当たり収量に及ぼす窒素施肥も正で有意に確認で
きた。ただし、懐妊期間として定義した登録に要
した年数は、有意な結果とはならなかった。

次に、研究員延べ人数との交差項は、稈長およ
び穂長の変動係数が正で有意な結果となった。す
なわち、研究員延べ人数を一定とし、遺伝的基盤
の多様性を高めることで、研究開発投資の効率性
が上昇し、収量の向上が促されることがわかる。

分析対象となった農林登録品種は、母本となる
育種材料を必ずしも農業生物資源ジーンバンクか
らえているとは限らないが、交配時に育種家が利
用可能な母材の遺伝的多様性が高いほど、選抜さ
れた品種は育種目標に近づくと結論できる。

本分析では、上述した3つの特性からえた変動
係数を遺伝的多様性の指標として捉え、多様性拡
大が研究開発投資の効率性を改善するのか分析し
た。育種母材の多様性拡大は研究開発の成果をよ
り効率的に達成することから、遺伝的多様性を高
く維持することが今後の小麦育種にとっても重要
な要素となる。

今回の分析は、データの利用可能性から品種数
が限られており、育種成果には収量のみを扱っ
た。育種成果に品質項目を取り入れることで、品
質データ蓄積の効果についても分析する必要があ
ることを指摘しておきたい。

注７）窒素施肥量Nijは、各品種の「小麦新品種決定
に関する参考成績書」の生育概況・耕種概要か
ら得た。基肥と追肥を合わせた施肥量である。
栽培実験では、収量に対する施肥反応を分析
するため、品種ごとに少肥、多肥など、異なる施
肥量毎に単位面積当たりの収量を得ている。

Ⅳ.　育種家へのアンケート調査

前節では、遺伝的基盤の多様性維持・拡大が、
研究開発の効率性を左右することが示され、その
重要性が明らかとなった。本節では、遺伝的基盤
の維持・拡大の可能性について、育種家へのアン
ケート結果から明らかにしていく。

近年、科学の経済学を中心に、研究者のもつ無
形知識を、有形化・明文化する試みが進んでいる
(ステファン [17])。サイエンスリンケージと呼ば
れる指標(文部科学省 [5])もそのひとつで、特許と
いう有形財を生み出すのに要した無形知識を、特
許に記載される科学論文から計測することで、特
許の生産に必要な投入要素としての無形知識を明
確に捉えようとする試みである注8)。無形知識を明
示的に考慮することで、技術革新がどういった経

路で進むのか、またその経路の中で技術革新の妨
げとなるものは何かを明らかにすることができ、
技術革新を促す上でより有効な政策の立案に寄与
する。

前節で提示した研究開発関数に当てはめて考え
ると、交配の際に候補となる母材をどのように選
択するか、適切な母本にどのようにたどり着くの
か、を育種家の無形知識とみなすことができる。
ただし、そうした無形知識を把握することは困難
なため、Ⅲ節ではそれを明示的に考慮せず研究開
発関数の推定を行った。これを補う目的で、育種
家が実際どのような経路で育種母材を入手してい
るのか、アンケート調査を行った。

アンケートでは、遺伝資源の照会先として重視
する機関について、国内外の遺伝資源保存セン
ター、国内外の研究機関や学会、研究者同士のつ
ながりの7つの選択肢から重要と思われる上位3項
目をあげてもらった。2016年7月から8月にかけ
て、グルテン研究会注9)を通してアンケートに対す
る回答を依頼したところ、国の研究機関から12
人、都道府県の育種担当者から8人、大学その他
から5人、合計25人の回答があった。

その結果を表5にまとめた。国内の遺伝資源保
存センターについては、いずれの研究機関におい

ても、今後も照会先として重要であると認識され
ていることがわかる。また、外国の遺伝資源保存
センターについても、特に多くの育種家を抱える
国や都道府県の研究機関では、上位にあげられて
いる。

アンケートでは、国外からの遺伝資源導入の現
状についても尋ねたが、国と都道府県の育種家20
人中13人が、国外からの遺伝資源導入が難しく
なっている(ほか、2名が難しくなっているとは思
わない、5名が分らない)と回答している。その要
因として、(1)生物多様性条約の批准や資源国の権
利意識の高まりと利益配分への期待、(2)民間企業
の参入による知財意識の高まりといった国際環境
の変化のほか、(3)所属機関における手続きが未整
備であること、具体的には植物検疫での手続きの
煩雑さとトラブル、仮にMTA(素材移転契約)注10)

の下で譲渡されても、権利や利益配分を求められ
ることなどをあげている。このことからも、従来
のような研究者間の自由なやりとりでの譲渡・導
入が認められない中、近年、遺伝資源の譲渡手続
きが煩雑になり、取引費用が高まっていることが
分かる。

一方で、育種家は多様化・細分化していく消費
者や実需者の要望に応えていかなければならな
い。例えば、新品種の導入を地域農業や地域経済
を活性化させる材料と位置づける動きや(後藤 
[1])、国内産小麦への根強い消費者需要(Saito and 
Saito[13])への対応が求められるほか、用途も麺用
に限らず、冷凍向けのパン用小麦やドライパスタ
用デュラム小麦など、国外の遺伝資源なくしては
作出できない用途へも育種目標が拡大している
（表6）。

育種家にとって、譲渡の際の取引費用の増大
は、研究における非効率化につながる。遺伝資源
へのアクセスが厳格化する国際環境の中で、今
後、更に多様化・細分化していく消費者や実需者
の要望に対応するためには、個々の育種家や育種

機関が実施している譲渡手続きを一元化するな
ど、遺伝資源導入における取引費用の軽減に務め
ることが育種効率向上のためにも重要である。

注８）農業分野では、近藤・高山・長南[4]が、無形知
識としての施肥技術指数を論文数から作成し、
農業生産への貢献を評価している。

注９）グルテン研究会は、おもに小麦の品質問題改
善を目指して2010年に立ち上げられた研究会
で、育種家のほか、製粉、製パンなどの流通・
加工に携わる研究者が参画し、2016年5月時点
で321名が登録される。本調査ではグルテン研
究会からメール送信後、道府県の6つの研究機
関のほか、北海道、東北、近中四、九州沖縄の
農業研究センター、作物研究所、ホクレン農業
総合研究所についても、個別に回答を依頼し
た。グルテン研究会世話人によれば、12の機関
にそれぞれ1～3名程度が育種担当として所属す
ることから、現在、小麦育種の交配計画に関わ
る育種家は、あわせて30～35人である。

注10）素材の国際移転に際し、提供側と利用者側が
移転前に相互に合意する条件などを定めたもの
で、利益配分を定めたボンガイドライン（生物
多様性条約）に基準が示されている。

Ⅴ. まとめ

本稿では、遺伝資源の多様性が農業に与える影
響について、品種改良の効率性の観点から分析し
た。農業生物資源ジーンバンクのデータをもと
に、登録された小麦遺伝的基盤の多様性を指数と
してまとめ、多様性と品種改良の効率性について
回帰分析を行った。その結果、遺伝資源の多様性
が増すことで、日本の小麦育種の効率性が改善し
てきたことが示された。また、育種家へのアン
ケート調査結果から、育種母材の入手先としての
遺伝資源保存センターの重要性も確認された。

しかしながら、生物多様性条約の締結など、遺
伝資源保有国の権利意識の向上に伴い、遺伝資源
保存センターへの新規導入品種の数は減少の一途

をたどり、今後の多様性拡大が期待できる状況で
はない。実際、アンケートでも、海外の遺伝資源
の導入にかかる取引費用の増大が指摘されてい
る。

国産小麦による様々な小麦粉製品の供給が期待
され、それに伴う地域農業の活性化を図る上で、
継続的な遺伝資源の導入は必要不可欠である。分
析の中で指摘されたように、農業生物資源ジーン
バンクにはその特性が明らかにされていない品種
も多く存在する。遺伝資源の有効活用のために
も、そうした品種の特性調査を充実し、育種家の
利用に供試することが求められる。あわせて、国
外遺伝資源へのアクセスを確実に確保できるよう
素材移転契約(MTA)や共同研究体制の整備な
ど、研究インフラの整備も重要な課題である。

[付記]　本編は、日本学術振興会科学研究費補
助金・基盤(C)（24580311）による研究成果の一
部である。
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Ⅰ. はじめに

農業生産の量的・質的拡大に品種改良が大きな
役割を果たしてきたことは言うまでもない。品種
改良では望ましい形質をもつ複数の個体を交配す
ることから、そうした形質を有する個体、すなわ
ち遺伝資源の利用可能性が、その効率性を大きく
左右する。そのため、現在、世界各地で遺伝資源
の探査収集・保存が活発に行われている。一方、
人類の活動範囲の地理的拡大は、生物多様性の喪
失をもたらすと危惧され、その維持や保全に向け
た取り組みが世界的に広がっている。例えば、一
定の生態系を保全することで固有種や絶滅危惧種
の保護に努める生息域内保全(in s i tuまたは
on-site conservation)は、国の内外を問わず幅広
く行われている。経済学分野においても、生物多

様性の喪失による経済的影響の分析や、維持・保
全へ向けた政策提言など、近年、その研究成果が
急速に増加している(吉田 [21]、大沼 [10])。

このようにバイオ関連分野では、有用な遺伝資
源の発見が経済的に大きな利潤につながるため、
遺伝資源を多く有する資源国は、他国からのアク
セスを制限するなどその主権を強めることで、得
られる利益配分を求めてきた。1992年に締結され
た生物多様性条約でも、こうした資源国の権利が
利益配分として配慮されている。

一方、資源国の多くが発展途上国であることか
ら、遺伝資源の円滑な取引によって実現される品
種改良の成果は、農業の生産性向上を通して、急
速な人口増大と食料危機に苦しむ資源国に還元さ
れるため、遺伝資源利用を積極的に進めるべきと
する意見もみられる(例えばWright [22]など)。ま

た、資源国への過剰な権利付与による技術知識の
過少利用は、技術応用におけるアンチコモンズの
悲劇(Heller and Eisenberg [2])の一例としてとら
えられ、資源の利用国である先進国の研究開発に
悪影響をもたらすと危惧される。このような問題
提起がなされるものの、遺伝資源に対する資源国
と利用国の間の権利関係が大きく変化しない限
り、今後は、従来のような自由な育種材料の譲渡
は望めない。したがって、資源利用国は遺伝資源
に対する資源国の主権を認めつつ、今ある遺伝資
源の効率的な利用を促進していくことが求められ
る。

本稿では、遺伝資源の利用に関わるこうした問
題について、日本の小麦育種を事例にその課題を
検討する。小麦の在来種に乏しい日本では、もと
もと遺伝資源の多様性が低く、「ゆめちから」や
「ハルユタカ」、もち性小麦の作出にみられるよ
うに、画期的な小麦を作出するためには海外から
の遺伝資源の導入が欠かせない。パン用、菓子
用、パスタ用と消費者の需要がますます多様化す
る中、海外遺伝資源の重要性もさらに高まると予
想される。その一方で、遺伝資源へのアクセスが
制限され、譲渡においては手続きが煩雑化してい
ることは小麦も例外ではない。

こうした背景のもと、海外遺伝資源の取引費用
上昇が我が国の小麦育種に及ぼす影響を考察す
る。まず、農業生物資源ジーンバンクのデータを
もとに、我が国における小麦の遺伝資源の蓄積に
ついて時系列的にまとめる。

農業生物資源研究所に設置されている種子保存
庫をはじめ、遺伝資源の最終保存地として、遺伝
資源保存センターが設置されている(田中・鳥
山・芦澤[18]、pp.25-56.)。これらは生息域内保全
に対し、域外保全(ex situ)と呼ばれ、その維持費
用と価値評価について、議論されてきた。おもな
論点は、品種育成に供試された種子と育種成果の
関連を追跡し難いため、育種成果からみた種子保

存の価値を評価し難いこと、すなわちオプション
価値として定義される将来世代の需要を明示的に
示せないことがあげられる(Pardy et al. [11])。本
稿では、域外保全の重要性を育種成果から推測
し、取引費用の上昇からその導入が困難になりつ
つある現状を踏まえ、今後の小麦育種への影響に
ついて考察する。

遺伝資源保存センターは、世界各所に設立され
ているが、我が国でも1985年に農林水産省によっ
てジーンバンク事業が開始され、原産地や育成地
から採集される植物・作物を、採集地点の環境条
件などの情報とともに導入・保存する施設として
設置された。作物ごとに保存センターを持ち、植
物分類学にもとづいて同定、評価され、様々な特
性調査がパスポートデータとして整理、蓄積され
ている (田中ほか[18])。

本稿では、農業生物資源ジーンバンクに登録さ
れた小麦品種の特性に関するデータをもとに、遺
伝資源の多様性を一つの指数としてまとめる。そ
うして得られた多様性指数と品種改良の効率性の
関係を研究開発関数とし回帰分析により明らかに
することで、遺伝資源の多様性を高めることの重
要性について検討する。その上で、育種家に対し
てアンケート調査を実施し、多様化・細分化する
小麦への需要に対応する上で、我が国のジーンバ
ンク事業がどのような貢献をしてきたのか、ま
た、遺伝資源にアクセスする際、どのような課題
に直面しているのかといった問いについて育種家
の意見を整理することで、小麦の遺伝資源の維
持・拡大に必要な政策的課題を提言する。

本論文の構成は以下の通りである。第2節では
我が国のジーンバンク事業について説明し、小麦
の遺伝資源の蓄積がどのように進んできたのか定
量的に把握する。第3節では遺伝資源の多様性が
小麦育種の効率性に及ぼす影響について研究開発
関数の推計結果をもとに検討する。第4節では育
種家へのアンケート調査の結果を示し、育種にお

ける遺伝資源保存センターの重要性や海外の遺伝
資源にアクセスする際の課題について整理する。
第5節で結論とする．

Ⅱ. 農業生物資源ジーンバンクにおける小
麦遺伝資源の蓄積

1. ジーンバンク事業
農業生物資源ジーンバンクでは、種子更新とと

もに、作物に関する様々な特性データを評価・収
集している(田中ほか[18])。調査項目は、稈長や穂
長など植物の生態に関わる1次特性、脱粒性や耐
病性など収量に関係する2次特性、蛋白質含有率
や色相など品質に関わる3次特性に分かれる。具
体的な調査項目数(必須項目と選択項目を含む)
は、1次が28項目、2次が18項目、3次が19項目に
及ぶ。

農業生物資源ジーンバンクは小麦の新品種作出
に対して多大な貢献をしてきた。例えばモチ性小
麦は、農業生物資源ジーンバンクから供試された
1,960品種のなかから、もち性遺伝子をもつ中国
の在来品種(白火)がみつかったことで作出された
(白田ほか[15]、白田[14])。また、ハルユタカは、
農林10号など日本由来の半矮性遺伝子の国際トウ
モロコシ・小麦改良センター(以下、CIMMYT)か
らの逆輸入により、大幅な収量増加となったこと
が知られている(田中ほか[18]、p.69)。

このように遺伝資源保存センターに保存される
遺伝資源の多様性が高いことで、目的とする遺伝
子を探し出しやすく、結果、育種目標を早期に達
成し、また、画期的な新品種が誕生する。以下で
は、小麦を対象に、農業生物資源ジーンバンクに
登録された品種の特性を整理し、わが国が保有す
る小麦遺伝資源の多様性について検討する。

2. 農業生物資源ジーンバンクにおける小麦登録数
の推移
農業生物資源ジーンバンクでは小麦について4

万件近いデータが登録されているが、同一品種名
(JP番号)による重複登録を排除すると14,149件と
なる注1)。うち、普通小麦(Triticum aestivum (L.) 
Thell.)に該当する13,215件を本研究の分析対象と
した注2)。

国内産・外国産別の小麦の累積導入数の推移を
図1に示す。日本における遺伝資源保全の取り組
みは、20世紀初めの組織的な近代育種における素
材確保に始まり、作物別の育種材料研究室の設
立、種子貯蔵施設の建設を経て、1985年開始の
ジーンバンク事業につながる(白田ほか[15])。1988
年には遺伝資源保存管理施設が建設され、各研究
室から、パスポートデータとともに種子が農業生
物資源ジーンバンクに移管され、それ以降、登録
品種数が急速に増加した。

2013年度登録品種までのデータを山本[20]にし
たがって2期に分け、白田[14]や農業生物資源研究
所における聞き取り調査をもとに、導入数の推移
をみたい。具体的には、生物多様性条約(CBD)が
採択された1992年(日本は同年6月に署名)までをⅠ
期(1983-1992年、山本[20]のⅡ期に該当)とし、そ
れ以降をⅡ期とする。

Ⅰ期は、遺伝資源は人類共有の財産であり、自
由な交換・利用が可能であった時代で、遺伝資源
の利用から生じる利益を提供者と配分する、とい
う利益配分と農民の権利が認められる1992年の生
物多様性条約採択へ至る期間である(山本[20])。国
内では1985年、農林水産省によりジーンバンク事
業が開始され、国内外の遺伝資源保全と利用を促
進する機関として、遺伝資源探索を含め種子保存
の体制整備が進んだ時期でもある(白田[14])。この
間、稲類、麦類、豆類を中心に、国内外で積極的
な探索・収集活動も行われたことから、国内産・
外国産ともに小麦の登録数も増加し保存点数は倍
増した(白田ほか [15]、pp.16-21)。

しかし、Ⅱ期に入ると、1992年に生物多様性条
約が採択されたことで遺伝資源の海外探索が難し
くなり、それまでに登録された保存種子の特性調
査に重点が置かれるようになった。ただし小麦に
ついては、CIMMYTから国際現地試験を兼ねた
導入が続き、生物多様性条約の採択前後でも外国
産の小麦の導入は継続している。しかしながら、
2006年には新規導入数は60まで減少、CIMMYT
からの導入も2008年の14を最後に途絶え、2012年
には国内産、外国産ともに0となり、今後は、農

業生物資源ジーンバンクにおける多様性拡大は望
めそうもない。

3. 遺伝資源の多様性
2013年までに登録された小麦品種について、産

地別の品種数を表1にまとめた。登録品種数
13,215のうち、外国産は11,540(87.3%)、国内産は
1,675(12.7%)であり、外国を原産地とする品種が
大半を占め、うち約6割が中南米(おもにCIMMYT) 
から導入された育成種である注3)。

次に、農業生物資源ジーンバンクでの調査対象
となる項目のうち、定量的に把握することが可能
な稈長、穂長、登熟期間について、原産地の国内
外別にまとめた（表2）注4)。遺伝資源の多様性を
表す指標としては、これまで、品種数のほか、表
現型を利用した指標、近縁係数や来歴から作成す
る潜在指数などが提案されている(Meng et al.[8]、
Smale et al.[16])。日本でも農林登録品種を対象に
近縁係数をもちいた指標(水田・吉田[9]、小林・
吉田[3])が提示されているが、農業生物資源ジー
ンバンク登録品種は来歴不明の在来種も含まれ、
近縁係数を計算することができない。そこで本稿
では、上記3つの項目別に変動係数を計算し、遺

伝的多様性の指標とする。
表2は、ジーンバンク事業開始年の1985年から

2012年までに登録された品種のうち、稈長、穂
長、登熟期間について、平均値、標準偏差、変動
係数を示したものである。観測値数は、外国産が
国内産に比べて多く、また、特性によっても異な
る。稈長、穂長、登熟期間のいずれにおいても、
海外産全体の変動係数は、国内産のそれを上回る
結果となった。 

外国産品種は全登録数11,540に占める在来種の
割合が9.8％で、その地理的収集範囲も広い。一
方、国内産品種は、登録品種数1,675（表1）のう
ち在来種が約2％と少数である。実需や一定の社
会需要に応えようと品種改良された育成種に比
べ、長い伝播の過程で様々な地に適応した在来種
は多様性が大きいとされることから(ラディジン
スキー[7]、p.130)、とりわけ外国産小麦の場合、
在来品種の多さが遺伝資源の多様性に貢献してい
るものと考えられる。

次に、稈長、穂長、登熟日数のそれぞれについ
て、度数分布を示した（図2～4）。いずれも、外
国産が分布する範囲は国内産のそれに比べて広
く、また、度数も外国産の方が多いことから、外
国産の多様性が国内産の多様性を上回る。また、

外国産は収集範囲が広いことや、在来種の割合が
高いことが、多様性の拡大に貢献していると考え
られる。よって、農業生物資源ジーンバンクにお
いても外国産品種の導入が、遺伝的多様性の拡大
に重要な役割を果たすといえる。

4. 特性調査の対象品種数推移
次に、登録品種に占める調査済み特性項目の推

移をみてみよう。表2の観測値数をみると、登録
された13,215の小麦品種のうち、その特性が明ら
かになっている品種は多くても4,887(稈長と穂長)
で、全登録数の半数にも満たないことが分かる。
農業生物資源研究所では、栽培した全ての品種に
ついて、全項目を調査することは難しく、必要に
応じて調査項目を追加する。図5は1次から3次の
特性別に、特性が調査された品種数の累積推移を
示したものである注5)。1次特性は、農業生物資源
ジーンバンクへの登録と同時に調査も行われるた
め、特性が確認された品種数の累積推移は登録数
と一致する。一方、2次項目について調査された
品種の数はそれよりも遅れて推移し、3次項目の
品質特性は現在でも全登録品種の3分の1程度しか
調査されていないことが分かる。

育種家にとって、特性が明らかでない品種を育
種にもちいることは難しく、特性に関するデータ

CIMMYTと各国の研究開発投資の関係につい
てまとめたTraxler and Pingali [19]によると、
CIMMYTが遺伝的多様性を高めるような品種を
各国の育種機関に提供することで、各国の研究開
発投資1単位当たりの効率性が改善することを示
した。国際研究機関は、広範囲に適応可能な品種
を提供し、各国はそれを基に自国の気候条件に適
した品種を効率的に作出することができるためで
ある。これを一国が保有する遺伝資源の多様性
と、それを利用する育種機関として捉えると、育
種機関が利用可能な遺伝的多様性が増すことによ
り(G→G’)、研究開発投資の追加的な投入による
限界収量が増加するよう、研究開発関数は上方向
へシフトする。結果として、研究開発に対する投
資効果が改善し、より収量の高い小麦品種が作出
されると考えてよかろう。

本稿における研究開発関数の推定では、育種成
果として品種iの施肥反応実験j注7)における単位面
積当たり収量(Yij)をとり、以下の両対数線形型の
研究開発関数モデルを推定する。遺伝的多様性の
指標として、農業生物資源ジーンバンクに登録さ
れた小麦品種の変動係数を用いる。具体的には、
各品種の交配年に利用可能であったすべての農業
生物資源ジーンバンク登録品種(小麦)について、
特性(稈長(GLi)、穂長(GEi)、登熟日数(GFi))別に、
登録年毎に累積して変動係数を求めた。例えば、
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の蓄積と拡充は、既存の遺伝資源の有効活用を図
る上で解決されるべき課題の一つである。国外の
遺伝資源保存センターでも同様の課題に直面して
いるが、その原因についてKoo and Wright[6]は
次のようにまとめている。

遺伝資源保存センターは受け入れた品種につい
て、種子の更新をしながら、その特性をデータと
して蓄積する。一方、育種家からすると遺伝資源
保存センターに登録されている品種には特性の分
からないものが依然として多く、特性が明らかに
されたわずかな品種の中から適切な育種母材を見
つけることは困難である。したがって、育種家が
遺伝資源保存センターを積極的に利用するインセ
ンティブは弱く、センターとしても特性データの
整備を推進する必要性が薄れる、といった悪循環
に陥っている(Koo and Wright [6])。

図5に戻ろう。近年、品質に関わる3次特性につ
いて調査した品種の数が増えているが、これは、
育種目標が品質を重視する方向へシフトする中
（齋藤[13]）、登録品種を積極的に利用すること
で、そのシフトに対応しようとする動きとしてと
らえることができる注6)。遺伝資源の新規導入が望
めない現在、既存の登録品種の特性を明らかにす
ることは、遺伝資源の有効活用に向けた重要な課
題のひとつである。こうした中、次世代シーケン

サーの導入など、育種技術の進歩により、特性の
調査にかかる費用が大幅に低減することも予想さ
れ、今後はデータ蓄積も積極的に行われると期待
したい。

注１）小麦の種類別登録品種の内訳は、付表1を参
照されたい。

注２）重複登録の場合は、農業生物資源ジーンバン
クに初めて登録された年を登録年とし、特性調
査の結果については、調査最新年のものを採用
した。

注3）CIMMYTの国際分業体制については、
Traxler and Pingali [19]を参照のこと。

注４）他の調査項目は、多少や強弱、具体的な形状
で表示され定量的な把握は難しい。

注５）ここでは複数ある調査項目のうち、ひとつでも
調査されれば当該品種は調査済みとした。ただ
し表2でも示されているように、稈長や穂長と
いった基礎的な特性であっても調査された品
種は登録されたものの半数にも満たず、農業生
物資源ジーンバンク登録品種の特性調査が未
だ不十分であることが分かる。

注６）国内産の地方系統など育成品種は、育成地で
品質特性が調査され、それらのデータとともに
登録される場合も相当数ある。

Ⅲ. 研究開発関数の推定

前節では、農業生物資源ジーンバンクに登録さ
れた小麦について、特性別にその多様性を表す指
標を求めた。本節では、そのデータを利用して研
究開発関数を推定し、遺伝資源の多様性が育種成
果に及ぼす影響を定量的に把握する。研究開発関
数は小麦の収量(Y)を、小麦育種に関わる研究開
発投資(RD)と、小麦品種の遺伝的多様性(G)の関
数Y(RD, G)として表したものである（図6）。

品種iの交配年が2000年の場合、稈長、穂長、登
熟日数の各変動係数は、2000年を含むそれまでの
全ての（農業生物資源ジーンバンクの）登録品種
から求める。これを、育種家が交配計画を策定し
た時点で利用可能であった小麦遺伝資源の多様性
指標とし、数値に表すことで、研究開発の効率性
への影響を分析する。本分析では、研究開発投資
(RD)を研究員延べ人数(SYi , Scientist Year)で表す
こととし、それぞれの変動係数との交差項として
導入する。係数が正で有意であれば、研究開発投
資が一定のとき、交配年の変動係数が高いほど、
すなわち、育種家が利用可能な遺伝資源の多様性
が高いほど、より効率的に品種改良目標に到達す
ることを示す。

交差項以外の説明変数として、品種iの施肥反
応実験ｊにおける単位面積当たり窒素施肥量
(Nij)、秋播き品種との単収の差を考慮した春播き
品種ダミー(DSi)、育種に要した年数として、登
録年から交配年を引いた懐妊期間(Li)を推定式に
導入した。通常、研究開発投資の後、その成果の
結実には時間を要することから、技術知識ストッ
クの推計には、懐妊期間と呼ばれるタイムラグを
考慮する。本分析では、品種登録までに要した年
数を懐妊期間(Li)として導入した。εijは誤差項で
ある。

遺伝的多様性指標以外の変数は、交配年が1983
～2000年で、かつ品種登録済みの24品種を対象と
して、値は各品種の「小麦新品種決定に関する参
考成績書」記載のデータを利用した。表3は、以
上のとおり推計した被説明変数および説明変数
データである。研究開発関数モデルを最小2乗法
により推定した結果を表4に示す。

推定の結果、研究員延べ人数は正で有意とな
り、研究開発関数として定義できる。また、単位
当たり収量に及ぼす窒素施肥も正で有意に確認で
きた。ただし、懐妊期間として定義した登録に要
した年数は、有意な結果とはならなかった。

次に、研究員延べ人数との交差項は、稈長およ
び穂長の変動係数が正で有意な結果となった。す
なわち、研究員延べ人数を一定とし、遺伝的基盤
の多様性を高めることで、研究開発投資の効率性
が上昇し、収量の向上が促されることがわかる。

分析対象となった農林登録品種は、母本となる
育種材料を必ずしも農業生物資源ジーンバンクか
らえているとは限らないが、交配時に育種家が利
用可能な母材の遺伝的多様性が高いほど、選抜さ
れた品種は育種目標に近づくと結論できる。

本分析では、上述した3つの特性からえた変動
係数を遺伝的多様性の指標として捉え、多様性拡
大が研究開発投資の効率性を改善するのか分析し
た。育種母材の多様性拡大は研究開発の成果をよ
り効率的に達成することから、遺伝的多様性を高
く維持することが今後の小麦育種にとっても重要
な要素となる。

今回の分析は、データの利用可能性から品種数
が限られており、育種成果には収量のみを扱っ
た。育種成果に品質項目を取り入れることで、品
質データ蓄積の効果についても分析する必要があ
ることを指摘しておきたい。

注７）窒素施肥量Nijは、各品種の「小麦新品種決定
に関する参考成績書」の生育概況・耕種概要か
ら得た。基肥と追肥を合わせた施肥量である。
栽培実験では、収量に対する施肥反応を分析
するため、品種ごとに少肥、多肥など、異なる施
肥量毎に単位面積当たりの収量を得ている。

Ⅳ.　育種家へのアンケート調査

前節では、遺伝的基盤の多様性維持・拡大が、
研究開発の効率性を左右することが示され、その
重要性が明らかとなった。本節では、遺伝的基盤
の維持・拡大の可能性について、育種家へのアン
ケート結果から明らかにしていく。

近年、科学の経済学を中心に、研究者のもつ無
形知識を、有形化・明文化する試みが進んでいる
(ステファン [17])。サイエンスリンケージと呼ば
れる指標(文部科学省 [5])もそのひとつで、特許と
いう有形財を生み出すのに要した無形知識を、特
許に記載される科学論文から計測することで、特
許の生産に必要な投入要素としての無形知識を明
確に捉えようとする試みである注8)。無形知識を明
示的に考慮することで、技術革新がどういった経

路で進むのか、またその経路の中で技術革新の妨
げとなるものは何かを明らかにすることができ、
技術革新を促す上でより有効な政策の立案に寄与
する。

前節で提示した研究開発関数に当てはめて考え
ると、交配の際に候補となる母材をどのように選
択するか、適切な母本にどのようにたどり着くの
か、を育種家の無形知識とみなすことができる。
ただし、そうした無形知識を把握することは困難
なため、Ⅲ節ではそれを明示的に考慮せず研究開
発関数の推定を行った。これを補う目的で、育種
家が実際どのような経路で育種母材を入手してい
るのか、アンケート調査を行った。

アンケートでは、遺伝資源の照会先として重視
する機関について、国内外の遺伝資源保存セン
ター、国内外の研究機関や学会、研究者同士のつ
ながりの7つの選択肢から重要と思われる上位3項
目をあげてもらった。2016年7月から8月にかけ
て、グルテン研究会注9)を通してアンケートに対す
る回答を依頼したところ、国の研究機関から12
人、都道府県の育種担当者から8人、大学その他
から5人、合計25人の回答があった。

その結果を表5にまとめた。国内の遺伝資源保
存センターについては、いずれの研究機関におい

ても、今後も照会先として重要であると認識され
ていることがわかる。また、外国の遺伝資源保存
センターについても、特に多くの育種家を抱える
国や都道府県の研究機関では、上位にあげられて
いる。

アンケートでは、国外からの遺伝資源導入の現
状についても尋ねたが、国と都道府県の育種家20
人中13人が、国外からの遺伝資源導入が難しく
なっている(ほか、2名が難しくなっているとは思
わない、5名が分らない)と回答している。その要
因として、(1)生物多様性条約の批准や資源国の権
利意識の高まりと利益配分への期待、(2)民間企業
の参入による知財意識の高まりといった国際環境
の変化のほか、(3)所属機関における手続きが未整
備であること、具体的には植物検疫での手続きの
煩雑さとトラブル、仮にMTA(素材移転契約)注10)

の下で譲渡されても、権利や利益配分を求められ
ることなどをあげている。このことからも、従来
のような研究者間の自由なやりとりでの譲渡・導
入が認められない中、近年、遺伝資源の譲渡手続
きが煩雑になり、取引費用が高まっていることが
分かる。

一方で、育種家は多様化・細分化していく消費
者や実需者の要望に応えていかなければならな
い。例えば、新品種の導入を地域農業や地域経済
を活性化させる材料と位置づける動きや(後藤 
[1])、国内産小麦への根強い消費者需要(Saito and 
Saito[13])への対応が求められるほか、用途も麺用
に限らず、冷凍向けのパン用小麦やドライパスタ
用デュラム小麦など、国外の遺伝資源なくしては
作出できない用途へも育種目標が拡大している
（表6）。

育種家にとって、譲渡の際の取引費用の増大
は、研究における非効率化につながる。遺伝資源
へのアクセスが厳格化する国際環境の中で、今
後、更に多様化・細分化していく消費者や実需者
の要望に対応するためには、個々の育種家や育種

機関が実施している譲渡手続きを一元化するな
ど、遺伝資源導入における取引費用の軽減に務め
ることが育種効率向上のためにも重要である。

注８）農業分野では、近藤・高山・長南[4]が、無形知
識としての施肥技術指数を論文数から作成し、
農業生産への貢献を評価している。

注９）グルテン研究会は、おもに小麦の品質問題改
善を目指して2010年に立ち上げられた研究会
で、育種家のほか、製粉、製パンなどの流通・
加工に携わる研究者が参画し、2016年5月時点
で321名が登録される。本調査ではグルテン研
究会からメール送信後、道府県の6つの研究機
関のほか、北海道、東北、近中四、九州沖縄の
農業研究センター、作物研究所、ホクレン農業
総合研究所についても、個別に回答を依頼し
た。グルテン研究会世話人によれば、12の機関
にそれぞれ1～3名程度が育種担当として所属す
ることから、現在、小麦育種の交配計画に関わ
る育種家は、あわせて30～35人である。

注10）素材の国際移転に際し、提供側と利用者側が
移転前に相互に合意する条件などを定めたもの
で、利益配分を定めたボンガイドライン（生物
多様性条約）に基準が示されている。

Ⅴ. まとめ

本稿では、遺伝資源の多様性が農業に与える影
響について、品種改良の効率性の観点から分析し
た。農業生物資源ジーンバンクのデータをもと
に、登録された小麦遺伝的基盤の多様性を指数と
してまとめ、多様性と品種改良の効率性について
回帰分析を行った。その結果、遺伝資源の多様性
が増すことで、日本の小麦育種の効率性が改善し
てきたことが示された。また、育種家へのアン
ケート調査結果から、育種母材の入手先としての
遺伝資源保存センターの重要性も確認された。

しかしながら、生物多様性条約の締結など、遺
伝資源保有国の権利意識の向上に伴い、遺伝資源
保存センターへの新規導入品種の数は減少の一途

をたどり、今後の多様性拡大が期待できる状況で
はない。実際、アンケートでも、海外の遺伝資源
の導入にかかる取引費用の増大が指摘されてい
る。

国産小麦による様々な小麦粉製品の供給が期待
され、それに伴う地域農業の活性化を図る上で、
継続的な遺伝資源の導入は必要不可欠である。分
析の中で指摘されたように、農業生物資源ジーン
バンクにはその特性が明らかにされていない品種
も多く存在する。遺伝資源の有効活用のために
も、そうした品種の特性調査を充実し、育種家の
利用に供試することが求められる。あわせて、国
外遺伝資源へのアクセスを確実に確保できるよう
素材移転契約(MTA)や共同研究体制の整備な
ど、研究インフラの整備も重要な課題である。

[付記]　本編は、日本学術振興会科学研究費補
助金・基盤(C)（24580311）による研究成果の一
部である。
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表3　研究開発関数の推計に用いた品種別データ

表4　研究開発関数モデルの推定結果

出所）各品種の「小麦新品種決定に関する参考成績書」。ただし、変動係数は農業生物
資源ジーンバンクの登録品種データから算出。

注１）＊は、春播き品種であることを示す。
注２）研究員延べ人数は、各「小麦新品種決定に関する参考成績書」に掲載の育成従事

者の延べ人数である。
注３）各品種の変動係数は、交配年の値である。

出所）各品種の小麦新品種決定に関する参考成績書および農業生物資源ジーン
バンク

注１）推定係数の標準誤差は不均一分散に対して頑健な標準誤差を示す。
注２）分析に利用した観測値について、品種別の観測値数は表3を参照のこと。



Ⅰ. はじめに

農業生産の量的・質的拡大に品種改良が大きな
役割を果たしてきたことは言うまでもない。品種
改良では望ましい形質をもつ複数の個体を交配す
ることから、そうした形質を有する個体、すなわ
ち遺伝資源の利用可能性が、その効率性を大きく
左右する。そのため、現在、世界各地で遺伝資源
の探査収集・保存が活発に行われている。一方、
人類の活動範囲の地理的拡大は、生物多様性の喪
失をもたらすと危惧され、その維持や保全に向け
た取り組みが世界的に広がっている。例えば、一
定の生態系を保全することで固有種や絶滅危惧種
の保護に努める生息域内保全(in s i tuまたは
on-site conservation)は、国の内外を問わず幅広
く行われている。経済学分野においても、生物多

様性の喪失による経済的影響の分析や、維持・保
全へ向けた政策提言など、近年、その研究成果が
急速に増加している(吉田 [21]、大沼 [10])。

このようにバイオ関連分野では、有用な遺伝資
源の発見が経済的に大きな利潤につながるため、
遺伝資源を多く有する資源国は、他国からのアク
セスを制限するなどその主権を強めることで、得
られる利益配分を求めてきた。1992年に締結され
た生物多様性条約でも、こうした資源国の権利が
利益配分として配慮されている。

一方、資源国の多くが発展途上国であることか
ら、遺伝資源の円滑な取引によって実現される品
種改良の成果は、農業の生産性向上を通して、急
速な人口増大と食料危機に苦しむ資源国に還元さ
れるため、遺伝資源利用を積極的に進めるべきと
する意見もみられる(例えばWright [22]など)。ま

た、資源国への過剰な権利付与による技術知識の
過少利用は、技術応用におけるアンチコモンズの
悲劇(Heller and Eisenberg [2])の一例としてとら
えられ、資源の利用国である先進国の研究開発に
悪影響をもたらすと危惧される。このような問題
提起がなされるものの、遺伝資源に対する資源国
と利用国の間の権利関係が大きく変化しない限
り、今後は、従来のような自由な育種材料の譲渡
は望めない。したがって、資源利用国は遺伝資源
に対する資源国の主権を認めつつ、今ある遺伝資
源の効率的な利用を促進していくことが求められ
る。

本稿では、遺伝資源の利用に関わるこうした問
題について、日本の小麦育種を事例にその課題を
検討する。小麦の在来種に乏しい日本では、もと
もと遺伝資源の多様性が低く、「ゆめちから」や
「ハルユタカ」、もち性小麦の作出にみられるよ
うに、画期的な小麦を作出するためには海外から
の遺伝資源の導入が欠かせない。パン用、菓子
用、パスタ用と消費者の需要がますます多様化す
る中、海外遺伝資源の重要性もさらに高まると予
想される。その一方で、遺伝資源へのアクセスが
制限され、譲渡においては手続きが煩雑化してい
ることは小麦も例外ではない。

こうした背景のもと、海外遺伝資源の取引費用
上昇が我が国の小麦育種に及ぼす影響を考察す
る。まず、農業生物資源ジーンバンクのデータを
もとに、我が国における小麦の遺伝資源の蓄積に
ついて時系列的にまとめる。

農業生物資源研究所に設置されている種子保存
庫をはじめ、遺伝資源の最終保存地として、遺伝
資源保存センターが設置されている(田中・鳥
山・芦澤[18]、pp.25-56.)。これらは生息域内保全
に対し、域外保全(ex situ)と呼ばれ、その維持費
用と価値評価について、議論されてきた。おもな
論点は、品種育成に供試された種子と育種成果の
関連を追跡し難いため、育種成果からみた種子保

存の価値を評価し難いこと、すなわちオプション
価値として定義される将来世代の需要を明示的に
示せないことがあげられる(Pardy et al. [11])。本
稿では、域外保全の重要性を育種成果から推測
し、取引費用の上昇からその導入が困難になりつ
つある現状を踏まえ、今後の小麦育種への影響に
ついて考察する。

遺伝資源保存センターは、世界各所に設立され
ているが、我が国でも1985年に農林水産省によっ
てジーンバンク事業が開始され、原産地や育成地
から採集される植物・作物を、採集地点の環境条
件などの情報とともに導入・保存する施設として
設置された。作物ごとに保存センターを持ち、植
物分類学にもとづいて同定、評価され、様々な特
性調査がパスポートデータとして整理、蓄積され
ている (田中ほか[18])。

本稿では、農業生物資源ジーンバンクに登録さ
れた小麦品種の特性に関するデータをもとに、遺
伝資源の多様性を一つの指数としてまとめる。そ
うして得られた多様性指数と品種改良の効率性の
関係を研究開発関数とし回帰分析により明らかに
することで、遺伝資源の多様性を高めることの重
要性について検討する。その上で、育種家に対し
てアンケート調査を実施し、多様化・細分化する
小麦への需要に対応する上で、我が国のジーンバ
ンク事業がどのような貢献をしてきたのか、ま
た、遺伝資源にアクセスする際、どのような課題
に直面しているのかといった問いについて育種家
の意見を整理することで、小麦の遺伝資源の維
持・拡大に必要な政策的課題を提言する。

本論文の構成は以下の通りである。第2節では
我が国のジーンバンク事業について説明し、小麦
の遺伝資源の蓄積がどのように進んできたのか定
量的に把握する。第3節では遺伝資源の多様性が
小麦育種の効率性に及ぼす影響について研究開発
関数の推計結果をもとに検討する。第4節では育
種家へのアンケート調査の結果を示し、育種にお

ける遺伝資源保存センターの重要性や海外の遺伝
資源にアクセスする際の課題について整理する。
第5節で結論とする．

Ⅱ. 農業生物資源ジーンバンクにおける小
麦遺伝資源の蓄積

1. ジーンバンク事業
農業生物資源ジーンバンクでは、種子更新とと

もに、作物に関する様々な特性データを評価・収
集している(田中ほか[18])。調査項目は、稈長や穂
長など植物の生態に関わる1次特性、脱粒性や耐
病性など収量に関係する2次特性、蛋白質含有率
や色相など品質に関わる3次特性に分かれる。具
体的な調査項目数(必須項目と選択項目を含む)
は、1次が28項目、2次が18項目、3次が19項目に
及ぶ。

農業生物資源ジーンバンクは小麦の新品種作出
に対して多大な貢献をしてきた。例えばモチ性小
麦は、農業生物資源ジーンバンクから供試された
1,960品種のなかから、もち性遺伝子をもつ中国
の在来品種(白火)がみつかったことで作出された
(白田ほか[15]、白田[14])。また、ハルユタカは、
農林10号など日本由来の半矮性遺伝子の国際トウ
モロコシ・小麦改良センター(以下、CIMMYT)か
らの逆輸入により、大幅な収量増加となったこと
が知られている(田中ほか[18]、p.69)。

このように遺伝資源保存センターに保存される
遺伝資源の多様性が高いことで、目的とする遺伝
子を探し出しやすく、結果、育種目標を早期に達
成し、また、画期的な新品種が誕生する。以下で
は、小麦を対象に、農業生物資源ジーンバンクに
登録された品種の特性を整理し、わが国が保有す
る小麦遺伝資源の多様性について検討する。

2. 農業生物資源ジーンバンクにおける小麦登録数
の推移
農業生物資源ジーンバンクでは小麦について4

万件近いデータが登録されているが、同一品種名
(JP番号)による重複登録を排除すると14,149件と
なる注1)。うち、普通小麦(Triticum aestivum (L.) 
Thell.)に該当する13,215件を本研究の分析対象と
した注2)。

国内産・外国産別の小麦の累積導入数の推移を
図1に示す。日本における遺伝資源保全の取り組
みは、20世紀初めの組織的な近代育種における素
材確保に始まり、作物別の育種材料研究室の設
立、種子貯蔵施設の建設を経て、1985年開始の
ジーンバンク事業につながる(白田ほか[15])。1988
年には遺伝資源保存管理施設が建設され、各研究
室から、パスポートデータとともに種子が農業生
物資源ジーンバンクに移管され、それ以降、登録
品種数が急速に増加した。

2013年度登録品種までのデータを山本[20]にし
たがって2期に分け、白田[14]や農業生物資源研究
所における聞き取り調査をもとに、導入数の推移
をみたい。具体的には、生物多様性条約(CBD)が
採択された1992年(日本は同年6月に署名)までをⅠ
期(1983-1992年、山本[20]のⅡ期に該当)とし、そ
れ以降をⅡ期とする。

Ⅰ期は、遺伝資源は人類共有の財産であり、自
由な交換・利用が可能であった時代で、遺伝資源
の利用から生じる利益を提供者と配分する、とい
う利益配分と農民の権利が認められる1992年の生
物多様性条約採択へ至る期間である(山本[20])。国
内では1985年、農林水産省によりジーンバンク事
業が開始され、国内外の遺伝資源保全と利用を促
進する機関として、遺伝資源探索を含め種子保存
の体制整備が進んだ時期でもある(白田[14])。この
間、稲類、麦類、豆類を中心に、国内外で積極的
な探索・収集活動も行われたことから、国内産・
外国産ともに小麦の登録数も増加し保存点数は倍
増した(白田ほか [15]、pp.16-21)。

しかし、Ⅱ期に入ると、1992年に生物多様性条
約が採択されたことで遺伝資源の海外探索が難し
くなり、それまでに登録された保存種子の特性調
査に重点が置かれるようになった。ただし小麦に
ついては、CIMMYTから国際現地試験を兼ねた
導入が続き、生物多様性条約の採択前後でも外国
産の小麦の導入は継続している。しかしながら、
2006年には新規導入数は60まで減少、CIMMYT
からの導入も2008年の14を最後に途絶え、2012年
には国内産、外国産ともに0となり、今後は、農

業生物資源ジーンバンクにおける多様性拡大は望
めそうもない。

3. 遺伝資源の多様性
2013年までに登録された小麦品種について、産

地別の品種数を表1にまとめた。登録品種数
13,215のうち、外国産は11,540(87.3%)、国内産は
1,675(12.7%)であり、外国を原産地とする品種が
大半を占め、うち約6割が中南米(おもにCIMMYT) 
から導入された育成種である注3)。

次に、農業生物資源ジーンバンクでの調査対象
となる項目のうち、定量的に把握することが可能
な稈長、穂長、登熟期間について、原産地の国内
外別にまとめた（表2）注4)。遺伝資源の多様性を
表す指標としては、これまで、品種数のほか、表
現型を利用した指標、近縁係数や来歴から作成す
る潜在指数などが提案されている(Meng et al.[8]、
Smale et al.[16])。日本でも農林登録品種を対象に
近縁係数をもちいた指標(水田・吉田[9]、小林・
吉田[3])が提示されているが、農業生物資源ジー
ンバンク登録品種は来歴不明の在来種も含まれ、
近縁係数を計算することができない。そこで本稿
では、上記3つの項目別に変動係数を計算し、遺

伝的多様性の指標とする。
表2は、ジーンバンク事業開始年の1985年から

2012年までに登録された品種のうち、稈長、穂
長、登熟期間について、平均値、標準偏差、変動
係数を示したものである。観測値数は、外国産が
国内産に比べて多く、また、特性によっても異な
る。稈長、穂長、登熟期間のいずれにおいても、
海外産全体の変動係数は、国内産のそれを上回る
結果となった。 

外国産品種は全登録数11,540に占める在来種の
割合が9.8％で、その地理的収集範囲も広い。一
方、国内産品種は、登録品種数1,675（表1）のう
ち在来種が約2％と少数である。実需や一定の社
会需要に応えようと品種改良された育成種に比
べ、長い伝播の過程で様々な地に適応した在来種
は多様性が大きいとされることから(ラディジン
スキー[7]、p.130)、とりわけ外国産小麦の場合、
在来品種の多さが遺伝資源の多様性に貢献してい
るものと考えられる。

次に、稈長、穂長、登熟日数のそれぞれについ
て、度数分布を示した（図2～4）。いずれも、外
国産が分布する範囲は国内産のそれに比べて広
く、また、度数も外国産の方が多いことから、外
国産の多様性が国内産の多様性を上回る。また、

外国産は収集範囲が広いことや、在来種の割合が
高いことが、多様性の拡大に貢献していると考え
られる。よって、農業生物資源ジーンバンクにお
いても外国産品種の導入が、遺伝的多様性の拡大
に重要な役割を果たすといえる。

4. 特性調査の対象品種数推移
次に、登録品種に占める調査済み特性項目の推

移をみてみよう。表2の観測値数をみると、登録
された13,215の小麦品種のうち、その特性が明ら
かになっている品種は多くても4,887(稈長と穂長)
で、全登録数の半数にも満たないことが分かる。
農業生物資源研究所では、栽培した全ての品種に
ついて、全項目を調査することは難しく、必要に
応じて調査項目を追加する。図5は1次から3次の
特性別に、特性が調査された品種数の累積推移を
示したものである注5)。1次特性は、農業生物資源
ジーンバンクへの登録と同時に調査も行われるた
め、特性が確認された品種数の累積推移は登録数
と一致する。一方、2次項目について調査された
品種の数はそれよりも遅れて推移し、3次項目の
品質特性は現在でも全登録品種の3分の1程度しか
調査されていないことが分かる。

育種家にとって、特性が明らかでない品種を育
種にもちいることは難しく、特性に関するデータ

CIMMYTと各国の研究開発投資の関係につい
てまとめたTraxler and Pingali [19]によると、
CIMMYTが遺伝的多様性を高めるような品種を
各国の育種機関に提供することで、各国の研究開
発投資1単位当たりの効率性が改善することを示
した。国際研究機関は、広範囲に適応可能な品種
を提供し、各国はそれを基に自国の気候条件に適
した品種を効率的に作出することができるためで
ある。これを一国が保有する遺伝資源の多様性
と、それを利用する育種機関として捉えると、育
種機関が利用可能な遺伝的多様性が増すことによ
り(G→G’)、研究開発投資の追加的な投入による
限界収量が増加するよう、研究開発関数は上方向
へシフトする。結果として、研究開発に対する投
資効果が改善し、より収量の高い小麦品種が作出
されると考えてよかろう。

本稿における研究開発関数の推定では、育種成
果として品種iの施肥反応実験j注7)における単位面
積当たり収量(Yij)をとり、以下の両対数線形型の
研究開発関数モデルを推定する。遺伝的多様性の
指標として、農業生物資源ジーンバンクに登録さ
れた小麦品種の変動係数を用いる。具体的には、
各品種の交配年に利用可能であったすべての農業
生物資源ジーンバンク登録品種(小麦)について、
特性(稈長(GLi)、穂長(GEi)、登熟日数(GFi))別に、
登録年毎に累積して変動係数を求めた。例えば、
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の蓄積と拡充は、既存の遺伝資源の有効活用を図
る上で解決されるべき課題の一つである。国外の
遺伝資源保存センターでも同様の課題に直面して
いるが、その原因についてKoo and Wright[6]は
次のようにまとめている。

遺伝資源保存センターは受け入れた品種につい
て、種子の更新をしながら、その特性をデータと
して蓄積する。一方、育種家からすると遺伝資源
保存センターに登録されている品種には特性の分
からないものが依然として多く、特性が明らかに
されたわずかな品種の中から適切な育種母材を見
つけることは困難である。したがって、育種家が
遺伝資源保存センターを積極的に利用するインセ
ンティブは弱く、センターとしても特性データの
整備を推進する必要性が薄れる、といった悪循環
に陥っている(Koo and Wright [6])。

図5に戻ろう。近年、品質に関わる3次特性につ
いて調査した品種の数が増えているが、これは、
育種目標が品質を重視する方向へシフトする中
（齋藤[13]）、登録品種を積極的に利用すること
で、そのシフトに対応しようとする動きとしてと
らえることができる注6)。遺伝資源の新規導入が望
めない現在、既存の登録品種の特性を明らかにす
ることは、遺伝資源の有効活用に向けた重要な課
題のひとつである。こうした中、次世代シーケン

サーの導入など、育種技術の進歩により、特性の
調査にかかる費用が大幅に低減することも予想さ
れ、今後はデータ蓄積も積極的に行われると期待
したい。

注１）小麦の種類別登録品種の内訳は、付表1を参
照されたい。

注２）重複登録の場合は、農業生物資源ジーンバン
クに初めて登録された年を登録年とし、特性調
査の結果については、調査最新年のものを採用
した。

注3）CIMMYTの国際分業体制については、
Traxler and Pingali [19]を参照のこと。

注４）他の調査項目は、多少や強弱、具体的な形状
で表示され定量的な把握は難しい。

注５）ここでは複数ある調査項目のうち、ひとつでも
調査されれば当該品種は調査済みとした。ただ
し表2でも示されているように、稈長や穂長と
いった基礎的な特性であっても調査された品
種は登録されたものの半数にも満たず、農業生
物資源ジーンバンク登録品種の特性調査が未
だ不十分であることが分かる。

注６）国内産の地方系統など育成品種は、育成地で
品質特性が調査され、それらのデータとともに
登録される場合も相当数ある。

Ⅲ. 研究開発関数の推定

前節では、農業生物資源ジーンバンクに登録さ
れた小麦について、特性別にその多様性を表す指
標を求めた。本節では、そのデータを利用して研
究開発関数を推定し、遺伝資源の多様性が育種成
果に及ぼす影響を定量的に把握する。研究開発関
数は小麦の収量(Y)を、小麦育種に関わる研究開
発投資(RD)と、小麦品種の遺伝的多様性(G)の関
数Y(RD, G)として表したものである（図6）。

品種iの交配年が2000年の場合、稈長、穂長、登
熟日数の各変動係数は、2000年を含むそれまでの
全ての（農業生物資源ジーンバンクの）登録品種
から求める。これを、育種家が交配計画を策定し
た時点で利用可能であった小麦遺伝資源の多様性
指標とし、数値に表すことで、研究開発の効率性
への影響を分析する。本分析では、研究開発投資
(RD)を研究員延べ人数(SYi , Scientist Year)で表す
こととし、それぞれの変動係数との交差項として
導入する。係数が正で有意であれば、研究開発投
資が一定のとき、交配年の変動係数が高いほど、
すなわち、育種家が利用可能な遺伝資源の多様性
が高いほど、より効率的に品種改良目標に到達す
ることを示す。

交差項以外の説明変数として、品種iの施肥反
応実験ｊにおける単位面積当たり窒素施肥量
(Nij)、秋播き品種との単収の差を考慮した春播き
品種ダミー(DSi)、育種に要した年数として、登
録年から交配年を引いた懐妊期間(Li)を推定式に
導入した。通常、研究開発投資の後、その成果の
結実には時間を要することから、技術知識ストッ
クの推計には、懐妊期間と呼ばれるタイムラグを
考慮する。本分析では、品種登録までに要した年
数を懐妊期間(Li)として導入した。εijは誤差項で
ある。

遺伝的多様性指標以外の変数は、交配年が1983
～2000年で、かつ品種登録済みの24品種を対象と
して、値は各品種の「小麦新品種決定に関する参
考成績書」記載のデータを利用した。表3は、以
上のとおり推計した被説明変数および説明変数
データである。研究開発関数モデルを最小2乗法
により推定した結果を表4に示す。

推定の結果、研究員延べ人数は正で有意とな
り、研究開発関数として定義できる。また、単位
当たり収量に及ぼす窒素施肥も正で有意に確認で
きた。ただし、懐妊期間として定義した登録に要
した年数は、有意な結果とはならなかった。

次に、研究員延べ人数との交差項は、稈長およ
び穂長の変動係数が正で有意な結果となった。す
なわち、研究員延べ人数を一定とし、遺伝的基盤
の多様性を高めることで、研究開発投資の効率性
が上昇し、収量の向上が促されることがわかる。

分析対象となった農林登録品種は、母本となる
育種材料を必ずしも農業生物資源ジーンバンクか
らえているとは限らないが、交配時に育種家が利
用可能な母材の遺伝的多様性が高いほど、選抜さ
れた品種は育種目標に近づくと結論できる。

本分析では、上述した3つの特性からえた変動
係数を遺伝的多様性の指標として捉え、多様性拡
大が研究開発投資の効率性を改善するのか分析し
た。育種母材の多様性拡大は研究開発の成果をよ
り効率的に達成することから、遺伝的多様性を高
く維持することが今後の小麦育種にとっても重要
な要素となる。

今回の分析は、データの利用可能性から品種数
が限られており、育種成果には収量のみを扱っ
た。育種成果に品質項目を取り入れることで、品
質データ蓄積の効果についても分析する必要があ
ることを指摘しておきたい。

注７）窒素施肥量Nijは、各品種の「小麦新品種決定
に関する参考成績書」の生育概況・耕種概要か
ら得た。基肥と追肥を合わせた施肥量である。
栽培実験では、収量に対する施肥反応を分析
するため、品種ごとに少肥、多肥など、異なる施
肥量毎に単位面積当たりの収量を得ている。

Ⅳ.　育種家へのアンケート調査

前節では、遺伝的基盤の多様性維持・拡大が、
研究開発の効率性を左右することが示され、その
重要性が明らかとなった。本節では、遺伝的基盤
の維持・拡大の可能性について、育種家へのアン
ケート結果から明らかにしていく。

近年、科学の経済学を中心に、研究者のもつ無
形知識を、有形化・明文化する試みが進んでいる
(ステファン [17])。サイエンスリンケージと呼ば
れる指標(文部科学省 [5])もそのひとつで、特許と
いう有形財を生み出すのに要した無形知識を、特
許に記載される科学論文から計測することで、特
許の生産に必要な投入要素としての無形知識を明
確に捉えようとする試みである注8)。無形知識を明
示的に考慮することで、技術革新がどういった経

路で進むのか、またその経路の中で技術革新の妨
げとなるものは何かを明らかにすることができ、
技術革新を促す上でより有効な政策の立案に寄与
する。

前節で提示した研究開発関数に当てはめて考え
ると、交配の際に候補となる母材をどのように選
択するか、適切な母本にどのようにたどり着くの
か、を育種家の無形知識とみなすことができる。
ただし、そうした無形知識を把握することは困難
なため、Ⅲ節ではそれを明示的に考慮せず研究開
発関数の推定を行った。これを補う目的で、育種
家が実際どのような経路で育種母材を入手してい
るのか、アンケート調査を行った。

アンケートでは、遺伝資源の照会先として重視
する機関について、国内外の遺伝資源保存セン
ター、国内外の研究機関や学会、研究者同士のつ
ながりの7つの選択肢から重要と思われる上位3項
目をあげてもらった。2016年7月から8月にかけ
て、グルテン研究会注9)を通してアンケートに対す
る回答を依頼したところ、国の研究機関から12
人、都道府県の育種担当者から8人、大学その他
から5人、合計25人の回答があった。

その結果を表5にまとめた。国内の遺伝資源保
存センターについては、いずれの研究機関におい

ても、今後も照会先として重要であると認識され
ていることがわかる。また、外国の遺伝資源保存
センターについても、特に多くの育種家を抱える
国や都道府県の研究機関では、上位にあげられて
いる。

アンケートでは、国外からの遺伝資源導入の現
状についても尋ねたが、国と都道府県の育種家20
人中13人が、国外からの遺伝資源導入が難しく
なっている(ほか、2名が難しくなっているとは思
わない、5名が分らない)と回答している。その要
因として、(1)生物多様性条約の批准や資源国の権
利意識の高まりと利益配分への期待、(2)民間企業
の参入による知財意識の高まりといった国際環境
の変化のほか、(3)所属機関における手続きが未整
備であること、具体的には植物検疫での手続きの
煩雑さとトラブル、仮にMTA(素材移転契約)注10)

の下で譲渡されても、権利や利益配分を求められ
ることなどをあげている。このことからも、従来
のような研究者間の自由なやりとりでの譲渡・導
入が認められない中、近年、遺伝資源の譲渡手続
きが煩雑になり、取引費用が高まっていることが
分かる。

一方で、育種家は多様化・細分化していく消費
者や実需者の要望に応えていかなければならな
い。例えば、新品種の導入を地域農業や地域経済
を活性化させる材料と位置づける動きや(後藤 
[1])、国内産小麦への根強い消費者需要(Saito and 
Saito[13])への対応が求められるほか、用途も麺用
に限らず、冷凍向けのパン用小麦やドライパスタ
用デュラム小麦など、国外の遺伝資源なくしては
作出できない用途へも育種目標が拡大している
（表6）。

育種家にとって、譲渡の際の取引費用の増大
は、研究における非効率化につながる。遺伝資源
へのアクセスが厳格化する国際環境の中で、今
後、更に多様化・細分化していく消費者や実需者
の要望に対応するためには、個々の育種家や育種

機関が実施している譲渡手続きを一元化するな
ど、遺伝資源導入における取引費用の軽減に務め
ることが育種効率向上のためにも重要である。

注８）農業分野では、近藤・高山・長南[4]が、無形知
識としての施肥技術指数を論文数から作成し、
農業生産への貢献を評価している。

注９）グルテン研究会は、おもに小麦の品質問題改
善を目指して2010年に立ち上げられた研究会
で、育種家のほか、製粉、製パンなどの流通・
加工に携わる研究者が参画し、2016年5月時点
で321名が登録される。本調査ではグルテン研
究会からメール送信後、道府県の6つの研究機
関のほか、北海道、東北、近中四、九州沖縄の
農業研究センター、作物研究所、ホクレン農業
総合研究所についても、個別に回答を依頼し
た。グルテン研究会世話人によれば、12の機関
にそれぞれ1～3名程度が育種担当として所属す
ることから、現在、小麦育種の交配計画に関わ
る育種家は、あわせて30～35人である。

注10）素材の国際移転に際し、提供側と利用者側が
移転前に相互に合意する条件などを定めたもの
で、利益配分を定めたボンガイドライン（生物
多様性条約）に基準が示されている。

Ⅴ. まとめ

本稿では、遺伝資源の多様性が農業に与える影
響について、品種改良の効率性の観点から分析し
た。農業生物資源ジーンバンクのデータをもと
に、登録された小麦遺伝的基盤の多様性を指数と
してまとめ、多様性と品種改良の効率性について
回帰分析を行った。その結果、遺伝資源の多様性
が増すことで、日本の小麦育種の効率性が改善し
てきたことが示された。また、育種家へのアン
ケート調査結果から、育種母材の入手先としての
遺伝資源保存センターの重要性も確認された。

しかしながら、生物多様性条約の締結など、遺
伝資源保有国の権利意識の向上に伴い、遺伝資源
保存センターへの新規導入品種の数は減少の一途

をたどり、今後の多様性拡大が期待できる状況で
はない。実際、アンケートでも、海外の遺伝資源
の導入にかかる取引費用の増大が指摘されてい
る。

国産小麦による様々な小麦粉製品の供給が期待
され、それに伴う地域農業の活性化を図る上で、
継続的な遺伝資源の導入は必要不可欠である。分
析の中で指摘されたように、農業生物資源ジーン
バンクにはその特性が明らかにされていない品種
も多く存在する。遺伝資源の有効活用のために
も、そうした品種の特性調査を充実し、育種家の
利用に供試することが求められる。あわせて、国
外遺伝資源へのアクセスを確実に確保できるよう
素材移転契約(MTA)や共同研究体制の整備な
ど、研究インフラの整備も重要な課題である。

[付記]　本編は、日本学術振興会科学研究費補
助金・基盤(C)（24580311）による研究成果の一
部である。
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表5　遺伝資源の照会先

出所）グルテン研究会へのアンケート調査(2016年7月～8月)
注１）国内外の遺伝資源保存センター、国内外の研究機関や大学、国内外の研究会や学会、研究者同士のつ

ながりから重要だと思う順に選択。各順位で最も回答数の多かった照会先を回答数と合わせて示した。
注２）該当箇所の未回答などにより、有効回答は、回答数を下回る。



Ⅰ. はじめに

農業生産の量的・質的拡大に品種改良が大きな
役割を果たしてきたことは言うまでもない。品種
改良では望ましい形質をもつ複数の個体を交配す
ることから、そうした形質を有する個体、すなわ
ち遺伝資源の利用可能性が、その効率性を大きく
左右する。そのため、現在、世界各地で遺伝資源
の探査収集・保存が活発に行われている。一方、
人類の活動範囲の地理的拡大は、生物多様性の喪
失をもたらすと危惧され、その維持や保全に向け
た取り組みが世界的に広がっている。例えば、一
定の生態系を保全することで固有種や絶滅危惧種
の保護に努める生息域内保全(in s i tuまたは
on-site conservation)は、国の内外を問わず幅広
く行われている。経済学分野においても、生物多

様性の喪失による経済的影響の分析や、維持・保
全へ向けた政策提言など、近年、その研究成果が
急速に増加している(吉田 [21]、大沼 [10])。

このようにバイオ関連分野では、有用な遺伝資
源の発見が経済的に大きな利潤につながるため、
遺伝資源を多く有する資源国は、他国からのアク
セスを制限するなどその主権を強めることで、得
られる利益配分を求めてきた。1992年に締結され
た生物多様性条約でも、こうした資源国の権利が
利益配分として配慮されている。

一方、資源国の多くが発展途上国であることか
ら、遺伝資源の円滑な取引によって実現される品
種改良の成果は、農業の生産性向上を通して、急
速な人口増大と食料危機に苦しむ資源国に還元さ
れるため、遺伝資源利用を積極的に進めるべきと
する意見もみられる(例えばWright [22]など)。ま

た、資源国への過剰な権利付与による技術知識の
過少利用は、技術応用におけるアンチコモンズの
悲劇(Heller and Eisenberg [2])の一例としてとら
えられ、資源の利用国である先進国の研究開発に
悪影響をもたらすと危惧される。このような問題
提起がなされるものの、遺伝資源に対する資源国
と利用国の間の権利関係が大きく変化しない限
り、今後は、従来のような自由な育種材料の譲渡
は望めない。したがって、資源利用国は遺伝資源
に対する資源国の主権を認めつつ、今ある遺伝資
源の効率的な利用を促進していくことが求められ
る。

本稿では、遺伝資源の利用に関わるこうした問
題について、日本の小麦育種を事例にその課題を
検討する。小麦の在来種に乏しい日本では、もと
もと遺伝資源の多様性が低く、「ゆめちから」や
「ハルユタカ」、もち性小麦の作出にみられるよ
うに、画期的な小麦を作出するためには海外から
の遺伝資源の導入が欠かせない。パン用、菓子
用、パスタ用と消費者の需要がますます多様化す
る中、海外遺伝資源の重要性もさらに高まると予
想される。その一方で、遺伝資源へのアクセスが
制限され、譲渡においては手続きが煩雑化してい
ることは小麦も例外ではない。

こうした背景のもと、海外遺伝資源の取引費用
上昇が我が国の小麦育種に及ぼす影響を考察す
る。まず、農業生物資源ジーンバンクのデータを
もとに、我が国における小麦の遺伝資源の蓄積に
ついて時系列的にまとめる。

農業生物資源研究所に設置されている種子保存
庫をはじめ、遺伝資源の最終保存地として、遺伝
資源保存センターが設置されている(田中・鳥
山・芦澤[18]、pp.25-56.)。これらは生息域内保全
に対し、域外保全(ex situ)と呼ばれ、その維持費
用と価値評価について、議論されてきた。おもな
論点は、品種育成に供試された種子と育種成果の
関連を追跡し難いため、育種成果からみた種子保

存の価値を評価し難いこと、すなわちオプション
価値として定義される将来世代の需要を明示的に
示せないことがあげられる(Pardy et al. [11])。本
稿では、域外保全の重要性を育種成果から推測
し、取引費用の上昇からその導入が困難になりつ
つある現状を踏まえ、今後の小麦育種への影響に
ついて考察する。

遺伝資源保存センターは、世界各所に設立され
ているが、我が国でも1985年に農林水産省によっ
てジーンバンク事業が開始され、原産地や育成地
から採集される植物・作物を、採集地点の環境条
件などの情報とともに導入・保存する施設として
設置された。作物ごとに保存センターを持ち、植
物分類学にもとづいて同定、評価され、様々な特
性調査がパスポートデータとして整理、蓄積され
ている (田中ほか[18])。

本稿では、農業生物資源ジーンバンクに登録さ
れた小麦品種の特性に関するデータをもとに、遺
伝資源の多様性を一つの指数としてまとめる。そ
うして得られた多様性指数と品種改良の効率性の
関係を研究開発関数とし回帰分析により明らかに
することで、遺伝資源の多様性を高めることの重
要性について検討する。その上で、育種家に対し
てアンケート調査を実施し、多様化・細分化する
小麦への需要に対応する上で、我が国のジーンバ
ンク事業がどのような貢献をしてきたのか、ま
た、遺伝資源にアクセスする際、どのような課題
に直面しているのかといった問いについて育種家
の意見を整理することで、小麦の遺伝資源の維
持・拡大に必要な政策的課題を提言する。

本論文の構成は以下の通りである。第2節では
我が国のジーンバンク事業について説明し、小麦
の遺伝資源の蓄積がどのように進んできたのか定
量的に把握する。第3節では遺伝資源の多様性が
小麦育種の効率性に及ぼす影響について研究開発
関数の推計結果をもとに検討する。第4節では育
種家へのアンケート調査の結果を示し、育種にお

ける遺伝資源保存センターの重要性や海外の遺伝
資源にアクセスする際の課題について整理する。
第5節で結論とする．

Ⅱ. 農業生物資源ジーンバンクにおける小
麦遺伝資源の蓄積

1. ジーンバンク事業
農業生物資源ジーンバンクでは、種子更新とと

もに、作物に関する様々な特性データを評価・収
集している(田中ほか[18])。調査項目は、稈長や穂
長など植物の生態に関わる1次特性、脱粒性や耐
病性など収量に関係する2次特性、蛋白質含有率
や色相など品質に関わる3次特性に分かれる。具
体的な調査項目数(必須項目と選択項目を含む)
は、1次が28項目、2次が18項目、3次が19項目に
及ぶ。

農業生物資源ジーンバンクは小麦の新品種作出
に対して多大な貢献をしてきた。例えばモチ性小
麦は、農業生物資源ジーンバンクから供試された
1,960品種のなかから、もち性遺伝子をもつ中国
の在来品種(白火)がみつかったことで作出された
(白田ほか[15]、白田[14])。また、ハルユタカは、
農林10号など日本由来の半矮性遺伝子の国際トウ
モロコシ・小麦改良センター(以下、CIMMYT)か
らの逆輸入により、大幅な収量増加となったこと
が知られている(田中ほか[18]、p.69)。

このように遺伝資源保存センターに保存される
遺伝資源の多様性が高いことで、目的とする遺伝
子を探し出しやすく、結果、育種目標を早期に達
成し、また、画期的な新品種が誕生する。以下で
は、小麦を対象に、農業生物資源ジーンバンクに
登録された品種の特性を整理し、わが国が保有す
る小麦遺伝資源の多様性について検討する。

2. 農業生物資源ジーンバンクにおける小麦登録数
の推移
農業生物資源ジーンバンクでは小麦について4

万件近いデータが登録されているが、同一品種名
(JP番号)による重複登録を排除すると14,149件と
なる注1)。うち、普通小麦(Triticum aestivum (L.) 
Thell.)に該当する13,215件を本研究の分析対象と
した注2)。

国内産・外国産別の小麦の累積導入数の推移を
図1に示す。日本における遺伝資源保全の取り組
みは、20世紀初めの組織的な近代育種における素
材確保に始まり、作物別の育種材料研究室の設
立、種子貯蔵施設の建設を経て、1985年開始の
ジーンバンク事業につながる(白田ほか[15])。1988
年には遺伝資源保存管理施設が建設され、各研究
室から、パスポートデータとともに種子が農業生
物資源ジーンバンクに移管され、それ以降、登録
品種数が急速に増加した。

2013年度登録品種までのデータを山本[20]にし
たがって2期に分け、白田[14]や農業生物資源研究
所における聞き取り調査をもとに、導入数の推移
をみたい。具体的には、生物多様性条約(CBD)が
採択された1992年(日本は同年6月に署名)までをⅠ
期(1983-1992年、山本[20]のⅡ期に該当)とし、そ
れ以降をⅡ期とする。

Ⅰ期は、遺伝資源は人類共有の財産であり、自
由な交換・利用が可能であった時代で、遺伝資源
の利用から生じる利益を提供者と配分する、とい
う利益配分と農民の権利が認められる1992年の生
物多様性条約採択へ至る期間である(山本[20])。国
内では1985年、農林水産省によりジーンバンク事
業が開始され、国内外の遺伝資源保全と利用を促
進する機関として、遺伝資源探索を含め種子保存
の体制整備が進んだ時期でもある(白田[14])。この
間、稲類、麦類、豆類を中心に、国内外で積極的
な探索・収集活動も行われたことから、国内産・
外国産ともに小麦の登録数も増加し保存点数は倍
増した(白田ほか [15]、pp.16-21)。

しかし、Ⅱ期に入ると、1992年に生物多様性条
約が採択されたことで遺伝資源の海外探索が難し
くなり、それまでに登録された保存種子の特性調
査に重点が置かれるようになった。ただし小麦に
ついては、CIMMYTから国際現地試験を兼ねた
導入が続き、生物多様性条約の採択前後でも外国
産の小麦の導入は継続している。しかしながら、
2006年には新規導入数は60まで減少、CIMMYT
からの導入も2008年の14を最後に途絶え、2012年
には国内産、外国産ともに0となり、今後は、農

業生物資源ジーンバンクにおける多様性拡大は望
めそうもない。

3. 遺伝資源の多様性
2013年までに登録された小麦品種について、産

地別の品種数を表1にまとめた。登録品種数
13,215のうち、外国産は11,540(87.3%)、国内産は
1,675(12.7%)であり、外国を原産地とする品種が
大半を占め、うち約6割が中南米(おもにCIMMYT) 
から導入された育成種である注3)。

次に、農業生物資源ジーンバンクでの調査対象
となる項目のうち、定量的に把握することが可能
な稈長、穂長、登熟期間について、原産地の国内
外別にまとめた（表2）注4)。遺伝資源の多様性を
表す指標としては、これまで、品種数のほか、表
現型を利用した指標、近縁係数や来歴から作成す
る潜在指数などが提案されている(Meng et al.[8]、
Smale et al.[16])。日本でも農林登録品種を対象に
近縁係数をもちいた指標(水田・吉田[9]、小林・
吉田[3])が提示されているが、農業生物資源ジー
ンバンク登録品種は来歴不明の在来種も含まれ、
近縁係数を計算することができない。そこで本稿
では、上記3つの項目別に変動係数を計算し、遺

伝的多様性の指標とする。
表2は、ジーンバンク事業開始年の1985年から

2012年までに登録された品種のうち、稈長、穂
長、登熟期間について、平均値、標準偏差、変動
係数を示したものである。観測値数は、外国産が
国内産に比べて多く、また、特性によっても異な
る。稈長、穂長、登熟期間のいずれにおいても、
海外産全体の変動係数は、国内産のそれを上回る
結果となった。 

外国産品種は全登録数11,540に占める在来種の
割合が9.8％で、その地理的収集範囲も広い。一
方、国内産品種は、登録品種数1,675（表1）のう
ち在来種が約2％と少数である。実需や一定の社
会需要に応えようと品種改良された育成種に比
べ、長い伝播の過程で様々な地に適応した在来種
は多様性が大きいとされることから(ラディジン
スキー[7]、p.130)、とりわけ外国産小麦の場合、
在来品種の多さが遺伝資源の多様性に貢献してい
るものと考えられる。

次に、稈長、穂長、登熟日数のそれぞれについ
て、度数分布を示した（図2～4）。いずれも、外
国産が分布する範囲は国内産のそれに比べて広
く、また、度数も外国産の方が多いことから、外
国産の多様性が国内産の多様性を上回る。また、

外国産は収集範囲が広いことや、在来種の割合が
高いことが、多様性の拡大に貢献していると考え
られる。よって、農業生物資源ジーンバンクにお
いても外国産品種の導入が、遺伝的多様性の拡大
に重要な役割を果たすといえる。

4. 特性調査の対象品種数推移
次に、登録品種に占める調査済み特性項目の推

移をみてみよう。表2の観測値数をみると、登録
された13,215の小麦品種のうち、その特性が明ら
かになっている品種は多くても4,887(稈長と穂長)
で、全登録数の半数にも満たないことが分かる。
農業生物資源研究所では、栽培した全ての品種に
ついて、全項目を調査することは難しく、必要に
応じて調査項目を追加する。図5は1次から3次の
特性別に、特性が調査された品種数の累積推移を
示したものである注5)。1次特性は、農業生物資源
ジーンバンクへの登録と同時に調査も行われるた
め、特性が確認された品種数の累積推移は登録数
と一致する。一方、2次項目について調査された
品種の数はそれよりも遅れて推移し、3次項目の
品質特性は現在でも全登録品種の3分の1程度しか
調査されていないことが分かる。

育種家にとって、特性が明らかでない品種を育
種にもちいることは難しく、特性に関するデータ

CIMMYTと各国の研究開発投資の関係につい
てまとめたTraxler and Pingali [19]によると、
CIMMYTが遺伝的多様性を高めるような品種を
各国の育種機関に提供することで、各国の研究開
発投資1単位当たりの効率性が改善することを示
した。国際研究機関は、広範囲に適応可能な品種
を提供し、各国はそれを基に自国の気候条件に適
した品種を効率的に作出することができるためで
ある。これを一国が保有する遺伝資源の多様性
と、それを利用する育種機関として捉えると、育
種機関が利用可能な遺伝的多様性が増すことによ
り(G→G’)、研究開発投資の追加的な投入による
限界収量が増加するよう、研究開発関数は上方向
へシフトする。結果として、研究開発に対する投
資効果が改善し、より収量の高い小麦品種が作出
されると考えてよかろう。

本稿における研究開発関数の推定では、育種成
果として品種iの施肥反応実験j注7)における単位面
積当たり収量(Yij)をとり、以下の両対数線形型の
研究開発関数モデルを推定する。遺伝的多様性の
指標として、農業生物資源ジーンバンクに登録さ
れた小麦品種の変動係数を用いる。具体的には、
各品種の交配年に利用可能であったすべての農業
生物資源ジーンバンク登録品種(小麦)について、
特性(稈長(GLi)、穂長(GEi)、登熟日数(GFi))別に、
登録年毎に累積して変動係数を求めた。例えば、
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の蓄積と拡充は、既存の遺伝資源の有効活用を図
る上で解決されるべき課題の一つである。国外の
遺伝資源保存センターでも同様の課題に直面して
いるが、その原因についてKoo and Wright[6]は
次のようにまとめている。

遺伝資源保存センターは受け入れた品種につい
て、種子の更新をしながら、その特性をデータと
して蓄積する。一方、育種家からすると遺伝資源
保存センターに登録されている品種には特性の分
からないものが依然として多く、特性が明らかに
されたわずかな品種の中から適切な育種母材を見
つけることは困難である。したがって、育種家が
遺伝資源保存センターを積極的に利用するインセ
ンティブは弱く、センターとしても特性データの
整備を推進する必要性が薄れる、といった悪循環
に陥っている(Koo and Wright [6])。

図5に戻ろう。近年、品質に関わる3次特性につ
いて調査した品種の数が増えているが、これは、
育種目標が品質を重視する方向へシフトする中
（齋藤[13]）、登録品種を積極的に利用すること
で、そのシフトに対応しようとする動きとしてと
らえることができる注6)。遺伝資源の新規導入が望
めない現在、既存の登録品種の特性を明らかにす
ることは、遺伝資源の有効活用に向けた重要な課
題のひとつである。こうした中、次世代シーケン

サーの導入など、育種技術の進歩により、特性の
調査にかかる費用が大幅に低減することも予想さ
れ、今後はデータ蓄積も積極的に行われると期待
したい。

注１）小麦の種類別登録品種の内訳は、付表1を参
照されたい。

注２）重複登録の場合は、農業生物資源ジーンバン
クに初めて登録された年を登録年とし、特性調
査の結果については、調査最新年のものを採用
した。

注3）CIMMYTの国際分業体制については、
Traxler and Pingali [19]を参照のこと。

注４）他の調査項目は、多少や強弱、具体的な形状
で表示され定量的な把握は難しい。

注５）ここでは複数ある調査項目のうち、ひとつでも
調査されれば当該品種は調査済みとした。ただ
し表2でも示されているように、稈長や穂長と
いった基礎的な特性であっても調査された品
種は登録されたものの半数にも満たず、農業生
物資源ジーンバンク登録品種の特性調査が未
だ不十分であることが分かる。

注６）国内産の地方系統など育成品種は、育成地で
品質特性が調査され、それらのデータとともに
登録される場合も相当数ある。

Ⅲ. 研究開発関数の推定

前節では、農業生物資源ジーンバンクに登録さ
れた小麦について、特性別にその多様性を表す指
標を求めた。本節では、そのデータを利用して研
究開発関数を推定し、遺伝資源の多様性が育種成
果に及ぼす影響を定量的に把握する。研究開発関
数は小麦の収量(Y)を、小麦育種に関わる研究開
発投資(RD)と、小麦品種の遺伝的多様性(G)の関
数Y(RD, G)として表したものである（図6）。

品種iの交配年が2000年の場合、稈長、穂長、登
熟日数の各変動係数は、2000年を含むそれまでの
全ての（農業生物資源ジーンバンクの）登録品種
から求める。これを、育種家が交配計画を策定し
た時点で利用可能であった小麦遺伝資源の多様性
指標とし、数値に表すことで、研究開発の効率性
への影響を分析する。本分析では、研究開発投資
(RD)を研究員延べ人数(SYi , Scientist Year)で表す
こととし、それぞれの変動係数との交差項として
導入する。係数が正で有意であれば、研究開発投
資が一定のとき、交配年の変動係数が高いほど、
すなわち、育種家が利用可能な遺伝資源の多様性
が高いほど、より効率的に品種改良目標に到達す
ることを示す。

交差項以外の説明変数として、品種iの施肥反
応実験ｊにおける単位面積当たり窒素施肥量
(Nij)、秋播き品種との単収の差を考慮した春播き
品種ダミー(DSi)、育種に要した年数として、登
録年から交配年を引いた懐妊期間(Li)を推定式に
導入した。通常、研究開発投資の後、その成果の
結実には時間を要することから、技術知識ストッ
クの推計には、懐妊期間と呼ばれるタイムラグを
考慮する。本分析では、品種登録までに要した年
数を懐妊期間(Li)として導入した。εijは誤差項で
ある。

遺伝的多様性指標以外の変数は、交配年が1983
～2000年で、かつ品種登録済みの24品種を対象と
して、値は各品種の「小麦新品種決定に関する参
考成績書」記載のデータを利用した。表3は、以
上のとおり推計した被説明変数および説明変数
データである。研究開発関数モデルを最小2乗法
により推定した結果を表4に示す。

推定の結果、研究員延べ人数は正で有意とな
り、研究開発関数として定義できる。また、単位
当たり収量に及ぼす窒素施肥も正で有意に確認で
きた。ただし、懐妊期間として定義した登録に要
した年数は、有意な結果とはならなかった。

次に、研究員延べ人数との交差項は、稈長およ
び穂長の変動係数が正で有意な結果となった。す
なわち、研究員延べ人数を一定とし、遺伝的基盤
の多様性を高めることで、研究開発投資の効率性
が上昇し、収量の向上が促されることがわかる。

分析対象となった農林登録品種は、母本となる
育種材料を必ずしも農業生物資源ジーンバンクか
らえているとは限らないが、交配時に育種家が利
用可能な母材の遺伝的多様性が高いほど、選抜さ
れた品種は育種目標に近づくと結論できる。

本分析では、上述した3つの特性からえた変動
係数を遺伝的多様性の指標として捉え、多様性拡
大が研究開発投資の効率性を改善するのか分析し
た。育種母材の多様性拡大は研究開発の成果をよ
り効率的に達成することから、遺伝的多様性を高
く維持することが今後の小麦育種にとっても重要
な要素となる。

今回の分析は、データの利用可能性から品種数
が限られており、育種成果には収量のみを扱っ
た。育種成果に品質項目を取り入れることで、品
質データ蓄積の効果についても分析する必要があ
ることを指摘しておきたい。

注７）窒素施肥量Nijは、各品種の「小麦新品種決定
に関する参考成績書」の生育概況・耕種概要か
ら得た。基肥と追肥を合わせた施肥量である。
栽培実験では、収量に対する施肥反応を分析
するため、品種ごとに少肥、多肥など、異なる施
肥量毎に単位面積当たりの収量を得ている。

Ⅳ.　育種家へのアンケート調査

前節では、遺伝的基盤の多様性維持・拡大が、
研究開発の効率性を左右することが示され、その
重要性が明らかとなった。本節では、遺伝的基盤
の維持・拡大の可能性について、育種家へのアン
ケート結果から明らかにしていく。

近年、科学の経済学を中心に、研究者のもつ無
形知識を、有形化・明文化する試みが進んでいる
(ステファン [17])。サイエンスリンケージと呼ば
れる指標(文部科学省 [5])もそのひとつで、特許と
いう有形財を生み出すのに要した無形知識を、特
許に記載される科学論文から計測することで、特
許の生産に必要な投入要素としての無形知識を明
確に捉えようとする試みである注8)。無形知識を明
示的に考慮することで、技術革新がどういった経

路で進むのか、またその経路の中で技術革新の妨
げとなるものは何かを明らかにすることができ、
技術革新を促す上でより有効な政策の立案に寄与
する。

前節で提示した研究開発関数に当てはめて考え
ると、交配の際に候補となる母材をどのように選
択するか、適切な母本にどのようにたどり着くの
か、を育種家の無形知識とみなすことができる。
ただし、そうした無形知識を把握することは困難
なため、Ⅲ節ではそれを明示的に考慮せず研究開
発関数の推定を行った。これを補う目的で、育種
家が実際どのような経路で育種母材を入手してい
るのか、アンケート調査を行った。

アンケートでは、遺伝資源の照会先として重視
する機関について、国内外の遺伝資源保存セン
ター、国内外の研究機関や学会、研究者同士のつ
ながりの7つの選択肢から重要と思われる上位3項
目をあげてもらった。2016年7月から8月にかけ
て、グルテン研究会注9)を通してアンケートに対す
る回答を依頼したところ、国の研究機関から12
人、都道府県の育種担当者から8人、大学その他
から5人、合計25人の回答があった。

その結果を表5にまとめた。国内の遺伝資源保
存センターについては、いずれの研究機関におい

ても、今後も照会先として重要であると認識され
ていることがわかる。また、外国の遺伝資源保存
センターについても、特に多くの育種家を抱える
国や都道府県の研究機関では、上位にあげられて
いる。

アンケートでは、国外からの遺伝資源導入の現
状についても尋ねたが、国と都道府県の育種家20
人中13人が、国外からの遺伝資源導入が難しく
なっている(ほか、2名が難しくなっているとは思
わない、5名が分らない)と回答している。その要
因として、(1)生物多様性条約の批准や資源国の権
利意識の高まりと利益配分への期待、(2)民間企業
の参入による知財意識の高まりといった国際環境
の変化のほか、(3)所属機関における手続きが未整
備であること、具体的には植物検疫での手続きの
煩雑さとトラブル、仮にMTA(素材移転契約)注10)

の下で譲渡されても、権利や利益配分を求められ
ることなどをあげている。このことからも、従来
のような研究者間の自由なやりとりでの譲渡・導
入が認められない中、近年、遺伝資源の譲渡手続
きが煩雑になり、取引費用が高まっていることが
分かる。

一方で、育種家は多様化・細分化していく消費
者や実需者の要望に応えていかなければならな
い。例えば、新品種の導入を地域農業や地域経済
を活性化させる材料と位置づける動きや(後藤 
[1])、国内産小麦への根強い消費者需要(Saito and 
Saito[13])への対応が求められるほか、用途も麺用
に限らず、冷凍向けのパン用小麦やドライパスタ
用デュラム小麦など、国外の遺伝資源なくしては
作出できない用途へも育種目標が拡大している
（表6）。

育種家にとって、譲渡の際の取引費用の増大
は、研究における非効率化につながる。遺伝資源
へのアクセスが厳格化する国際環境の中で、今
後、更に多様化・細分化していく消費者や実需者
の要望に対応するためには、個々の育種家や育種

機関が実施している譲渡手続きを一元化するな
ど、遺伝資源導入における取引費用の軽減に務め
ることが育種効率向上のためにも重要である。

注８）農業分野では、近藤・高山・長南[4]が、無形知
識としての施肥技術指数を論文数から作成し、
農業生産への貢献を評価している。

注９）グルテン研究会は、おもに小麦の品質問題改
善を目指して2010年に立ち上げられた研究会
で、育種家のほか、製粉、製パンなどの流通・
加工に携わる研究者が参画し、2016年5月時点
で321名が登録される。本調査ではグルテン研
究会からメール送信後、道府県の6つの研究機
関のほか、北海道、東北、近中四、九州沖縄の
農業研究センター、作物研究所、ホクレン農業
総合研究所についても、個別に回答を依頼し
た。グルテン研究会世話人によれば、12の機関
にそれぞれ1～3名程度が育種担当として所属す
ることから、現在、小麦育種の交配計画に関わ
る育種家は、あわせて30～35人である。

注10）素材の国際移転に際し、提供側と利用者側が
移転前に相互に合意する条件などを定めたもの
で、利益配分を定めたボンガイドライン（生物
多様性条約）に基準が示されている。

Ⅴ. まとめ

本稿では、遺伝資源の多様性が農業に与える影
響について、品種改良の効率性の観点から分析し
た。農業生物資源ジーンバンクのデータをもと
に、登録された小麦遺伝的基盤の多様性を指数と
してまとめ、多様性と品種改良の効率性について
回帰分析を行った。その結果、遺伝資源の多様性
が増すことで、日本の小麦育種の効率性が改善し
てきたことが示された。また、育種家へのアン
ケート調査結果から、育種母材の入手先としての
遺伝資源保存センターの重要性も確認された。

しかしながら、生物多様性条約の締結など、遺
伝資源保有国の権利意識の向上に伴い、遺伝資源
保存センターへの新規導入品種の数は減少の一途

をたどり、今後の多様性拡大が期待できる状況で
はない。実際、アンケートでも、海外の遺伝資源
の導入にかかる取引費用の増大が指摘されてい
る。

国産小麦による様々な小麦粉製品の供給が期待
され、それに伴う地域農業の活性化を図る上で、
継続的な遺伝資源の導入は必要不可欠である。分
析の中で指摘されたように、農業生物資源ジーン
バンクにはその特性が明らかにされていない品種
も多く存在する。遺伝資源の有効活用のために
も、そうした品種の特性調査を充実し、育種家の
利用に供試することが求められる。あわせて、国
外遺伝資源へのアクセスを確実に確保できるよう
素材移転契約(MTA)や共同研究体制の整備な
ど、研究インフラの整備も重要な課題である。

[付記]　本編は、日本学術振興会科学研究費補
助金・基盤(C)（24580311）による研究成果の一
部である。
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表6　所属機関における育種目標

出所）アンケート調査(2016年7月～8月)の自由記
述回答より抜粋



Ⅰ. はじめに

農業生産の量的・質的拡大に品種改良が大きな
役割を果たしてきたことは言うまでもない。品種
改良では望ましい形質をもつ複数の個体を交配す
ることから、そうした形質を有する個体、すなわ
ち遺伝資源の利用可能性が、その効率性を大きく
左右する。そのため、現在、世界各地で遺伝資源
の探査収集・保存が活発に行われている。一方、
人類の活動範囲の地理的拡大は、生物多様性の喪
失をもたらすと危惧され、その維持や保全に向け
た取り組みが世界的に広がっている。例えば、一
定の生態系を保全することで固有種や絶滅危惧種
の保護に努める生息域内保全(in s i tuまたは
on-site conservation)は、国の内外を問わず幅広
く行われている。経済学分野においても、生物多

様性の喪失による経済的影響の分析や、維持・保
全へ向けた政策提言など、近年、その研究成果が
急速に増加している(吉田 [21]、大沼 [10])。

このようにバイオ関連分野では、有用な遺伝資
源の発見が経済的に大きな利潤につながるため、
遺伝資源を多く有する資源国は、他国からのアク
セスを制限するなどその主権を強めることで、得
られる利益配分を求めてきた。1992年に締結され
た生物多様性条約でも、こうした資源国の権利が
利益配分として配慮されている。

一方、資源国の多くが発展途上国であることか
ら、遺伝資源の円滑な取引によって実現される品
種改良の成果は、農業の生産性向上を通して、急
速な人口増大と食料危機に苦しむ資源国に還元さ
れるため、遺伝資源利用を積極的に進めるべきと
する意見もみられる(例えばWright [22]など)。ま

た、資源国への過剰な権利付与による技術知識の
過少利用は、技術応用におけるアンチコモンズの
悲劇(Heller and Eisenberg [2])の一例としてとら
えられ、資源の利用国である先進国の研究開発に
悪影響をもたらすと危惧される。このような問題
提起がなされるものの、遺伝資源に対する資源国
と利用国の間の権利関係が大きく変化しない限
り、今後は、従来のような自由な育種材料の譲渡
は望めない。したがって、資源利用国は遺伝資源
に対する資源国の主権を認めつつ、今ある遺伝資
源の効率的な利用を促進していくことが求められ
る。

本稿では、遺伝資源の利用に関わるこうした問
題について、日本の小麦育種を事例にその課題を
検討する。小麦の在来種に乏しい日本では、もと
もと遺伝資源の多様性が低く、「ゆめちから」や
「ハルユタカ」、もち性小麦の作出にみられるよ
うに、画期的な小麦を作出するためには海外から
の遺伝資源の導入が欠かせない。パン用、菓子
用、パスタ用と消費者の需要がますます多様化す
る中、海外遺伝資源の重要性もさらに高まると予
想される。その一方で、遺伝資源へのアクセスが
制限され、譲渡においては手続きが煩雑化してい
ることは小麦も例外ではない。

こうした背景のもと、海外遺伝資源の取引費用
上昇が我が国の小麦育種に及ぼす影響を考察す
る。まず、農業生物資源ジーンバンクのデータを
もとに、我が国における小麦の遺伝資源の蓄積に
ついて時系列的にまとめる。

農業生物資源研究所に設置されている種子保存
庫をはじめ、遺伝資源の最終保存地として、遺伝
資源保存センターが設置されている(田中・鳥
山・芦澤[18]、pp.25-56.)。これらは生息域内保全
に対し、域外保全(ex situ)と呼ばれ、その維持費
用と価値評価について、議論されてきた。おもな
論点は、品種育成に供試された種子と育種成果の
関連を追跡し難いため、育種成果からみた種子保

存の価値を評価し難いこと、すなわちオプション
価値として定義される将来世代の需要を明示的に
示せないことがあげられる(Pardy et al. [11])。本
稿では、域外保全の重要性を育種成果から推測
し、取引費用の上昇からその導入が困難になりつ
つある現状を踏まえ、今後の小麦育種への影響に
ついて考察する。

遺伝資源保存センターは、世界各所に設立され
ているが、我が国でも1985年に農林水産省によっ
てジーンバンク事業が開始され、原産地や育成地
から採集される植物・作物を、採集地点の環境条
件などの情報とともに導入・保存する施設として
設置された。作物ごとに保存センターを持ち、植
物分類学にもとづいて同定、評価され、様々な特
性調査がパスポートデータとして整理、蓄積され
ている (田中ほか[18])。

本稿では、農業生物資源ジーンバンクに登録さ
れた小麦品種の特性に関するデータをもとに、遺
伝資源の多様性を一つの指数としてまとめる。そ
うして得られた多様性指数と品種改良の効率性の
関係を研究開発関数とし回帰分析により明らかに
することで、遺伝資源の多様性を高めることの重
要性について検討する。その上で、育種家に対し
てアンケート調査を実施し、多様化・細分化する
小麦への需要に対応する上で、我が国のジーンバ
ンク事業がどのような貢献をしてきたのか、ま
た、遺伝資源にアクセスする際、どのような課題
に直面しているのかといった問いについて育種家
の意見を整理することで、小麦の遺伝資源の維
持・拡大に必要な政策的課題を提言する。

本論文の構成は以下の通りである。第2節では
我が国のジーンバンク事業について説明し、小麦
の遺伝資源の蓄積がどのように進んできたのか定
量的に把握する。第3節では遺伝資源の多様性が
小麦育種の効率性に及ぼす影響について研究開発
関数の推計結果をもとに検討する。第4節では育
種家へのアンケート調査の結果を示し、育種にお

ける遺伝資源保存センターの重要性や海外の遺伝
資源にアクセスする際の課題について整理する。
第5節で結論とする．

Ⅱ. 農業生物資源ジーンバンクにおける小
麦遺伝資源の蓄積

1. ジーンバンク事業
農業生物資源ジーンバンクでは、種子更新とと

もに、作物に関する様々な特性データを評価・収
集している(田中ほか[18])。調査項目は、稈長や穂
長など植物の生態に関わる1次特性、脱粒性や耐
病性など収量に関係する2次特性、蛋白質含有率
や色相など品質に関わる3次特性に分かれる。具
体的な調査項目数(必須項目と選択項目を含む)
は、1次が28項目、2次が18項目、3次が19項目に
及ぶ。

農業生物資源ジーンバンクは小麦の新品種作出
に対して多大な貢献をしてきた。例えばモチ性小
麦は、農業生物資源ジーンバンクから供試された
1,960品種のなかから、もち性遺伝子をもつ中国
の在来品種(白火)がみつかったことで作出された
(白田ほか[15]、白田[14])。また、ハルユタカは、
農林10号など日本由来の半矮性遺伝子の国際トウ
モロコシ・小麦改良センター(以下、CIMMYT)か
らの逆輸入により、大幅な収量増加となったこと
が知られている(田中ほか[18]、p.69)。

このように遺伝資源保存センターに保存される
遺伝資源の多様性が高いことで、目的とする遺伝
子を探し出しやすく、結果、育種目標を早期に達
成し、また、画期的な新品種が誕生する。以下で
は、小麦を対象に、農業生物資源ジーンバンクに
登録された品種の特性を整理し、わが国が保有す
る小麦遺伝資源の多様性について検討する。

2. 農業生物資源ジーンバンクにおける小麦登録数
の推移
農業生物資源ジーンバンクでは小麦について4

万件近いデータが登録されているが、同一品種名
(JP番号)による重複登録を排除すると14,149件と
なる注1)。うち、普通小麦(Triticum aestivum (L.) 
Thell.)に該当する13,215件を本研究の分析対象と
した注2)。

国内産・外国産別の小麦の累積導入数の推移を
図1に示す。日本における遺伝資源保全の取り組
みは、20世紀初めの組織的な近代育種における素
材確保に始まり、作物別の育種材料研究室の設
立、種子貯蔵施設の建設を経て、1985年開始の
ジーンバンク事業につながる(白田ほか[15])。1988
年には遺伝資源保存管理施設が建設され、各研究
室から、パスポートデータとともに種子が農業生
物資源ジーンバンクに移管され、それ以降、登録
品種数が急速に増加した。

2013年度登録品種までのデータを山本[20]にし
たがって2期に分け、白田[14]や農業生物資源研究
所における聞き取り調査をもとに、導入数の推移
をみたい。具体的には、生物多様性条約(CBD)が
採択された1992年(日本は同年6月に署名)までをⅠ
期(1983-1992年、山本[20]のⅡ期に該当)とし、そ
れ以降をⅡ期とする。

Ⅰ期は、遺伝資源は人類共有の財産であり、自
由な交換・利用が可能であった時代で、遺伝資源
の利用から生じる利益を提供者と配分する、とい
う利益配分と農民の権利が認められる1992年の生
物多様性条約採択へ至る期間である(山本[20])。国
内では1985年、農林水産省によりジーンバンク事
業が開始され、国内外の遺伝資源保全と利用を促
進する機関として、遺伝資源探索を含め種子保存
の体制整備が進んだ時期でもある(白田[14])。この
間、稲類、麦類、豆類を中心に、国内外で積極的
な探索・収集活動も行われたことから、国内産・
外国産ともに小麦の登録数も増加し保存点数は倍
増した(白田ほか [15]、pp.16-21)。

しかし、Ⅱ期に入ると、1992年に生物多様性条
約が採択されたことで遺伝資源の海外探索が難し
くなり、それまでに登録された保存種子の特性調
査に重点が置かれるようになった。ただし小麦に
ついては、CIMMYTから国際現地試験を兼ねた
導入が続き、生物多様性条約の採択前後でも外国
産の小麦の導入は継続している。しかしながら、
2006年には新規導入数は60まで減少、CIMMYT
からの導入も2008年の14を最後に途絶え、2012年
には国内産、外国産ともに0となり、今後は、農

業生物資源ジーンバンクにおける多様性拡大は望
めそうもない。

3. 遺伝資源の多様性
2013年までに登録された小麦品種について、産

地別の品種数を表1にまとめた。登録品種数
13,215のうち、外国産は11,540(87.3%)、国内産は
1,675(12.7%)であり、外国を原産地とする品種が
大半を占め、うち約6割が中南米(おもにCIMMYT) 
から導入された育成種である注3)。

次に、農業生物資源ジーンバンクでの調査対象
となる項目のうち、定量的に把握することが可能
な稈長、穂長、登熟期間について、原産地の国内
外別にまとめた（表2）注4)。遺伝資源の多様性を
表す指標としては、これまで、品種数のほか、表
現型を利用した指標、近縁係数や来歴から作成す
る潜在指数などが提案されている(Meng et al.[8]、
Smale et al.[16])。日本でも農林登録品種を対象に
近縁係数をもちいた指標(水田・吉田[9]、小林・
吉田[3])が提示されているが、農業生物資源ジー
ンバンク登録品種は来歴不明の在来種も含まれ、
近縁係数を計算することができない。そこで本稿
では、上記3つの項目別に変動係数を計算し、遺

伝的多様性の指標とする。
表2は、ジーンバンク事業開始年の1985年から

2012年までに登録された品種のうち、稈長、穂
長、登熟期間について、平均値、標準偏差、変動
係数を示したものである。観測値数は、外国産が
国内産に比べて多く、また、特性によっても異な
る。稈長、穂長、登熟期間のいずれにおいても、
海外産全体の変動係数は、国内産のそれを上回る
結果となった。 

外国産品種は全登録数11,540に占める在来種の
割合が9.8％で、その地理的収集範囲も広い。一
方、国内産品種は、登録品種数1,675（表1）のう
ち在来種が約2％と少数である。実需や一定の社
会需要に応えようと品種改良された育成種に比
べ、長い伝播の過程で様々な地に適応した在来種
は多様性が大きいとされることから(ラディジン
スキー[7]、p.130)、とりわけ外国産小麦の場合、
在来品種の多さが遺伝資源の多様性に貢献してい
るものと考えられる。

次に、稈長、穂長、登熟日数のそれぞれについ
て、度数分布を示した（図2～4）。いずれも、外
国産が分布する範囲は国内産のそれに比べて広
く、また、度数も外国産の方が多いことから、外
国産の多様性が国内産の多様性を上回る。また、

外国産は収集範囲が広いことや、在来種の割合が
高いことが、多様性の拡大に貢献していると考え
られる。よって、農業生物資源ジーンバンクにお
いても外国産品種の導入が、遺伝的多様性の拡大
に重要な役割を果たすといえる。

4. 特性調査の対象品種数推移
次に、登録品種に占める調査済み特性項目の推

移をみてみよう。表2の観測値数をみると、登録
された13,215の小麦品種のうち、その特性が明ら
かになっている品種は多くても4,887(稈長と穂長)
で、全登録数の半数にも満たないことが分かる。
農業生物資源研究所では、栽培した全ての品種に
ついて、全項目を調査することは難しく、必要に
応じて調査項目を追加する。図5は1次から3次の
特性別に、特性が調査された品種数の累積推移を
示したものである注5)。1次特性は、農業生物資源
ジーンバンクへの登録と同時に調査も行われるた
め、特性が確認された品種数の累積推移は登録数
と一致する。一方、2次項目について調査された
品種の数はそれよりも遅れて推移し、3次項目の
品質特性は現在でも全登録品種の3分の1程度しか
調査されていないことが分かる。

育種家にとって、特性が明らかでない品種を育
種にもちいることは難しく、特性に関するデータ

CIMMYTと各国の研究開発投資の関係につい
てまとめたTraxler and Pingali [19]によると、
CIMMYTが遺伝的多様性を高めるような品種を
各国の育種機関に提供することで、各国の研究開
発投資1単位当たりの効率性が改善することを示
した。国際研究機関は、広範囲に適応可能な品種
を提供し、各国はそれを基に自国の気候条件に適
した品種を効率的に作出することができるためで
ある。これを一国が保有する遺伝資源の多様性
と、それを利用する育種機関として捉えると、育
種機関が利用可能な遺伝的多様性が増すことによ
り(G→G’)、研究開発投資の追加的な投入による
限界収量が増加するよう、研究開発関数は上方向
へシフトする。結果として、研究開発に対する投
資効果が改善し、より収量の高い小麦品種が作出
されると考えてよかろう。

本稿における研究開発関数の推定では、育種成
果として品種iの施肥反応実験j注7)における単位面
積当たり収量(Yij)をとり、以下の両対数線形型の
研究開発関数モデルを推定する。遺伝的多様性の
指標として、農業生物資源ジーンバンクに登録さ
れた小麦品種の変動係数を用いる。具体的には、
各品種の交配年に利用可能であったすべての農業
生物資源ジーンバンク登録品種(小麦)について、
特性(稈長(GLi)、穂長(GEi)、登熟日数(GFi))別に、
登録年毎に累積して変動係数を求めた。例えば、
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の蓄積と拡充は、既存の遺伝資源の有効活用を図
る上で解決されるべき課題の一つである。国外の
遺伝資源保存センターでも同様の課題に直面して
いるが、その原因についてKoo and Wright[6]は
次のようにまとめている。

遺伝資源保存センターは受け入れた品種につい
て、種子の更新をしながら、その特性をデータと
して蓄積する。一方、育種家からすると遺伝資源
保存センターに登録されている品種には特性の分
からないものが依然として多く、特性が明らかに
されたわずかな品種の中から適切な育種母材を見
つけることは困難である。したがって、育種家が
遺伝資源保存センターを積極的に利用するインセ
ンティブは弱く、センターとしても特性データの
整備を推進する必要性が薄れる、といった悪循環
に陥っている(Koo and Wright [6])。

図5に戻ろう。近年、品質に関わる3次特性につ
いて調査した品種の数が増えているが、これは、
育種目標が品質を重視する方向へシフトする中
（齋藤[13]）、登録品種を積極的に利用すること
で、そのシフトに対応しようとする動きとしてと
らえることができる注6)。遺伝資源の新規導入が望
めない現在、既存の登録品種の特性を明らかにす
ることは、遺伝資源の有効活用に向けた重要な課
題のひとつである。こうした中、次世代シーケン

サーの導入など、育種技術の進歩により、特性の
調査にかかる費用が大幅に低減することも予想さ
れ、今後はデータ蓄積も積極的に行われると期待
したい。

注１）小麦の種類別登録品種の内訳は、付表1を参
照されたい。

注２）重複登録の場合は、農業生物資源ジーンバン
クに初めて登録された年を登録年とし、特性調
査の結果については、調査最新年のものを採用
した。

注3）CIMMYTの国際分業体制については、
Traxler and Pingali [19]を参照のこと。

注４）他の調査項目は、多少や強弱、具体的な形状
で表示され定量的な把握は難しい。

注５）ここでは複数ある調査項目のうち、ひとつでも
調査されれば当該品種は調査済みとした。ただ
し表2でも示されているように、稈長や穂長と
いった基礎的な特性であっても調査された品
種は登録されたものの半数にも満たず、農業生
物資源ジーンバンク登録品種の特性調査が未
だ不十分であることが分かる。

注６）国内産の地方系統など育成品種は、育成地で
品質特性が調査され、それらのデータとともに
登録される場合も相当数ある。

Ⅲ. 研究開発関数の推定

前節では、農業生物資源ジーンバンクに登録さ
れた小麦について、特性別にその多様性を表す指
標を求めた。本節では、そのデータを利用して研
究開発関数を推定し、遺伝資源の多様性が育種成
果に及ぼす影響を定量的に把握する。研究開発関
数は小麦の収量(Y)を、小麦育種に関わる研究開
発投資(RD)と、小麦品種の遺伝的多様性(G)の関
数Y(RD, G)として表したものである（図6）。

品種iの交配年が2000年の場合、稈長、穂長、登
熟日数の各変動係数は、2000年を含むそれまでの
全ての（農業生物資源ジーンバンクの）登録品種
から求める。これを、育種家が交配計画を策定し
た時点で利用可能であった小麦遺伝資源の多様性
指標とし、数値に表すことで、研究開発の効率性
への影響を分析する。本分析では、研究開発投資
(RD)を研究員延べ人数(SYi , Scientist Year)で表す
こととし、それぞれの変動係数との交差項として
導入する。係数が正で有意であれば、研究開発投
資が一定のとき、交配年の変動係数が高いほど、
すなわち、育種家が利用可能な遺伝資源の多様性
が高いほど、より効率的に品種改良目標に到達す
ることを示す。

交差項以外の説明変数として、品種iの施肥反
応実験ｊにおける単位面積当たり窒素施肥量
(Nij)、秋播き品種との単収の差を考慮した春播き
品種ダミー(DSi)、育種に要した年数として、登
録年から交配年を引いた懐妊期間(Li)を推定式に
導入した。通常、研究開発投資の後、その成果の
結実には時間を要することから、技術知識ストッ
クの推計には、懐妊期間と呼ばれるタイムラグを
考慮する。本分析では、品種登録までに要した年
数を懐妊期間(Li)として導入した。εijは誤差項で
ある。

遺伝的多様性指標以外の変数は、交配年が1983
～2000年で、かつ品種登録済みの24品種を対象と
して、値は各品種の「小麦新品種決定に関する参
考成績書」記載のデータを利用した。表3は、以
上のとおり推計した被説明変数および説明変数
データである。研究開発関数モデルを最小2乗法
により推定した結果を表4に示す。

推定の結果、研究員延べ人数は正で有意とな
り、研究開発関数として定義できる。また、単位
当たり収量に及ぼす窒素施肥も正で有意に確認で
きた。ただし、懐妊期間として定義した登録に要
した年数は、有意な結果とはならなかった。

次に、研究員延べ人数との交差項は、稈長およ
び穂長の変動係数が正で有意な結果となった。す
なわち、研究員延べ人数を一定とし、遺伝的基盤
の多様性を高めることで、研究開発投資の効率性
が上昇し、収量の向上が促されることがわかる。

分析対象となった農林登録品種は、母本となる
育種材料を必ずしも農業生物資源ジーンバンクか
らえているとは限らないが、交配時に育種家が利
用可能な母材の遺伝的多様性が高いほど、選抜さ
れた品種は育種目標に近づくと結論できる。

本分析では、上述した3つの特性からえた変動
係数を遺伝的多様性の指標として捉え、多様性拡
大が研究開発投資の効率性を改善するのか分析し
た。育種母材の多様性拡大は研究開発の成果をよ
り効率的に達成することから、遺伝的多様性を高
く維持することが今後の小麦育種にとっても重要
な要素となる。

今回の分析は、データの利用可能性から品種数
が限られており、育種成果には収量のみを扱っ
た。育種成果に品質項目を取り入れることで、品
質データ蓄積の効果についても分析する必要があ
ることを指摘しておきたい。

注７）窒素施肥量Nijは、各品種の「小麦新品種決定
に関する参考成績書」の生育概況・耕種概要か
ら得た。基肥と追肥を合わせた施肥量である。
栽培実験では、収量に対する施肥反応を分析
するため、品種ごとに少肥、多肥など、異なる施
肥量毎に単位面積当たりの収量を得ている。

Ⅳ.　育種家へのアンケート調査

前節では、遺伝的基盤の多様性維持・拡大が、
研究開発の効率性を左右することが示され、その
重要性が明らかとなった。本節では、遺伝的基盤
の維持・拡大の可能性について、育種家へのアン
ケート結果から明らかにしていく。

近年、科学の経済学を中心に、研究者のもつ無
形知識を、有形化・明文化する試みが進んでいる
(ステファン [17])。サイエンスリンケージと呼ば
れる指標(文部科学省 [5])もそのひとつで、特許と
いう有形財を生み出すのに要した無形知識を、特
許に記載される科学論文から計測することで、特
許の生産に必要な投入要素としての無形知識を明
確に捉えようとする試みである注8)。無形知識を明
示的に考慮することで、技術革新がどういった経

路で進むのか、またその経路の中で技術革新の妨
げとなるものは何かを明らかにすることができ、
技術革新を促す上でより有効な政策の立案に寄与
する。

前節で提示した研究開発関数に当てはめて考え
ると、交配の際に候補となる母材をどのように選
択するか、適切な母本にどのようにたどり着くの
か、を育種家の無形知識とみなすことができる。
ただし、そうした無形知識を把握することは困難
なため、Ⅲ節ではそれを明示的に考慮せず研究開
発関数の推定を行った。これを補う目的で、育種
家が実際どのような経路で育種母材を入手してい
るのか、アンケート調査を行った。

アンケートでは、遺伝資源の照会先として重視
する機関について、国内外の遺伝資源保存セン
ター、国内外の研究機関や学会、研究者同士のつ
ながりの7つの選択肢から重要と思われる上位3項
目をあげてもらった。2016年7月から8月にかけ
て、グルテン研究会注9)を通してアンケートに対す
る回答を依頼したところ、国の研究機関から12
人、都道府県の育種担当者から8人、大学その他
から5人、合計25人の回答があった。

その結果を表5にまとめた。国内の遺伝資源保
存センターについては、いずれの研究機関におい

ても、今後も照会先として重要であると認識され
ていることがわかる。また、外国の遺伝資源保存
センターについても、特に多くの育種家を抱える
国や都道府県の研究機関では、上位にあげられて
いる。

アンケートでは、国外からの遺伝資源導入の現
状についても尋ねたが、国と都道府県の育種家20
人中13人が、国外からの遺伝資源導入が難しく
なっている(ほか、2名が難しくなっているとは思
わない、5名が分らない)と回答している。その要
因として、(1)生物多様性条約の批准や資源国の権
利意識の高まりと利益配分への期待、(2)民間企業
の参入による知財意識の高まりといった国際環境
の変化のほか、(3)所属機関における手続きが未整
備であること、具体的には植物検疫での手続きの
煩雑さとトラブル、仮にMTA(素材移転契約)注10)

の下で譲渡されても、権利や利益配分を求められ
ることなどをあげている。このことからも、従来
のような研究者間の自由なやりとりでの譲渡・導
入が認められない中、近年、遺伝資源の譲渡手続
きが煩雑になり、取引費用が高まっていることが
分かる。

一方で、育種家は多様化・細分化していく消費
者や実需者の要望に応えていかなければならな
い。例えば、新品種の導入を地域農業や地域経済
を活性化させる材料と位置づける動きや(後藤 
[1])、国内産小麦への根強い消費者需要(Saito and 
Saito[13])への対応が求められるほか、用途も麺用
に限らず、冷凍向けのパン用小麦やドライパスタ
用デュラム小麦など、国外の遺伝資源なくしては
作出できない用途へも育種目標が拡大している
（表6）。

育種家にとって、譲渡の際の取引費用の増大
は、研究における非効率化につながる。遺伝資源
へのアクセスが厳格化する国際環境の中で、今
後、更に多様化・細分化していく消費者や実需者
の要望に対応するためには、個々の育種家や育種

機関が実施している譲渡手続きを一元化するな
ど、遺伝資源導入における取引費用の軽減に務め
ることが育種効率向上のためにも重要である。

注８）農業分野では、近藤・高山・長南[4]が、無形知
識としての施肥技術指数を論文数から作成し、
農業生産への貢献を評価している。

注９）グルテン研究会は、おもに小麦の品質問題改
善を目指して2010年に立ち上げられた研究会
で、育種家のほか、製粉、製パンなどの流通・
加工に携わる研究者が参画し、2016年5月時点
で321名が登録される。本調査ではグルテン研
究会からメール送信後、道府県の6つの研究機
関のほか、北海道、東北、近中四、九州沖縄の
農業研究センター、作物研究所、ホクレン農業
総合研究所についても、個別に回答を依頼し
た。グルテン研究会世話人によれば、12の機関
にそれぞれ1～3名程度が育種担当として所属す
ることから、現在、小麦育種の交配計画に関わ
る育種家は、あわせて30～35人である。

注10）素材の国際移転に際し、提供側と利用者側が
移転前に相互に合意する条件などを定めたもの
で、利益配分を定めたボンガイドライン（生物
多様性条約）に基準が示されている。

Ⅴ. まとめ

本稿では、遺伝資源の多様性が農業に与える影
響について、品種改良の効率性の観点から分析し
た。農業生物資源ジーンバンクのデータをもと
に、登録された小麦遺伝的基盤の多様性を指数と
してまとめ、多様性と品種改良の効率性について
回帰分析を行った。その結果、遺伝資源の多様性
が増すことで、日本の小麦育種の効率性が改善し
てきたことが示された。また、育種家へのアン
ケート調査結果から、育種母材の入手先としての
遺伝資源保存センターの重要性も確認された。

しかしながら、生物多様性条約の締結など、遺
伝資源保有国の権利意識の向上に伴い、遺伝資源
保存センターへの新規導入品種の数は減少の一途

をたどり、今後の多様性拡大が期待できる状況で
はない。実際、アンケートでも、海外の遺伝資源
の導入にかかる取引費用の増大が指摘されてい
る。

国産小麦による様々な小麦粉製品の供給が期待
され、それに伴う地域農業の活性化を図る上で、
継続的な遺伝資源の導入は必要不可欠である。分
析の中で指摘されたように、農業生物資源ジーン
バンクにはその特性が明らかにされていない品種
も多く存在する。遺伝資源の有効活用のために
も、そうした品種の特性調査を充実し、育種家の
利用に供試することが求められる。あわせて、国
外遺伝資源へのアクセスを確実に確保できるよう
素材移転契約(MTA)や共同研究体制の整備な
ど、研究インフラの整備も重要な課題である。

[付記]　本編は、日本学術振興会科学研究費補
助金・基盤(C)（24580311）による研究成果の一
部である。
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付表1　農業生物資源に登録された小麦の品種数

出所）農業生物資源ジーンバンク(登録年は1983-2012年)



Ⅰ. はじめに

農業生産の量的・質的拡大に品種改良が大きな
役割を果たしてきたことは言うまでもない。品種
改良では望ましい形質をもつ複数の個体を交配す
ることから、そうした形質を有する個体、すなわ
ち遺伝資源の利用可能性が、その効率性を大きく
左右する。そのため、現在、世界各地で遺伝資源
の探査収集・保存が活発に行われている。一方、
人類の活動範囲の地理的拡大は、生物多様性の喪
失をもたらすと危惧され、その維持や保全に向け
た取り組みが世界的に広がっている。例えば、一
定の生態系を保全することで固有種や絶滅危惧種
の保護に努める生息域内保全(in s i tuまたは
on-site conservation)は、国の内外を問わず幅広
く行われている。経済学分野においても、生物多

様性の喪失による経済的影響の分析や、維持・保
全へ向けた政策提言など、近年、その研究成果が
急速に増加している(吉田 [21]、大沼 [10])。

このようにバイオ関連分野では、有用な遺伝資
源の発見が経済的に大きな利潤につながるため、
遺伝資源を多く有する資源国は、他国からのアク
セスを制限するなどその主権を強めることで、得
られる利益配分を求めてきた。1992年に締結され
た生物多様性条約でも、こうした資源国の権利が
利益配分として配慮されている。

一方、資源国の多くが発展途上国であることか
ら、遺伝資源の円滑な取引によって実現される品
種改良の成果は、農業の生産性向上を通して、急
速な人口増大と食料危機に苦しむ資源国に還元さ
れるため、遺伝資源利用を積極的に進めるべきと
する意見もみられる(例えばWright [22]など)。ま

た、資源国への過剰な権利付与による技術知識の
過少利用は、技術応用におけるアンチコモンズの
悲劇(Heller and Eisenberg [2])の一例としてとら
えられ、資源の利用国である先進国の研究開発に
悪影響をもたらすと危惧される。このような問題
提起がなされるものの、遺伝資源に対する資源国
と利用国の間の権利関係が大きく変化しない限
り、今後は、従来のような自由な育種材料の譲渡
は望めない。したがって、資源利用国は遺伝資源
に対する資源国の主権を認めつつ、今ある遺伝資
源の効率的な利用を促進していくことが求められ
る。

本稿では、遺伝資源の利用に関わるこうした問
題について、日本の小麦育種を事例にその課題を
検討する。小麦の在来種に乏しい日本では、もと
もと遺伝資源の多様性が低く、「ゆめちから」や
「ハルユタカ」、もち性小麦の作出にみられるよ
うに、画期的な小麦を作出するためには海外から
の遺伝資源の導入が欠かせない。パン用、菓子
用、パスタ用と消費者の需要がますます多様化す
る中、海外遺伝資源の重要性もさらに高まると予
想される。その一方で、遺伝資源へのアクセスが
制限され、譲渡においては手続きが煩雑化してい
ることは小麦も例外ではない。

こうした背景のもと、海外遺伝資源の取引費用
上昇が我が国の小麦育種に及ぼす影響を考察す
る。まず、農業生物資源ジーンバンクのデータを
もとに、我が国における小麦の遺伝資源の蓄積に
ついて時系列的にまとめる。

農業生物資源研究所に設置されている種子保存
庫をはじめ、遺伝資源の最終保存地として、遺伝
資源保存センターが設置されている(田中・鳥
山・芦澤[18]、pp.25-56.)。これらは生息域内保全
に対し、域外保全(ex situ)と呼ばれ、その維持費
用と価値評価について、議論されてきた。おもな
論点は、品種育成に供試された種子と育種成果の
関連を追跡し難いため、育種成果からみた種子保

存の価値を評価し難いこと、すなわちオプション
価値として定義される将来世代の需要を明示的に
示せないことがあげられる(Pardy et al. [11])。本
稿では、域外保全の重要性を育種成果から推測
し、取引費用の上昇からその導入が困難になりつ
つある現状を踏まえ、今後の小麦育種への影響に
ついて考察する。

遺伝資源保存センターは、世界各所に設立され
ているが、我が国でも1985年に農林水産省によっ
てジーンバンク事業が開始され、原産地や育成地
から採集される植物・作物を、採集地点の環境条
件などの情報とともに導入・保存する施設として
設置された。作物ごとに保存センターを持ち、植
物分類学にもとづいて同定、評価され、様々な特
性調査がパスポートデータとして整理、蓄積され
ている (田中ほか[18])。

本稿では、農業生物資源ジーンバンクに登録さ
れた小麦品種の特性に関するデータをもとに、遺
伝資源の多様性を一つの指数としてまとめる。そ
うして得られた多様性指数と品種改良の効率性の
関係を研究開発関数とし回帰分析により明らかに
することで、遺伝資源の多様性を高めることの重
要性について検討する。その上で、育種家に対し
てアンケート調査を実施し、多様化・細分化する
小麦への需要に対応する上で、我が国のジーンバ
ンク事業がどのような貢献をしてきたのか、ま
た、遺伝資源にアクセスする際、どのような課題
に直面しているのかといった問いについて育種家
の意見を整理することで、小麦の遺伝資源の維
持・拡大に必要な政策的課題を提言する。

本論文の構成は以下の通りである。第2節では
我が国のジーンバンク事業について説明し、小麦
の遺伝資源の蓄積がどのように進んできたのか定
量的に把握する。第3節では遺伝資源の多様性が
小麦育種の効率性に及ぼす影響について研究開発
関数の推計結果をもとに検討する。第4節では育
種家へのアンケート調査の結果を示し、育種にお

ける遺伝資源保存センターの重要性や海外の遺伝
資源にアクセスする際の課題について整理する。
第5節で結論とする．

Ⅱ. 農業生物資源ジーンバンクにおける小
麦遺伝資源の蓄積

1. ジーンバンク事業
農業生物資源ジーンバンクでは、種子更新とと

もに、作物に関する様々な特性データを評価・収
集している(田中ほか[18])。調査項目は、稈長や穂
長など植物の生態に関わる1次特性、脱粒性や耐
病性など収量に関係する2次特性、蛋白質含有率
や色相など品質に関わる3次特性に分かれる。具
体的な調査項目数(必須項目と選択項目を含む)
は、1次が28項目、2次が18項目、3次が19項目に
及ぶ。

農業生物資源ジーンバンクは小麦の新品種作出
に対して多大な貢献をしてきた。例えばモチ性小
麦は、農業生物資源ジーンバンクから供試された
1,960品種のなかから、もち性遺伝子をもつ中国
の在来品種(白火)がみつかったことで作出された
(白田ほか[15]、白田[14])。また、ハルユタカは、
農林10号など日本由来の半矮性遺伝子の国際トウ
モロコシ・小麦改良センター(以下、CIMMYT)か
らの逆輸入により、大幅な収量増加となったこと
が知られている(田中ほか[18]、p.69)。

このように遺伝資源保存センターに保存される
遺伝資源の多様性が高いことで、目的とする遺伝
子を探し出しやすく、結果、育種目標を早期に達
成し、また、画期的な新品種が誕生する。以下で
は、小麦を対象に、農業生物資源ジーンバンクに
登録された品種の特性を整理し、わが国が保有す
る小麦遺伝資源の多様性について検討する。

2. 農業生物資源ジーンバンクにおける小麦登録数
の推移
農業生物資源ジーンバンクでは小麦について4

万件近いデータが登録されているが、同一品種名
(JP番号)による重複登録を排除すると14,149件と
なる注1)。うち、普通小麦(Triticum aestivum (L.) 
Thell.)に該当する13,215件を本研究の分析対象と
した注2)。

国内産・外国産別の小麦の累積導入数の推移を
図1に示す。日本における遺伝資源保全の取り組
みは、20世紀初めの組織的な近代育種における素
材確保に始まり、作物別の育種材料研究室の設
立、種子貯蔵施設の建設を経て、1985年開始の
ジーンバンク事業につながる(白田ほか[15])。1988
年には遺伝資源保存管理施設が建設され、各研究
室から、パスポートデータとともに種子が農業生
物資源ジーンバンクに移管され、それ以降、登録
品種数が急速に増加した。

2013年度登録品種までのデータを山本[20]にし
たがって2期に分け、白田[14]や農業生物資源研究
所における聞き取り調査をもとに、導入数の推移
をみたい。具体的には、生物多様性条約(CBD)が
採択された1992年(日本は同年6月に署名)までをⅠ
期(1983-1992年、山本[20]のⅡ期に該当)とし、そ
れ以降をⅡ期とする。

Ⅰ期は、遺伝資源は人類共有の財産であり、自
由な交換・利用が可能であった時代で、遺伝資源
の利用から生じる利益を提供者と配分する、とい
う利益配分と農民の権利が認められる1992年の生
物多様性条約採択へ至る期間である(山本[20])。国
内では1985年、農林水産省によりジーンバンク事
業が開始され、国内外の遺伝資源保全と利用を促
進する機関として、遺伝資源探索を含め種子保存
の体制整備が進んだ時期でもある(白田[14])。この
間、稲類、麦類、豆類を中心に、国内外で積極的
な探索・収集活動も行われたことから、国内産・
外国産ともに小麦の登録数も増加し保存点数は倍
増した(白田ほか [15]、pp.16-21)。

しかし、Ⅱ期に入ると、1992年に生物多様性条
約が採択されたことで遺伝資源の海外探索が難し
くなり、それまでに登録された保存種子の特性調
査に重点が置かれるようになった。ただし小麦に
ついては、CIMMYTから国際現地試験を兼ねた
導入が続き、生物多様性条約の採択前後でも外国
産の小麦の導入は継続している。しかしながら、
2006年には新規導入数は60まで減少、CIMMYT
からの導入も2008年の14を最後に途絶え、2012年
には国内産、外国産ともに0となり、今後は、農

業生物資源ジーンバンクにおける多様性拡大は望
めそうもない。

3. 遺伝資源の多様性
2013年までに登録された小麦品種について、産

地別の品種数を表1にまとめた。登録品種数
13,215のうち、外国産は11,540(87.3%)、国内産は
1,675(12.7%)であり、外国を原産地とする品種が
大半を占め、うち約6割が中南米(おもにCIMMYT) 
から導入された育成種である注3)。

次に、農業生物資源ジーンバンクでの調査対象
となる項目のうち、定量的に把握することが可能
な稈長、穂長、登熟期間について、原産地の国内
外別にまとめた（表2）注4)。遺伝資源の多様性を
表す指標としては、これまで、品種数のほか、表
現型を利用した指標、近縁係数や来歴から作成す
る潜在指数などが提案されている(Meng et al.[8]、
Smale et al.[16])。日本でも農林登録品種を対象に
近縁係数をもちいた指標(水田・吉田[9]、小林・
吉田[3])が提示されているが、農業生物資源ジー
ンバンク登録品種は来歴不明の在来種も含まれ、
近縁係数を計算することができない。そこで本稿
では、上記3つの項目別に変動係数を計算し、遺

伝的多様性の指標とする。
表2は、ジーンバンク事業開始年の1985年から

2012年までに登録された品種のうち、稈長、穂
長、登熟期間について、平均値、標準偏差、変動
係数を示したものである。観測値数は、外国産が
国内産に比べて多く、また、特性によっても異な
る。稈長、穂長、登熟期間のいずれにおいても、
海外産全体の変動係数は、国内産のそれを上回る
結果となった。 

外国産品種は全登録数11,540に占める在来種の
割合が9.8％で、その地理的収集範囲も広い。一
方、国内産品種は、登録品種数1,675（表1）のう
ち在来種が約2％と少数である。実需や一定の社
会需要に応えようと品種改良された育成種に比
べ、長い伝播の過程で様々な地に適応した在来種
は多様性が大きいとされることから(ラディジン
スキー[7]、p.130)、とりわけ外国産小麦の場合、
在来品種の多さが遺伝資源の多様性に貢献してい
るものと考えられる。

次に、稈長、穂長、登熟日数のそれぞれについ
て、度数分布を示した（図2～4）。いずれも、外
国産が分布する範囲は国内産のそれに比べて広
く、また、度数も外国産の方が多いことから、外
国産の多様性が国内産の多様性を上回る。また、

外国産は収集範囲が広いことや、在来種の割合が
高いことが、多様性の拡大に貢献していると考え
られる。よって、農業生物資源ジーンバンクにお
いても外国産品種の導入が、遺伝的多様性の拡大
に重要な役割を果たすといえる。

4. 特性調査の対象品種数推移
次に、登録品種に占める調査済み特性項目の推

移をみてみよう。表2の観測値数をみると、登録
された13,215の小麦品種のうち、その特性が明ら
かになっている品種は多くても4,887(稈長と穂長)
で、全登録数の半数にも満たないことが分かる。
農業生物資源研究所では、栽培した全ての品種に
ついて、全項目を調査することは難しく、必要に
応じて調査項目を追加する。図5は1次から3次の
特性別に、特性が調査された品種数の累積推移を
示したものである注5)。1次特性は、農業生物資源
ジーンバンクへの登録と同時に調査も行われるた
め、特性が確認された品種数の累積推移は登録数
と一致する。一方、2次項目について調査された
品種の数はそれよりも遅れて推移し、3次項目の
品質特性は現在でも全登録品種の3分の1程度しか
調査されていないことが分かる。

育種家にとって、特性が明らかでない品種を育
種にもちいることは難しく、特性に関するデータ

CIMMYTと各国の研究開発投資の関係につい
てまとめたTraxler and Pingali [19]によると、
CIMMYTが遺伝的多様性を高めるような品種を
各国の育種機関に提供することで、各国の研究開
発投資1単位当たりの効率性が改善することを示
した。国際研究機関は、広範囲に適応可能な品種
を提供し、各国はそれを基に自国の気候条件に適
した品種を効率的に作出することができるためで
ある。これを一国が保有する遺伝資源の多様性
と、それを利用する育種機関として捉えると、育
種機関が利用可能な遺伝的多様性が増すことによ
り(G→G’)、研究開発投資の追加的な投入による
限界収量が増加するよう、研究開発関数は上方向
へシフトする。結果として、研究開発に対する投
資効果が改善し、より収量の高い小麦品種が作出
されると考えてよかろう。

本稿における研究開発関数の推定では、育種成
果として品種iの施肥反応実験j注7)における単位面
積当たり収量(Yij)をとり、以下の両対数線形型の
研究開発関数モデルを推定する。遺伝的多様性の
指標として、農業生物資源ジーンバンクに登録さ
れた小麦品種の変動係数を用いる。具体的には、
各品種の交配年に利用可能であったすべての農業
生物資源ジーンバンク登録品種(小麦)について、
特性(稈長(GLi)、穂長(GEi)、登熟日数(GFi))別に、
登録年毎に累積して変動係数を求めた。例えば、
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の蓄積と拡充は、既存の遺伝資源の有効活用を図
る上で解決されるべき課題の一つである。国外の
遺伝資源保存センターでも同様の課題に直面して
いるが、その原因についてKoo and Wright[6]は
次のようにまとめている。

遺伝資源保存センターは受け入れた品種につい
て、種子の更新をしながら、その特性をデータと
して蓄積する。一方、育種家からすると遺伝資源
保存センターに登録されている品種には特性の分
からないものが依然として多く、特性が明らかに
されたわずかな品種の中から適切な育種母材を見
つけることは困難である。したがって、育種家が
遺伝資源保存センターを積極的に利用するインセ
ンティブは弱く、センターとしても特性データの
整備を推進する必要性が薄れる、といった悪循環
に陥っている(Koo and Wright [6])。

図5に戻ろう。近年、品質に関わる3次特性につ
いて調査した品種の数が増えているが、これは、
育種目標が品質を重視する方向へシフトする中
（齋藤[13]）、登録品種を積極的に利用すること
で、そのシフトに対応しようとする動きとしてと
らえることができる注6)。遺伝資源の新規導入が望
めない現在、既存の登録品種の特性を明らかにす
ることは、遺伝資源の有効活用に向けた重要な課
題のひとつである。こうした中、次世代シーケン

サーの導入など、育種技術の進歩により、特性の
調査にかかる費用が大幅に低減することも予想さ
れ、今後はデータ蓄積も積極的に行われると期待
したい。

注１）小麦の種類別登録品種の内訳は、付表1を参
照されたい。

注２）重複登録の場合は、農業生物資源ジーンバン
クに初めて登録された年を登録年とし、特性調
査の結果については、調査最新年のものを採用
した。

注3）CIMMYTの国際分業体制については、
Traxler and Pingali [19]を参照のこと。

注４）他の調査項目は、多少や強弱、具体的な形状
で表示され定量的な把握は難しい。

注５）ここでは複数ある調査項目のうち、ひとつでも
調査されれば当該品種は調査済みとした。ただ
し表2でも示されているように、稈長や穂長と
いった基礎的な特性であっても調査された品
種は登録されたものの半数にも満たず、農業生
物資源ジーンバンク登録品種の特性調査が未
だ不十分であることが分かる。

注６）国内産の地方系統など育成品種は、育成地で
品質特性が調査され、それらのデータとともに
登録される場合も相当数ある。

Ⅲ. 研究開発関数の推定

前節では、農業生物資源ジーンバンクに登録さ
れた小麦について、特性別にその多様性を表す指
標を求めた。本節では、そのデータを利用して研
究開発関数を推定し、遺伝資源の多様性が育種成
果に及ぼす影響を定量的に把握する。研究開発関
数は小麦の収量(Y)を、小麦育種に関わる研究開
発投資(RD)と、小麦品種の遺伝的多様性(G)の関
数Y(RD, G)として表したものである（図6）。

品種iの交配年が2000年の場合、稈長、穂長、登
熟日数の各変動係数は、2000年を含むそれまでの
全ての（農業生物資源ジーンバンクの）登録品種
から求める。これを、育種家が交配計画を策定し
た時点で利用可能であった小麦遺伝資源の多様性
指標とし、数値に表すことで、研究開発の効率性
への影響を分析する。本分析では、研究開発投資
(RD)を研究員延べ人数(SYi , Scientist Year)で表す
こととし、それぞれの変動係数との交差項として
導入する。係数が正で有意であれば、研究開発投
資が一定のとき、交配年の変動係数が高いほど、
すなわち、育種家が利用可能な遺伝資源の多様性
が高いほど、より効率的に品種改良目標に到達す
ることを示す。

交差項以外の説明変数として、品種iの施肥反
応実験ｊにおける単位面積当たり窒素施肥量
(Nij)、秋播き品種との単収の差を考慮した春播き
品種ダミー(DSi)、育種に要した年数として、登
録年から交配年を引いた懐妊期間(Li)を推定式に
導入した。通常、研究開発投資の後、その成果の
結実には時間を要することから、技術知識ストッ
クの推計には、懐妊期間と呼ばれるタイムラグを
考慮する。本分析では、品種登録までに要した年
数を懐妊期間(Li)として導入した。εijは誤差項で
ある。

遺伝的多様性指標以外の変数は、交配年が1983
～2000年で、かつ品種登録済みの24品種を対象と
して、値は各品種の「小麦新品種決定に関する参
考成績書」記載のデータを利用した。表3は、以
上のとおり推計した被説明変数および説明変数
データである。研究開発関数モデルを最小2乗法
により推定した結果を表4に示す。

推定の結果、研究員延べ人数は正で有意とな
り、研究開発関数として定義できる。また、単位
当たり収量に及ぼす窒素施肥も正で有意に確認で
きた。ただし、懐妊期間として定義した登録に要
した年数は、有意な結果とはならなかった。

次に、研究員延べ人数との交差項は、稈長およ
び穂長の変動係数が正で有意な結果となった。す
なわち、研究員延べ人数を一定とし、遺伝的基盤
の多様性を高めることで、研究開発投資の効率性
が上昇し、収量の向上が促されることがわかる。

分析対象となった農林登録品種は、母本となる
育種材料を必ずしも農業生物資源ジーンバンクか
らえているとは限らないが、交配時に育種家が利
用可能な母材の遺伝的多様性が高いほど、選抜さ
れた品種は育種目標に近づくと結論できる。

本分析では、上述した3つの特性からえた変動
係数を遺伝的多様性の指標として捉え、多様性拡
大が研究開発投資の効率性を改善するのか分析し
た。育種母材の多様性拡大は研究開発の成果をよ
り効率的に達成することから、遺伝的多様性を高
く維持することが今後の小麦育種にとっても重要
な要素となる。

今回の分析は、データの利用可能性から品種数
が限られており、育種成果には収量のみを扱っ
た。育種成果に品質項目を取り入れることで、品
質データ蓄積の効果についても分析する必要があ
ることを指摘しておきたい。

注７）窒素施肥量Nijは、各品種の「小麦新品種決定
に関する参考成績書」の生育概況・耕種概要か
ら得た。基肥と追肥を合わせた施肥量である。
栽培実験では、収量に対する施肥反応を分析
するため、品種ごとに少肥、多肥など、異なる施
肥量毎に単位面積当たりの収量を得ている。

Ⅳ.　育種家へのアンケート調査

前節では、遺伝的基盤の多様性維持・拡大が、
研究開発の効率性を左右することが示され、その
重要性が明らかとなった。本節では、遺伝的基盤
の維持・拡大の可能性について、育種家へのアン
ケート結果から明らかにしていく。

近年、科学の経済学を中心に、研究者のもつ無
形知識を、有形化・明文化する試みが進んでいる
(ステファン [17])。サイエンスリンケージと呼ば
れる指標(文部科学省 [5])もそのひとつで、特許と
いう有形財を生み出すのに要した無形知識を、特
許に記載される科学論文から計測することで、特
許の生産に必要な投入要素としての無形知識を明
確に捉えようとする試みである注8)。無形知識を明
示的に考慮することで、技術革新がどういった経

路で進むのか、またその経路の中で技術革新の妨
げとなるものは何かを明らかにすることができ、
技術革新を促す上でより有効な政策の立案に寄与
する。

前節で提示した研究開発関数に当てはめて考え
ると、交配の際に候補となる母材をどのように選
択するか、適切な母本にどのようにたどり着くの
か、を育種家の無形知識とみなすことができる。
ただし、そうした無形知識を把握することは困難
なため、Ⅲ節ではそれを明示的に考慮せず研究開
発関数の推定を行った。これを補う目的で、育種
家が実際どのような経路で育種母材を入手してい
るのか、アンケート調査を行った。

アンケートでは、遺伝資源の照会先として重視
する機関について、国内外の遺伝資源保存セン
ター、国内外の研究機関や学会、研究者同士のつ
ながりの7つの選択肢から重要と思われる上位3項
目をあげてもらった。2016年7月から8月にかけ
て、グルテン研究会注9)を通してアンケートに対す
る回答を依頼したところ、国の研究機関から12
人、都道府県の育種担当者から8人、大学その他
から5人、合計25人の回答があった。

その結果を表5にまとめた。国内の遺伝資源保
存センターについては、いずれの研究機関におい

ても、今後も照会先として重要であると認識され
ていることがわかる。また、外国の遺伝資源保存
センターについても、特に多くの育種家を抱える
国や都道府県の研究機関では、上位にあげられて
いる。

アンケートでは、国外からの遺伝資源導入の現
状についても尋ねたが、国と都道府県の育種家20
人中13人が、国外からの遺伝資源導入が難しく
なっている(ほか、2名が難しくなっているとは思
わない、5名が分らない)と回答している。その要
因として、(1)生物多様性条約の批准や資源国の権
利意識の高まりと利益配分への期待、(2)民間企業
の参入による知財意識の高まりといった国際環境
の変化のほか、(3)所属機関における手続きが未整
備であること、具体的には植物検疫での手続きの
煩雑さとトラブル、仮にMTA(素材移転契約)注10)

の下で譲渡されても、権利や利益配分を求められ
ることなどをあげている。このことからも、従来
のような研究者間の自由なやりとりでの譲渡・導
入が認められない中、近年、遺伝資源の譲渡手続
きが煩雑になり、取引費用が高まっていることが
分かる。

一方で、育種家は多様化・細分化していく消費
者や実需者の要望に応えていかなければならな
い。例えば、新品種の導入を地域農業や地域経済
を活性化させる材料と位置づける動きや(後藤 
[1])、国内産小麦への根強い消費者需要(Saito and 
Saito[13])への対応が求められるほか、用途も麺用
に限らず、冷凍向けのパン用小麦やドライパスタ
用デュラム小麦など、国外の遺伝資源なくしては
作出できない用途へも育種目標が拡大している
（表6）。

育種家にとって、譲渡の際の取引費用の増大
は、研究における非効率化につながる。遺伝資源
へのアクセスが厳格化する国際環境の中で、今
後、更に多様化・細分化していく消費者や実需者
の要望に対応するためには、個々の育種家や育種

機関が実施している譲渡手続きを一元化するな
ど、遺伝資源導入における取引費用の軽減に務め
ることが育種効率向上のためにも重要である。

注８）農業分野では、近藤・高山・長南[4]が、無形知
識としての施肥技術指数を論文数から作成し、
農業生産への貢献を評価している。

注９）グルテン研究会は、おもに小麦の品質問題改
善を目指して2010年に立ち上げられた研究会
で、育種家のほか、製粉、製パンなどの流通・
加工に携わる研究者が参画し、2016年5月時点
で321名が登録される。本調査ではグルテン研
究会からメール送信後、道府県の6つの研究機
関のほか、北海道、東北、近中四、九州沖縄の
農業研究センター、作物研究所、ホクレン農業
総合研究所についても、個別に回答を依頼し
た。グルテン研究会世話人によれば、12の機関
にそれぞれ1～3名程度が育種担当として所属す
ることから、現在、小麦育種の交配計画に関わ
る育種家は、あわせて30～35人である。

注10）素材の国際移転に際し、提供側と利用者側が
移転前に相互に合意する条件などを定めたもの
で、利益配分を定めたボンガイドライン（生物
多様性条約）に基準が示されている。

Ⅴ. まとめ

本稿では、遺伝資源の多様性が農業に与える影
響について、品種改良の効率性の観点から分析し
た。農業生物資源ジーンバンクのデータをもと
に、登録された小麦遺伝的基盤の多様性を指数と
してまとめ、多様性と品種改良の効率性について
回帰分析を行った。その結果、遺伝資源の多様性
が増すことで、日本の小麦育種の効率性が改善し
てきたことが示された。また、育種家へのアン
ケート調査結果から、育種母材の入手先としての
遺伝資源保存センターの重要性も確認された。

しかしながら、生物多様性条約の締結など、遺
伝資源保有国の権利意識の向上に伴い、遺伝資源
保存センターへの新規導入品種の数は減少の一途

をたどり、今後の多様性拡大が期待できる状況で
はない。実際、アンケートでも、海外の遺伝資源
の導入にかかる取引費用の増大が指摘されてい
る。

国産小麦による様々な小麦粉製品の供給が期待
され、それに伴う地域農業の活性化を図る上で、
継続的な遺伝資源の導入は必要不可欠である。分
析の中で指摘されたように、農業生物資源ジーン
バンクにはその特性が明らかにされていない品種
も多く存在する。遺伝資源の有効活用のために
も、そうした品種の特性調査を充実し、育種家の
利用に供試することが求められる。あわせて、国
外遺伝資源へのアクセスを確実に確保できるよう
素材移転契約(MTA)や共同研究体制の整備な
ど、研究インフラの整備も重要な課題である。

[付記]　本編は、日本学術振興会科学研究費補
助金・基盤(C)（24580311）による研究成果の一
部である。
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Ⅰ. はじめに

農業生産の量的・質的拡大に品種改良が大きな
役割を果たしてきたことは言うまでもない。品種
改良では望ましい形質をもつ複数の個体を交配す
ることから、そうした形質を有する個体、すなわ
ち遺伝資源の利用可能性が、その効率性を大きく
左右する。そのため、現在、世界各地で遺伝資源
の探査収集・保存が活発に行われている。一方、
人類の活動範囲の地理的拡大は、生物多様性の喪
失をもたらすと危惧され、その維持や保全に向け
た取り組みが世界的に広がっている。例えば、一
定の生態系を保全することで固有種や絶滅危惧種
の保護に努める生息域内保全(in s i tuまたは
on-site conservation)は、国の内外を問わず幅広
く行われている。経済学分野においても、生物多

様性の喪失による経済的影響の分析や、維持・保
全へ向けた政策提言など、近年、その研究成果が
急速に増加している(吉田 [21]、大沼 [10])。

このようにバイオ関連分野では、有用な遺伝資
源の発見が経済的に大きな利潤につながるため、
遺伝資源を多く有する資源国は、他国からのアク
セスを制限するなどその主権を強めることで、得
られる利益配分を求めてきた。1992年に締結され
た生物多様性条約でも、こうした資源国の権利が
利益配分として配慮されている。

一方、資源国の多くが発展途上国であることか
ら、遺伝資源の円滑な取引によって実現される品
種改良の成果は、農業の生産性向上を通して、急
速な人口増大と食料危機に苦しむ資源国に還元さ
れるため、遺伝資源利用を積極的に進めるべきと
する意見もみられる(例えばWright [22]など)。ま

た、資源国への過剰な権利付与による技術知識の
過少利用は、技術応用におけるアンチコモンズの
悲劇(Heller and Eisenberg [2])の一例としてとら
えられ、資源の利用国である先進国の研究開発に
悪影響をもたらすと危惧される。このような問題
提起がなされるものの、遺伝資源に対する資源国
と利用国の間の権利関係が大きく変化しない限
り、今後は、従来のような自由な育種材料の譲渡
は望めない。したがって、資源利用国は遺伝資源
に対する資源国の主権を認めつつ、今ある遺伝資
源の効率的な利用を促進していくことが求められ
る。

本稿では、遺伝資源の利用に関わるこうした問
題について、日本の小麦育種を事例にその課題を
検討する。小麦の在来種に乏しい日本では、もと
もと遺伝資源の多様性が低く、「ゆめちから」や
「ハルユタカ」、もち性小麦の作出にみられるよ
うに、画期的な小麦を作出するためには海外から
の遺伝資源の導入が欠かせない。パン用、菓子
用、パスタ用と消費者の需要がますます多様化す
る中、海外遺伝資源の重要性もさらに高まると予
想される。その一方で、遺伝資源へのアクセスが
制限され、譲渡においては手続きが煩雑化してい
ることは小麦も例外ではない。

こうした背景のもと、海外遺伝資源の取引費用
上昇が我が国の小麦育種に及ぼす影響を考察す
る。まず、農業生物資源ジーンバンクのデータを
もとに、我が国における小麦の遺伝資源の蓄積に
ついて時系列的にまとめる。

農業生物資源研究所に設置されている種子保存
庫をはじめ、遺伝資源の最終保存地として、遺伝
資源保存センターが設置されている(田中・鳥
山・芦澤[18]、pp.25-56.)。これらは生息域内保全
に対し、域外保全(ex situ)と呼ばれ、その維持費
用と価値評価について、議論されてきた。おもな
論点は、品種育成に供試された種子と育種成果の
関連を追跡し難いため、育種成果からみた種子保

存の価値を評価し難いこと、すなわちオプション
価値として定義される将来世代の需要を明示的に
示せないことがあげられる(Pardy et al. [11])。本
稿では、域外保全の重要性を育種成果から推測
し、取引費用の上昇からその導入が困難になりつ
つある現状を踏まえ、今後の小麦育種への影響に
ついて考察する。

遺伝資源保存センターは、世界各所に設立され
ているが、我が国でも1985年に農林水産省によっ
てジーンバンク事業が開始され、原産地や育成地
から採集される植物・作物を、採集地点の環境条
件などの情報とともに導入・保存する施設として
設置された。作物ごとに保存センターを持ち、植
物分類学にもとづいて同定、評価され、様々な特
性調査がパスポートデータとして整理、蓄積され
ている (田中ほか[18])。

本稿では、農業生物資源ジーンバンクに登録さ
れた小麦品種の特性に関するデータをもとに、遺
伝資源の多様性を一つの指数としてまとめる。そ
うして得られた多様性指数と品種改良の効率性の
関係を研究開発関数とし回帰分析により明らかに
することで、遺伝資源の多様性を高めることの重
要性について検討する。その上で、育種家に対し
てアンケート調査を実施し、多様化・細分化する
小麦への需要に対応する上で、我が国のジーンバ
ンク事業がどのような貢献をしてきたのか、ま
た、遺伝資源にアクセスする際、どのような課題
に直面しているのかといった問いについて育種家
の意見を整理することで、小麦の遺伝資源の維
持・拡大に必要な政策的課題を提言する。

本論文の構成は以下の通りである。第2節では
我が国のジーンバンク事業について説明し、小麦
の遺伝資源の蓄積がどのように進んできたのか定
量的に把握する。第3節では遺伝資源の多様性が
小麦育種の効率性に及ぼす影響について研究開発
関数の推計結果をもとに検討する。第4節では育
種家へのアンケート調査の結果を示し、育種にお

ける遺伝資源保存センターの重要性や海外の遺伝
資源にアクセスする際の課題について整理する。
第5節で結論とする．

Ⅱ. 農業生物資源ジーンバンクにおける小
麦遺伝資源の蓄積

1. ジーンバンク事業
農業生物資源ジーンバンクでは、種子更新とと

もに、作物に関する様々な特性データを評価・収
集している(田中ほか[18])。調査項目は、稈長や穂
長など植物の生態に関わる1次特性、脱粒性や耐
病性など収量に関係する2次特性、蛋白質含有率
や色相など品質に関わる3次特性に分かれる。具
体的な調査項目数(必須項目と選択項目を含む)
は、1次が28項目、2次が18項目、3次が19項目に
及ぶ。

農業生物資源ジーンバンクは小麦の新品種作出
に対して多大な貢献をしてきた。例えばモチ性小
麦は、農業生物資源ジーンバンクから供試された
1,960品種のなかから、もち性遺伝子をもつ中国
の在来品種(白火)がみつかったことで作出された
(白田ほか[15]、白田[14])。また、ハルユタカは、
農林10号など日本由来の半矮性遺伝子の国際トウ
モロコシ・小麦改良センター(以下、CIMMYT)か
らの逆輸入により、大幅な収量増加となったこと
が知られている(田中ほか[18]、p.69)。

このように遺伝資源保存センターに保存される
遺伝資源の多様性が高いことで、目的とする遺伝
子を探し出しやすく、結果、育種目標を早期に達
成し、また、画期的な新品種が誕生する。以下で
は、小麦を対象に、農業生物資源ジーンバンクに
登録された品種の特性を整理し、わが国が保有す
る小麦遺伝資源の多様性について検討する。

2. 農業生物資源ジーンバンクにおける小麦登録数
の推移
農業生物資源ジーンバンクでは小麦について4

万件近いデータが登録されているが、同一品種名
(JP番号)による重複登録を排除すると14,149件と
なる注1)。うち、普通小麦(Triticum aestivum (L.) 
Thell.)に該当する13,215件を本研究の分析対象と
した注2)。

国内産・外国産別の小麦の累積導入数の推移を
図1に示す。日本における遺伝資源保全の取り組
みは、20世紀初めの組織的な近代育種における素
材確保に始まり、作物別の育種材料研究室の設
立、種子貯蔵施設の建設を経て、1985年開始の
ジーンバンク事業につながる(白田ほか[15])。1988
年には遺伝資源保存管理施設が建設され、各研究
室から、パスポートデータとともに種子が農業生
物資源ジーンバンクに移管され、それ以降、登録
品種数が急速に増加した。

2013年度登録品種までのデータを山本[20]にし
たがって2期に分け、白田[14]や農業生物資源研究
所における聞き取り調査をもとに、導入数の推移
をみたい。具体的には、生物多様性条約(CBD)が
採択された1992年(日本は同年6月に署名)までをⅠ
期(1983-1992年、山本[20]のⅡ期に該当)とし、そ
れ以降をⅡ期とする。

Ⅰ期は、遺伝資源は人類共有の財産であり、自
由な交換・利用が可能であった時代で、遺伝資源
の利用から生じる利益を提供者と配分する、とい
う利益配分と農民の権利が認められる1992年の生
物多様性条約採択へ至る期間である(山本[20])。国
内では1985年、農林水産省によりジーンバンク事
業が開始され、国内外の遺伝資源保全と利用を促
進する機関として、遺伝資源探索を含め種子保存
の体制整備が進んだ時期でもある(白田[14])。この
間、稲類、麦類、豆類を中心に、国内外で積極的
な探索・収集活動も行われたことから、国内産・
外国産ともに小麦の登録数も増加し保存点数は倍
増した(白田ほか [15]、pp.16-21)。

しかし、Ⅱ期に入ると、1992年に生物多様性条
約が採択されたことで遺伝資源の海外探索が難し
くなり、それまでに登録された保存種子の特性調
査に重点が置かれるようになった。ただし小麦に
ついては、CIMMYTから国際現地試験を兼ねた
導入が続き、生物多様性条約の採択前後でも外国
産の小麦の導入は継続している。しかしながら、
2006年には新規導入数は60まで減少、CIMMYT
からの導入も2008年の14を最後に途絶え、2012年
には国内産、外国産ともに0となり、今後は、農

業生物資源ジーンバンクにおける多様性拡大は望
めそうもない。

3. 遺伝資源の多様性
2013年までに登録された小麦品種について、産

地別の品種数を表1にまとめた。登録品種数
13,215のうち、外国産は11,540(87.3%)、国内産は
1,675(12.7%)であり、外国を原産地とする品種が
大半を占め、うち約6割が中南米(おもにCIMMYT) 
から導入された育成種である注3)。

次に、農業生物資源ジーンバンクでの調査対象
となる項目のうち、定量的に把握することが可能
な稈長、穂長、登熟期間について、原産地の国内
外別にまとめた（表2）注4)。遺伝資源の多様性を
表す指標としては、これまで、品種数のほか、表
現型を利用した指標、近縁係数や来歴から作成す
る潜在指数などが提案されている(Meng et al.[8]、
Smale et al.[16])。日本でも農林登録品種を対象に
近縁係数をもちいた指標(水田・吉田[9]、小林・
吉田[3])が提示されているが、農業生物資源ジー
ンバンク登録品種は来歴不明の在来種も含まれ、
近縁係数を計算することができない。そこで本稿
では、上記3つの項目別に変動係数を計算し、遺

伝的多様性の指標とする。
表2は、ジーンバンク事業開始年の1985年から

2012年までに登録された品種のうち、稈長、穂
長、登熟期間について、平均値、標準偏差、変動
係数を示したものである。観測値数は、外国産が
国内産に比べて多く、また、特性によっても異な
る。稈長、穂長、登熟期間のいずれにおいても、
海外産全体の変動係数は、国内産のそれを上回る
結果となった。 

外国産品種は全登録数11,540に占める在来種の
割合が9.8％で、その地理的収集範囲も広い。一
方、国内産品種は、登録品種数1,675（表1）のう
ち在来種が約2％と少数である。実需や一定の社
会需要に応えようと品種改良された育成種に比
べ、長い伝播の過程で様々な地に適応した在来種
は多様性が大きいとされることから(ラディジン
スキー[7]、p.130)、とりわけ外国産小麦の場合、
在来品種の多さが遺伝資源の多様性に貢献してい
るものと考えられる。

次に、稈長、穂長、登熟日数のそれぞれについ
て、度数分布を示した（図2～4）。いずれも、外
国産が分布する範囲は国内産のそれに比べて広
く、また、度数も外国産の方が多いことから、外
国産の多様性が国内産の多様性を上回る。また、

外国産は収集範囲が広いことや、在来種の割合が
高いことが、多様性の拡大に貢献していると考え
られる。よって、農業生物資源ジーンバンクにお
いても外国産品種の導入が、遺伝的多様性の拡大
に重要な役割を果たすといえる。

4. 特性調査の対象品種数推移
次に、登録品種に占める調査済み特性項目の推

移をみてみよう。表2の観測値数をみると、登録
された13,215の小麦品種のうち、その特性が明ら
かになっている品種は多くても4,887(稈長と穂長)
で、全登録数の半数にも満たないことが分かる。
農業生物資源研究所では、栽培した全ての品種に
ついて、全項目を調査することは難しく、必要に
応じて調査項目を追加する。図5は1次から3次の
特性別に、特性が調査された品種数の累積推移を
示したものである注5)。1次特性は、農業生物資源
ジーンバンクへの登録と同時に調査も行われるた
め、特性が確認された品種数の累積推移は登録数
と一致する。一方、2次項目について調査された
品種の数はそれよりも遅れて推移し、3次項目の
品質特性は現在でも全登録品種の3分の1程度しか
調査されていないことが分かる。

育種家にとって、特性が明らかでない品種を育
種にもちいることは難しく、特性に関するデータ

CIMMYTと各国の研究開発投資の関係につい
てまとめたTraxler and Pingali [19]によると、
CIMMYTが遺伝的多様性を高めるような品種を
各国の育種機関に提供することで、各国の研究開
発投資1単位当たりの効率性が改善することを示
した。国際研究機関は、広範囲に適応可能な品種
を提供し、各国はそれを基に自国の気候条件に適
した品種を効率的に作出することができるためで
ある。これを一国が保有する遺伝資源の多様性
と、それを利用する育種機関として捉えると、育
種機関が利用可能な遺伝的多様性が増すことによ
り(G→G’)、研究開発投資の追加的な投入による
限界収量が増加するよう、研究開発関数は上方向
へシフトする。結果として、研究開発に対する投
資効果が改善し、より収量の高い小麦品種が作出
されると考えてよかろう。

本稿における研究開発関数の推定では、育種成
果として品種iの施肥反応実験j注7)における単位面
積当たり収量(Yij)をとり、以下の両対数線形型の
研究開発関数モデルを推定する。遺伝的多様性の
指標として、農業生物資源ジーンバンクに登録さ
れた小麦品種の変動係数を用いる。具体的には、
各品種の交配年に利用可能であったすべての農業
生物資源ジーンバンク登録品種(小麦)について、
特性(稈長(GLi)、穂長(GEi)、登熟日数(GFi))別に、
登録年毎に累積して変動係数を求めた。例えば、
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の蓄積と拡充は、既存の遺伝資源の有効活用を図
る上で解決されるべき課題の一つである。国外の
遺伝資源保存センターでも同様の課題に直面して
いるが、その原因についてKoo and Wright[6]は
次のようにまとめている。

遺伝資源保存センターは受け入れた品種につい
て、種子の更新をしながら、その特性をデータと
して蓄積する。一方、育種家からすると遺伝資源
保存センターに登録されている品種には特性の分
からないものが依然として多く、特性が明らかに
されたわずかな品種の中から適切な育種母材を見
つけることは困難である。したがって、育種家が
遺伝資源保存センターを積極的に利用するインセ
ンティブは弱く、センターとしても特性データの
整備を推進する必要性が薄れる、といった悪循環
に陥っている(Koo and Wright [6])。

図5に戻ろう。近年、品質に関わる3次特性につ
いて調査した品種の数が増えているが、これは、
育種目標が品質を重視する方向へシフトする中
（齋藤[13]）、登録品種を積極的に利用すること
で、そのシフトに対応しようとする動きとしてと
らえることができる注6)。遺伝資源の新規導入が望
めない現在、既存の登録品種の特性を明らかにす
ることは、遺伝資源の有効活用に向けた重要な課
題のひとつである。こうした中、次世代シーケン

サーの導入など、育種技術の進歩により、特性の
調査にかかる費用が大幅に低減することも予想さ
れ、今後はデータ蓄積も積極的に行われると期待
したい。

注１）小麦の種類別登録品種の内訳は、付表1を参
照されたい。

注２）重複登録の場合は、農業生物資源ジーンバン
クに初めて登録された年を登録年とし、特性調
査の結果については、調査最新年のものを採用
した。

注3）CIMMYTの国際分業体制については、
Traxler and Pingali [19]を参照のこと。

注４）他の調査項目は、多少や強弱、具体的な形状
で表示され定量的な把握は難しい。

注５）ここでは複数ある調査項目のうち、ひとつでも
調査されれば当該品種は調査済みとした。ただ
し表2でも示されているように、稈長や穂長と
いった基礎的な特性であっても調査された品
種は登録されたものの半数にも満たず、農業生
物資源ジーンバンク登録品種の特性調査が未
だ不十分であることが分かる。

注６）国内産の地方系統など育成品種は、育成地で
品質特性が調査され、それらのデータとともに
登録される場合も相当数ある。

Ⅲ. 研究開発関数の推定

前節では、農業生物資源ジーンバンクに登録さ
れた小麦について、特性別にその多様性を表す指
標を求めた。本節では、そのデータを利用して研
究開発関数を推定し、遺伝資源の多様性が育種成
果に及ぼす影響を定量的に把握する。研究開発関
数は小麦の収量(Y)を、小麦育種に関わる研究開
発投資(RD)と、小麦品種の遺伝的多様性(G)の関
数Y(RD, G)として表したものである（図6）。

品種iの交配年が2000年の場合、稈長、穂長、登
熟日数の各変動係数は、2000年を含むそれまでの
全ての（農業生物資源ジーンバンクの）登録品種
から求める。これを、育種家が交配計画を策定し
た時点で利用可能であった小麦遺伝資源の多様性
指標とし、数値に表すことで、研究開発の効率性
への影響を分析する。本分析では、研究開発投資
(RD)を研究員延べ人数(SYi , Scientist Year)で表す
こととし、それぞれの変動係数との交差項として
導入する。係数が正で有意であれば、研究開発投
資が一定のとき、交配年の変動係数が高いほど、
すなわち、育種家が利用可能な遺伝資源の多様性
が高いほど、より効率的に品種改良目標に到達す
ることを示す。

交差項以外の説明変数として、品種iの施肥反
応実験ｊにおける単位面積当たり窒素施肥量
(Nij)、秋播き品種との単収の差を考慮した春播き
品種ダミー(DSi)、育種に要した年数として、登
録年から交配年を引いた懐妊期間(Li)を推定式に
導入した。通常、研究開発投資の後、その成果の
結実には時間を要することから、技術知識ストッ
クの推計には、懐妊期間と呼ばれるタイムラグを
考慮する。本分析では、品種登録までに要した年
数を懐妊期間(Li)として導入した。εijは誤差項で
ある。

遺伝的多様性指標以外の変数は、交配年が1983
～2000年で、かつ品種登録済みの24品種を対象と
して、値は各品種の「小麦新品種決定に関する参
考成績書」記載のデータを利用した。表3は、以
上のとおり推計した被説明変数および説明変数
データである。研究開発関数モデルを最小2乗法
により推定した結果を表4に示す。

推定の結果、研究員延べ人数は正で有意とな
り、研究開発関数として定義できる。また、単位
当たり収量に及ぼす窒素施肥も正で有意に確認で
きた。ただし、懐妊期間として定義した登録に要
した年数は、有意な結果とはならなかった。

次に、研究員延べ人数との交差項は、稈長およ
び穂長の変動係数が正で有意な結果となった。す
なわち、研究員延べ人数を一定とし、遺伝的基盤
の多様性を高めることで、研究開発投資の効率性
が上昇し、収量の向上が促されることがわかる。

分析対象となった農林登録品種は、母本となる
育種材料を必ずしも農業生物資源ジーンバンクか
らえているとは限らないが、交配時に育種家が利
用可能な母材の遺伝的多様性が高いほど、選抜さ
れた品種は育種目標に近づくと結論できる。

本分析では、上述した3つの特性からえた変動
係数を遺伝的多様性の指標として捉え、多様性拡
大が研究開発投資の効率性を改善するのか分析し
た。育種母材の多様性拡大は研究開発の成果をよ
り効率的に達成することから、遺伝的多様性を高
く維持することが今後の小麦育種にとっても重要
な要素となる。

今回の分析は、データの利用可能性から品種数
が限られており、育種成果には収量のみを扱っ
た。育種成果に品質項目を取り入れることで、品
質データ蓄積の効果についても分析する必要があ
ることを指摘しておきたい。

注７）窒素施肥量Nijは、各品種の「小麦新品種決定
に関する参考成績書」の生育概況・耕種概要か
ら得た。基肥と追肥を合わせた施肥量である。
栽培実験では、収量に対する施肥反応を分析
するため、品種ごとに少肥、多肥など、異なる施
肥量毎に単位面積当たりの収量を得ている。

Ⅳ.　育種家へのアンケート調査

前節では、遺伝的基盤の多様性維持・拡大が、
研究開発の効率性を左右することが示され、その
重要性が明らかとなった。本節では、遺伝的基盤
の維持・拡大の可能性について、育種家へのアン
ケート結果から明らかにしていく。

近年、科学の経済学を中心に、研究者のもつ無
形知識を、有形化・明文化する試みが進んでいる
(ステファン [17])。サイエンスリンケージと呼ば
れる指標(文部科学省 [5])もそのひとつで、特許と
いう有形財を生み出すのに要した無形知識を、特
許に記載される科学論文から計測することで、特
許の生産に必要な投入要素としての無形知識を明
確に捉えようとする試みである注8)。無形知識を明
示的に考慮することで、技術革新がどういった経

路で進むのか、またその経路の中で技術革新の妨
げとなるものは何かを明らかにすることができ、
技術革新を促す上でより有効な政策の立案に寄与
する。

前節で提示した研究開発関数に当てはめて考え
ると、交配の際に候補となる母材をどのように選
択するか、適切な母本にどのようにたどり着くの
か、を育種家の無形知識とみなすことができる。
ただし、そうした無形知識を把握することは困難
なため、Ⅲ節ではそれを明示的に考慮せず研究開
発関数の推定を行った。これを補う目的で、育種
家が実際どのような経路で育種母材を入手してい
るのか、アンケート調査を行った。

アンケートでは、遺伝資源の照会先として重視
する機関について、国内外の遺伝資源保存セン
ター、国内外の研究機関や学会、研究者同士のつ
ながりの7つの選択肢から重要と思われる上位3項
目をあげてもらった。2016年7月から8月にかけ
て、グルテン研究会注9)を通してアンケートに対す
る回答を依頼したところ、国の研究機関から12
人、都道府県の育種担当者から8人、大学その他
から5人、合計25人の回答があった。

その結果を表5にまとめた。国内の遺伝資源保
存センターについては、いずれの研究機関におい

ても、今後も照会先として重要であると認識され
ていることがわかる。また、外国の遺伝資源保存
センターについても、特に多くの育種家を抱える
国や都道府県の研究機関では、上位にあげられて
いる。

アンケートでは、国外からの遺伝資源導入の現
状についても尋ねたが、国と都道府県の育種家20
人中13人が、国外からの遺伝資源導入が難しく
なっている(ほか、2名が難しくなっているとは思
わない、5名が分らない)と回答している。その要
因として、(1)生物多様性条約の批准や資源国の権
利意識の高まりと利益配分への期待、(2)民間企業
の参入による知財意識の高まりといった国際環境
の変化のほか、(3)所属機関における手続きが未整
備であること、具体的には植物検疫での手続きの
煩雑さとトラブル、仮にMTA(素材移転契約)注10)

の下で譲渡されても、権利や利益配分を求められ
ることなどをあげている。このことからも、従来
のような研究者間の自由なやりとりでの譲渡・導
入が認められない中、近年、遺伝資源の譲渡手続
きが煩雑になり、取引費用が高まっていることが
分かる。

一方で、育種家は多様化・細分化していく消費
者や実需者の要望に応えていかなければならな
い。例えば、新品種の導入を地域農業や地域経済
を活性化させる材料と位置づける動きや(後藤 
[1])、国内産小麦への根強い消費者需要(Saito and 
Saito[13])への対応が求められるほか、用途も麺用
に限らず、冷凍向けのパン用小麦やドライパスタ
用デュラム小麦など、国外の遺伝資源なくしては
作出できない用途へも育種目標が拡大している
（表6）。

育種家にとって、譲渡の際の取引費用の増大
は、研究における非効率化につながる。遺伝資源
へのアクセスが厳格化する国際環境の中で、今
後、更に多様化・細分化していく消費者や実需者
の要望に対応するためには、個々の育種家や育種

機関が実施している譲渡手続きを一元化するな
ど、遺伝資源導入における取引費用の軽減に務め
ることが育種効率向上のためにも重要である。

注８）農業分野では、近藤・高山・長南[4]が、無形知
識としての施肥技術指数を論文数から作成し、
農業生産への貢献を評価している。

注９）グルテン研究会は、おもに小麦の品質問題改
善を目指して2010年に立ち上げられた研究会
で、育種家のほか、製粉、製パンなどの流通・
加工に携わる研究者が参画し、2016年5月時点
で321名が登録される。本調査ではグルテン研
究会からメール送信後、道府県の6つの研究機
関のほか、北海道、東北、近中四、九州沖縄の
農業研究センター、作物研究所、ホクレン農業
総合研究所についても、個別に回答を依頼し
た。グルテン研究会世話人によれば、12の機関
にそれぞれ1～3名程度が育種担当として所属す
ることから、現在、小麦育種の交配計画に関わ
る育種家は、あわせて30～35人である。

注10）素材の国際移転に際し、提供側と利用者側が
移転前に相互に合意する条件などを定めたもの
で、利益配分を定めたボンガイドライン（生物
多様性条約）に基準が示されている。

Ⅴ. まとめ

本稿では、遺伝資源の多様性が農業に与える影
響について、品種改良の効率性の観点から分析し
た。農業生物資源ジーンバンクのデータをもと
に、登録された小麦遺伝的基盤の多様性を指数と
してまとめ、多様性と品種改良の効率性について
回帰分析を行った。その結果、遺伝資源の多様性
が増すことで、日本の小麦育種の効率性が改善し
てきたことが示された。また、育種家へのアン
ケート調査結果から、育種母材の入手先としての
遺伝資源保存センターの重要性も確認された。

しかしながら、生物多様性条約の締結など、遺
伝資源保有国の権利意識の向上に伴い、遺伝資源
保存センターへの新規導入品種の数は減少の一途

をたどり、今後の多様性拡大が期待できる状況で
はない。実際、アンケートでも、海外の遺伝資源
の導入にかかる取引費用の増大が指摘されてい
る。

国産小麦による様々な小麦粉製品の供給が期待
され、それに伴う地域農業の活性化を図る上で、
継続的な遺伝資源の導入は必要不可欠である。分
析の中で指摘されたように、農業生物資源ジーン
バンクにはその特性が明らかにされていない品種
も多く存在する。遺伝資源の有効活用のために
も、そうした品種の特性調査を充実し、育種家の
利用に供試することが求められる。あわせて、国
外遺伝資源へのアクセスを確実に確保できるよう
素材移転契約(MTA)や共同研究体制の整備な
ど、研究インフラの整備も重要な課題である。

[付記]　本編は、日本学術振興会科学研究費補
助金・基盤(C)（24580311）による研究成果の一
部である。
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